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こ、｀ あいさつ
本市では、平成22 (2010)年3月の合併後、平成24

(2012)年3月に 「久喜市障がい者計画 （第1次）・障が

い福祉計画（第3期）」を、平成27(2015)年3月には、

障害福祉サー ビス等の今後3か年の見込み等を掲げた「 第4期

久喜市障がい福祉計画」を策定し、障がい福祉施策の推進に取

り組んでまいりました。

この間、 国においては、 平成24 (2012)年10月に

「障害者虐待防止法」、 平成25 (2013)年4月に 「障害

者総合支援法」、 平成28 (2016)年4月に 「障害者差別解消法」を施行し、 また、 平成

30 (2018)年4月からは 「障害者総合支援法」の改正により、 今後の障がい者の地域

生活への支援に向けて、 障害福祉サー ビスのさらなる充実が図られることとなりました。

本市では、 こうした国の制度改正や社会情勢の変化に的確に対応し、 障がい福祉施策を総

合的かつ計画的に推進するため、「 第2次久喜市障がい者計画・第5期久喜市障がい福祉計画・

第1期久喜市障がい児福祉計画」を策定し、 地域の相談支援の中核的な役割 を担う基幹相談

支援センタ ーの設置等による相談体制の充実、 緊急時の受け入れや相談等に対応した地域生

活支援拠点の整備などについて盛り込んだところでございます。

障がいのある人がいつまでも住み慣れた地域で安心して暮らしていける共生社会の実現は、

障がいのある人やその家族の願いです。

本市では、 「ともに生き ともに暮らす 地域共生社会づくり」を基本理念とし、 障がいの

ある人もない人も、 全ての人が住み慣れた地域で、 共に育ち、 学び、 活躍できる共生社会の

実現を目指してまいります。

結びに、 本計画の策定にあたり、 多大なご尽力をいただきました久喜市障がい者施

策推進協議会委員の皆様 をはじ め、 市内の各障がい者団体の皆様 、 市民意見提出制度

（ パブリック ・ コメント） において貴重なご意見をお寄せいただいた、 多くの市民及

び 関係者の皆様 に心 から感謝申し上げます。
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平成30 (2018)年3月

久息市長 lfJ中喧二



<「障がい」と「障害」の表記について>

本計画では、 「障がい」等の「がい」の字の表記について、障がいのある人へ

の障がいを理由とした差別や偏見をなくし、心のバリアフリーを推進する観点

から、 障害という言葉が前後の文脈から人や人の状態を表す場合は「害」をひ

らがな表記としています。

ただし、 国の法令や地方公共団体などの条例・規則等に基づき定義されてい

る事業等の固有名詞は漠字表記のままとしています。

このため、本計画では「害」と「がい」の字が混在する表現となっています。
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※埼玉県障害者アート企画展「うふっ〇埼玉でこんなのみつけちゃったP」は、 キッ

クオフ展と同様、 「埼玉県障害者アートネットワークTAMAP士0」と 「社会福

祉法人みぬま福祉会」が主催者となり、毎年開催している展覧会で、県内の障がい

者施設や特別支援学校等において創作された、高い芸術性や創造性を持つ作品を展

示しています。
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※第8回埼玉県障害者アー ト企画展

「うふっ〇埼玉でこんなのみつけちゃったい出展作品

あらい ヤかみち

久喜市いちょうの木 新井 貴道さん
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第 1 章 計画の策定にあたって

1 計画の趣旨
本市では、 平成24 (2012)年3月に、 「久喜市障がい者計画・障がい福祉計画」

を策定し、 基本理念である 「ともに生き ともに暮らす 共生社会づくり」 の実現を目

指して、 さまざまな障がい者施策を推進してきました。

この間、 国の法制度は大きな転換期を迎え、 平成25 (2013)年4月に施行され

た 「障害者のH常生活及び 社会生活を総合的に支援するための法律 」（以下、 「障害者総

合支援法」 という） では制度の谷間のない支援提供や、 法に基づく支援が、 地域社会に
しよ9へき

おける共生や社会的 障 壁の除去に資することを目的とする基本理念を掲げるなど、障が

いのある人を取り巻く環境は大きく変化しています。

こうした動きのなか、 平成26 (2014)年度には、 障害者総合支援法に基づき、

具体的な数値目標や、 各年度における障害福祉サービス等の見込量を設定し、 平成27 

(2015)年から平成29 (2017)年までを計画期間とする「第4期久喜市障が

い福祉計画」が策定されました。

これらの計画が平成29 (2017)年度に計画期間を終了することから、 障がい者

施策を巡る最近の動向や、 本市の障がい者・児を取り巻く現状、 これまでの取り組みの

成果と課題を踏まえ、 今後の障がい者・児施策の方向性を定めるための新たな計両とし

て、 「第2次久喜市障がい者計画」 と 「第5期久喜市障がい福祉計画」、 また今回新たに

策定する 「第1期久喜市障がい児福祉計画」 を一体的な計両として策定することとしま

した。

2 計画の位置付け

(1) 法的な位置付け
「第2次久喜市障がい者計画」 は、 障害者基本法第11条第3項に基づく「市町村障

害者計画」に位僅付けられ、 本市の障がい者・児施策全般に係る総合的な計画です。 ま

た、 「第5期久喜市障がい福祉計画」は、 障害者総合支援法第88条第1項に基づく 「市

町村障害福祉計画」 に位置付けられ、 障害福祉サービスや地域生活支援事業の見込量や

提供体制の確保に関する計画です。
「第1期久喜市障がい児福祉計画」 は、 今回初めて策定される計画です。 児童福祉法

第33条の20に基づく「市町村障害児福祉計画」に位置付けられ、 障がい児への福祉

サービスの見込量や提供体制の確保に関する計画であり、 「市町村障害福祉計画」と一体

のものとして作成することができるものとされています。

本計画は、 これらの目的や特徴を踏まえ、 各計画に必要な事項を盛り込みながら、 本

市の障がい者・児施策を、 関係各課と連携し、 総合的に推進するための計画として、

体的に策定するものです。
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(2)市の関連計画との関係
本計画は、 「久喜市総合振興計画」の部門別計画であり、福祉分野の計画をはじめとする市のさまざまな計画と連携・整合を図りながら策定し、 推進していきます。

第1
部久喜市総合振興計画 第1章
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「第2次久喜市障がい者計両」 は、 久喜市の障がい者・児施策に関する中・長期的な計画として、 平成30 (2018) 年度から平成35 (2023) 年度までの 6 か年を計画期間とします。 「第5期久喜市障がい福祉計画」及び 「第1期久喜市障がい児福祉計画」 は、 それぞれの根拠法で定められた平成30 (2018) 年度から平成3 2 (2 0 2 0)年度の3か年を計画期間とします。
平成 30年度
(2 0 1 8 年度）

平成 31年度
(2 0 1 9 年度）

平成 32年度
(2 0 2 0 年度）

平成 33年度
(2 0 2 1 年度）

平成34年度
(2 0 2 2 年度）

平成 35年度
(2 0 2 3 年度）

第2次久喜市障がい者計画（平 成 30 年 度～平 成 35 年 度
(2018 年 度 ~2023 年 度） ） 

第5期久喜市障がい福祉計画第1期久喜市障がい児福祉計画
〔平成 30年度～平成 32年度

(2018 年 度 -2020 年 度） ］ 
次期計画

一
/

/

/ 
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4 計画の対象

この計画の対象となる「障がい者」 の定義については、 障害者基本法等の法令の規定

に基づき、 身体障がい、 知的障がい、 精神障がい （発達障がい、 高次脳機能障がいを含

む）、難病等の心身の機能の障がいがある人のうち、障がいと社会的障壁により継続的に

H常生活や社会生活に相当な制限を受ける状態にある人とします。

5 計画策定の背景と目的

(1) 計画策定の背景

近年、 我が国では、 障害者権利条約 （障害者の権利に関する条約） の批准や持続可能

な障がい者・児福祉制度の確 立を目指して、 一連の法改正が行われてきました。 その中

で、 障がい者・児を めぐる制度や支援のあり方にも、 さまざまな変化が生じています。

①障害者権利条約の批准

平成18 (2006)年に、 国連総会において、 障がいのある人の人権と基本的自由

の享有の確保や、 障がいのある人の尊厳の尊重の促進を目的とする「障害者の権利に関

する条約（障害者権利条約）」が採択されました。 我が国は、 この条約に平成1 9 (2 0 

0 7)年に署名し、 それ以降、 さまざまな国内法の整備を進 め、 平成26 (2014) 

年1月に同条約を批准、 2月に国内で発効しました。

【「障害者権利条約」の批准に向けた国内の法整備】

平成18 (2006)年12 月 「障害者権利条約」が国連で採択

平成19 (2007)年9 月 日本が「障害者権利条約」 に署名

平成 23 (2011)年6月 「障害者
ぎ

虐
やく

待
たい

防止法」の成立（平成24(2012)年10 月施行）

平成 23 (2011)年7月 「障害者基本法」の改正

平成 24 (2012)年6月 「障害者自立支援法」が「障害者総合支援法」 へ改正

平成 25 (2013)年6月
「障害者差別解消法」の成立（平成 28(2016)年4月施行）
「障害者雇用促進法」の改正

平成 26 (2014)年1月 日本が「障害者権利条約」 を批准

②障害者虐待防止法の成立

平成23 (2011)年6月に、 「障害者虐待の防止、 障害者の養護者に対する支援等

に関する法律（障害者虐待防止法）」が成立しました（平成24(2012)年10月施行）。

この法律 は、 養護者や障がい者福祉施設従事者、 使用者などによる障がいのある人へ

の虐待を防止し、 養護者に対する支援などを促進することで、 障がいのある人の権利や

利益を守ることを目的としています。 虐待を受けたと思われる障がいのある人を発見し

た者に、 速やかな通報を義務付けるとともに、 虐待防止のための具体的なスキーム （枠

組み） を定めています。
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③障害者基本法の改正

平成23 (2011)年7月に、 障がいのある人の法律や制度について基本的な考え方

を示す「障害者基本法」が、大幅に改正されました（平成23 (2011)年8月施行）。

この改正で、 法の目的を「全ての国民が、 障害の有無にかかわらず、 等しく基本的人

権を享有するかけがえのない個人として尊重されるものであるとの理念にのっとり、 全

ての国民が、 障害の有無によって分け隔てられることなく、 相互に人格と個性を尊重し

合いながら共生する社会を実現する」としました。

また、 障がいのある人の定義を 「障害がある者であって、 障害及び 社会的障壁 （障害

がある者にとって障壁となるような事物、 制度、 慣行、 観念その他一切のもの） により

継続的に 日常生活、 社会生活に相当な制限を受ける状態にあるもの」と定め、 それまで

の心身の障がいに起因するものとの考え方 （個人モデル） から、 障がいを作り出してい

る社会の間題である （社会モデル） という考え方に改めました。

さらに、 障がいのある人がない人と等しく基本的人権を有する個人として、 尊厳にふ

さわしい生活を保障されることを前提とし、 活動や生活、 言語、 その他の意思疎通等の

手段についての選択の機会の確保が図られることが規定され、 言語には手話が含まれる

ことも明確になりました。

④障害者総合支援法の改正

平成24 (2012)年6月に、 「障害者自立支援法」が 「障害者のH常生活及び 社会

生活を総合的に支援するための法律 （障害者総合支援法）」として、改正されました（平

成25 (2013)年4月施行）。
「障害者総合支援法」 では、 障がいのある人の範囲に難病等が加えられ、 難病等の

しっぺい

※対象疾病に該当する方は、 障害者手帳の所持の有無に関わらず、 障害福祉サー ビス等

を利用できるようになりました。

また、 これまでの 「障害程度区分」が 「障害支援区分」に改められ、 区分が障がいの

程度（重さ）ではなく、必要な支援の度合いを示すものであることが明確化されました。

さらに、 重度訪間介護の対象が、 それまでの重度の肢体不自由者に加え、 重度の知的

障がいのある人や精神障がいのある人にも拡大されたほか、共同生活介護（ケアホーム）

と共同生活援助 （グループホーム） の一元化などが定められました。

また、 「障害者総合支援法」は平成28 (2016)年5月にも改正され、 障がい者が

自ら望む地域生活を営むことができるよう、 「生活」 と 「就労」 に対する支援 （ 「自立生

活援助」 や「就労定着支援」などの創設） の充実や高齢障がい者による介護保険サービ

スの円滑な利用を促進するための見直しなどが明記されました（平成30(2018)年

4月施行）。

※障害福祉サービス等の対象となる疾病数は、 平成25 (2013)年4月から13 0 

疾病としてきましたが、平成27 (2015)年1月から15 1疾病に、平成27 (2 

0 1 5)年7月から33 2疾病に、 平成29 (2017)年4月から35 8疾病に拡

大されました。

第1
部第1章
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⑤障害者差別解消法の成立

平成25(2013)年6月に、「 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障

害者差別解消法）」 が成立しました（平成28 (2016) 年4月施行）。

この法律では、 行政機関や民間事業者等における障がいのある人に対する不当な差別

的取扱いの禁止や、 合理的配慮の提供の義務化 （民間事業者は努力義務） などが定 めら

れました。 合理的配慮とは、社会的障璧の除去を必要としている人がいる場合であって、
かじゅう

その障壁を除去するための負担が過重でない場合、 除去に必要な対策を講じることをい

います。

⑥障害者雇用促進法の改正

平成25 (2013)年6月に、 「 障害者の屈用の促進等に関する法律 （障害者雇用促

進法）」が改正され、雇用の分野における障がいを理由とする差別の禁止や、事業主に障

がいのある人が職場で働くにあたっての合理的配慮の提供義務が定められました。

また、 事業主に対し、 雇用する障がいのある人からの苦情を自主的に解決することを

努力義務とするとともに、 平成30 (2018)年度から法定雇用率の算定基礎に精神

障がいのある人を加えることが規定されました。

【障がい者の法定雇用率】

平成 25 (2013)年 ※平成30 (2018)年

4月から 4月から

民間企業 2. 0% 2.2% 

国・地方公共団体等 2. 3% 2. 5% 

都道府県等の教育委員会 2.2% 2.4% 

※平成33 (2021)年4月までに、 法定雇用率を更に0. 1 %引き上げる予定

⑦精神保健福祉法の改正

平成25 (2013)年6月に、 「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 」が改正

され、 保護者制度の廃止や医療保護入院の同意要件の変更、 退院後生活環境相談員の選

任の義務化などが規定されています （平成26 (2014)年4月施行）。

⑧難病法の成立

平成26 (2014)年5月に、 「難病の患者に対する医療等に関する法律 （難病法）」

が成立しました（平成27 (2015)年1月施行）。

この法律では、 指定難病に対して、 医療費を助成する制度や難病の医療に関する研究

の推進などについて定めています。

1 1 0疾病を医療費助成の対象疾病として制度が開始され、 平成27 (2015)年

7月には1 9 6 疾病が追加され、30 6 疾病が対象となり、さらに平成29 (2017) 

年4月から24疾病が追加され、 33 0疾病が指定難病に指定されています。
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⑨成年後見制度利用促進法の成立

平成28(2016)年4月に、 「成年後見制度の利用の促進に関する法律（成年後見

制度利用促進法）」が成立しました（平成28 (2016)年5月施行）。

この法律では、地域住民の需要に応じた成年後見制度の利用の促進、地域における成

年後見人等となる人材の確保、関係機関等における体制の充実・強化などが規定されま

第1
部

した。

第
⑩発達障害者支援法の改正

干成28 (2016)年5月,_,,.ヽI
_ 

1 
、 「発達障害者支援法」が改正され、フイフステ ／を 旱

通じた切れ目のない支援、家族なども含めた 細やかな支援、地域の身近な場所で受けら

れる支援などが規定されました（平成28 (2016)年8月施行）。

⑪児童福祉法の改正

平成24 (2012)年4月に、 「児童福祉法」が改正され、障がいのある子どもへの

支援の拡充が図られました。

この改正では、身近な地域での支援が受けられるよう、それまで障がい種別に分かれ

て実施されていた障がい児施設（通所・入所）が一元化されました。

通所支援は、放課後・夏休みなどにおける生活能力向上のための訓練や居場所づくり

を推進する 「放課後等デイサービス」、 日常生活における基本的な動作の指導、集団生活

への適応訓練などを提供する 「児童発達支援」や 「医療型児童発達支援」、保育所等にお

ける集団生活の適応のための専門的な支援を提供する 「保育所等訪間支援」に改められ

ました。

また、 「児童福祉法」は平成28 (2016)年5月にも改正され、障がい児支援の二
ーズの多様化にきめ 細かく対応するための支援（ 「居宅訪間型児童発達支援」の創設や、
「保育所等訪間支援」の対象範囲を乳児院・児童養護施設の障がい児にも拡大等）の拡

充が図られることになりました（平成30 (2018)年4月施行）。

(2) 計画策定の目的

本計画は、このような法制度の動向を踏まえ、久喜市における今後の障がい者・児施

策のあるべき 姿と具体的な施策の方向性を示すとともに、障がい者の地域生活や社会生

活を支えるための障害福祉サービス等の一層の充実を図り、障がい児の健やかな成長と

発達を支える障がい児支援を拡充することを目的として策定するものです。
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第 2章 障がい者を取り巻く現状

1 障がい者の硯状

(1)身体障がい者の現状

身体障害者手帳交付者数は、 ここ数年横ばいとなっており、 平成29 (2017)年

には4, 5 6 5人となっています。 障がいの等級別に見ると、 特に1級についてはやや

増加傾向となっており、 平成29 (2017)年には1, 5 9 2人と、 平成24 (2 0 

1 2)年より約5%増加しています。

図表1 身体障害者手帳交付者数の推移

（人）

5 '000 I 

4,512 4,565 
4,407 4,488 4,487 4,485 

I I l 
4,000 

3,000 

2,000 

1,000 

゜

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

(2012年） (2013年） (2014年） (2015年） (2016年） (2017年）

◆等級別集計

総 数 1級 2級 3級 4級 5級 6級

平成 24年
4,512 人 1,509 人 746 人 760 人 1,034 人 244 人 219 人

(2012 年）

平成 25年
4,407 人 1,490 人 720 人 735 人 1,003 人 238 人 221 人

(2013 年）

平成 26年
4,488 人 1,529 人 697 人 761 人 1,049 人 229 人 223 人

(2014 年）

平成 27年
4,487 人 1,535 人 696 人 754 人 1,043 人 236 人 223 人

(2015 年）

平成 28年
4,485 人 1,547 人 694 人 747 人 1,052 人 234 人 211 人

(2016 年）

平成 29年
4,565 人 1,592 人 690 人 757 人 1, 081 人 231 人 214 人

(2017 年）

※1級が最も障がい程度が重く、 以下障がい程度に応じて6級までとなっています。

※7級は手帳の交付対象でないため、含めていません。 資料：障がい者福祉課（各年4月1日現在）
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◆障がい部位別集計
ユ日＝ 戸

総 数 視覚
聴覚 ・ ．ロ 号

n五ロ 肢し t
体
-い

心臓 憤凪 呼吸器
直腸 ．

小腸 め免んえ疫き 肝臓
罪衝機能 そ し ゃ 〈 不 自 由 ぽ膀う こ脱う

機能

平成 24 年
4, 5 1 2 人 287 人 341 人 58 人 2 , 548 人 61 5 人 387 人 58 人 1 96 人 1 人 1 7 人 4 人

(20 1 2 年）
平成 25 年

4, 407 人 267 人 336 人 5 1 人 2 , 480 人 61 9 人 391 人 49 人 1 90 人 2 人 1 8 人 4 人
(201 3 年）
平成 26 年

4, 488 人 270 人 341 人 5 1 人 2 , 528 人 654 人 382 人 51 人 1 86 人 2 人 1 8 人 5 人
(201 4 年）
平成 27 年

4, 487 人 279 人 351 人 46 人 2 , 485 人 673 人 390 人 49 人 1 87 人 2 人 20 人 5 人
(201 5 年）
平成 28 年

4, 485 人 267 人 353 人 49 人 2 , 440 人 696 人 40 1 人 46 人 204 人 3 人 21 人 5 人
(201 6 年）
平成 29 年

4, 565 人 254 人 373 人 52 人 2 , 42 1 人 729 人 425 人 62 人 21 5 人 2 人 21 人 1 1 人
(201 7 年）

第1
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資料 ： 障が い者福祉課 （各年 4 月 1 日 現在）

平成2 9 ( 2 0 1 7 ) 年 9月に開催された

キックオフ展 「うふっ0埼玉でこんなのみつけちゃった｝ 」 出展作品

題名 ： 『美術館の絵』

と ね が わ み よ こ
久喜けいわ 利根川 美代子さん

，

 



(2) 知的障がい者の現状
り ょ う い く

療 育 手帳交付者数は、 ここ数年やや増加傾向にあり、 平成29 (2017)年には

1 , 1 0 0人と、 平成24 (2012)年より約18%増加しています。 また、 18歳

末満の人数は、 多少 の増減はあるものの概ね横ばいとなっています。 特に療育手帳のC

についてはやや増加傾向となっており、 平成29 (2017)年には304人と、 平成

24 (2012)年より約40%増加しています。

図表 2 療育手帳交付者数の推移

（人）

1,200 

900 

600 

300 

゜

929 

1,066 1,100 

968 1,000 1,028 

平成24年
(2012年）

平成25 年 平成26年
( 2 0 1 3 年 ） ( 2014年）

療育手帳交付者数

平成27 年
(2015年）

■ うち 18歳未満

平成28年

(2016年）

平成29 年
(2017年）

◆等級別集計

@ A B C 

総 数
（最重度） （重度） （ 中 度） （軽度）

平成 24 年 (2012 年） 929 人 208 人 234 人 270 人 2 1 7 人
.... .... .... .... .... .... .... .... .... .... ... .... .... .... .... .... ... ... ... ... ... ... ... ... ... ... ... ... ... ... ... ... 

う ち 1 8 歳未満 279 人 44 人 62 人 60 人 1 1 3 人

平成 25 年 (2013 年） 968 人 2 1 3 人 228 人 280 人 247 人
.... .... .... .... .... .... .... .... .... .... ... .... .... .... .... .... ... ... ... ... ... ... ．．． ．．． ．．． ．．． ．．． ．．． ．．． ．．． ．．． ．．． ．． 

う ち 1 8 歳未満 288 人 45 人 54 人 59 人 1 30 人

平成 26 年 (2014 年） 1 , 000 人 222 人 229 人 292 人 257 人
.... .... .... .... .... .... .... .... .... .... ... .... .... .... .... .... ... ... ... ... ... .. ．．． ．．． ．．． ．．． ．．． ．．． ．．． ．．． ．．． ．．． ．． 

う ち 1 8 歳未満 292 人 47 人 50 人 62 人 1 33 人

平成 27 年 (2015 年） 1 , 028 人 2 1 6 人 240 人 301 人 27 1 人
.... .... .... .... .... .... .... .... .... .... ... .... .... .... .... .... ... ... ... ... ... ... ... ... ... ... ... ... ... ... ... ... 

う ち 1 8 歳未満 282 人 38 人 58 人 57 人 1 29 人

平成 28 年 (2016 年） 1 , 066 人 225 人 236 人 3 1 5 人 290 人
.... .... .... .... .... .... .... .... .... .... ... .... .... .... .... .... ... ... ... ... ... ... ... ... ... ... ... ... ... ... ... ... .. 

う ち 1 8 歳未満 277 人 39 人 54 人 6 1 人 1 23 人

平成 29 年 (2017 年） 1 , 1 00 人 233 人 241 人 322 人 304 人
.... .... .... .... .... .... .... .... .... .... ... .... .... .... .... .... ... ... ... ... ... .. ... ... ... ... ... ... ... ... ... ... .. 

う ち 1 8 歳未満 286 人 44 人 53 人 59 人 1 30 人

資料 ： 障 が い者福祉課 （各年 4 月 1 日 現在）
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(3) 精神障がい者の現状

①精神障害者保健福祉手帳交付者数

精神障害者保健福祉手帳交付者数は、ここ数年増加傾向にあり、平成29 (2017) 

年には1, 1 3 1人と、 平成24 (2012)年より約47%増加しています。

第1
部図表 3 - 1 精神障害者保健福祉手帳交付者数の推移

（ 人）
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゜

1,1 3 1  
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1,057 

917  

769 
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平成24年 平成25年 平成26年 平成27 年 平成28年 平成29 年

( 2012年） ( 2013 年） ( 2014年） ( 2015年） ( 2016年） ( 2017 年）

◆等級別集計

総 数 1 級 2 級 3 級

平成 24 年
769 人 84 人 473 人 2 1 2 人

(20 1 2 年）

平成 25 年
862 人 94 人 557 人 2 1 1 人

(20 1 3 年）

平成 26 年
9 1 7 人 1 0 1 人 582 人 234 人

(20 1 4 年）

平成 27 年
1 ,007 人 1 1 5 人 629 人 263 人

(20 1 5 年）

平成 28 年
1 ,057 人 1 1 4 人 663 人 280 人

(20 1 6 年）

平成 29 年
1 , 1 3 1 人 1 27 人 693 人 3 1 1 人

(20 1 7 年）

※ 1 級が最 も 障が い程度が重 く 、 以下 3 級ま で と な っ て い ま す。

資料 ： 障が い者福祉課 （各年 4 月 1 日 現在）
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②自立支援医療 （精神通院医療） 受給者数

自 立支援 医療 （精神通院 医療） 受給者数 も 、 こ こ 数年増加傾 向 に あ り 、 平成 2 9 ( 2  

0 1 7 ) 年 に は 2 , 2 3 2 人 と 、 平成 2 4 ( 2 0 1 2 ) 年 よ り 約 2 8 %増加 し て い ま す。

図表 3 - 2 自 立支援医療 （精神通院医療） 受給者数の推移

（ 人 ）

2,500 

2,000 

1,500 

1,000 

500 

1,974 

1,745 1,8 16  

2,084 
2 ,232 

゜

平成24 年

( 20 1 2 年 ）

平成2 5 年

( 20 1 3 年 ）

平成26年

( 2014年）

平成27年

( 201 5 年 ）

平成28 年

( 2016年）

平成29年

( 2017年）

◆ 受給者集計

自 立支援医療 （精神通院 医療）

受給者数

平成 24 年
1 , 745 人(20 1 2 年）

平成 25 年
1 ,81 6 人(20 1 3 年）

平成 26 年
1 ,875 人(20 1 4 年）

平成 27 年
1 , 974 人(20 1 5 年）

平成 28 年 2,084 人
(20 1 6 年）

平成 29 年 2,232 人(20 1 7 年）

資料 ： 障 が い者福祉課 （各年 4 月 1 日 現在）
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(4) 難病患者の現状

指定難病医療受給者数 （小児慢性特定疾病を含む） も、 ここ数年増加傾向にあり、 平

成29 (2017)年には1, 2 1 5人と、 平成24 (2012)年より約22%増加

しています。

第1
部図表 4 指定難病医療受給者数の推移
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平成24年 平成2 5 年 平成26年 平成27年 平成28 年 平成2 9 年

( 2012 年） ( 2 0 1 3 年） ( 2014年） ( 20 1 5 年） ( 2 0 1 6 年 ） ( 2 0 1 7 年）

■ 指定難病

小児慢性

特定疾病

第2章

◆受給者別集計

※指定難病医療 小児慢性特定疾病
総 数

受給者数 受給者数

平成 24 年
993 人 843 人 1 50 人

(201 2 年）
平成 25 年

1 ,040 人 888 人 1 52 人
(201 3 年）
平成 26 年

1 ,025 人 872 人 1 53 人
(201 4 年）
平成 27 年

1 , 1 1 0 人 947 人 1 63 人
(201 5 年）
平成 28 年

1 , 1 68 人 1 , 0 1 5 人 1 53 人
(20 1 6 年）
平成 29 年

1 , 2 1 5 人 1 ,067 人 1 48 人
(201 7 年）

※指定難病医療受給者数には、 特定疾患医療受給者数、 指定疾患医療受給者数、 県単独指定難病医療

受給者数を含む数値を掲載しています。

資料 ： 幸手保健所か ら提供 （各年 4 月 1 日 現在）

1 3  



( 5 ) 障がいのある児童 ・ 生徒の現状

①特別支援学校児童 ・ 生徒数、 学級数

特別支援学校の在籍児童 • 生徒数は、 平成29 (2017)年には小学部19 5人、

中学部10 9 人、 高等部19 7人、 合計50 1人となっており、 平成24 (2012) 

年と比較すると小学部はやや増加し、 中学部、 高等部はやや減少しています。

図表 5 - 1

（人）

600 

500 

400 

300 

200 -I-

特別支援学校児童 ・ 生徒数の推移

5 1 8  5 2 8  522  522  5 2 1  

D O  10° 

100 

゜
I ■ ■ ■ ■ .-.  

平成24年 平成25 年 平成26年 平成27 年 平成28 年 平成29 年

( 20 1 2 年 ） ( 20 1 3 年 ） ( 2014年） ( 20 1 5 年 ） ( 2016年） ( 2017年）

◆学部別集計

総数 小学部 中学部

学級数
児童 ・

学級数 児童数 学級数 生徒数
生徒数

平成 24 年
1 32 学級 5 1 8 人 48 学級 1 58 人 35 学級 1 23 人

(201 2 年）

平成 25 年
1 33 学級 528 人 50 学級 1 70 人 35 学級 1 32 人

(201 3 年）

平成 26 年
1 27 学級 522 人 5 1 学級 1 70 人 33 学級 1 24 人

(201 4 年）

平成 27 年
1 29 学級 522 人 52 学級 1 75 人 3 1 学級 1 1 4 人

(201 5 年）

平成 28 年
1 39 学級 521 人 64 学級 1 96 人 29 学級 1 00 人

(20 1 6 年）

平成 29 年
1 40 学級 501 人 63 学級 1 95 人 34 学級 1 09 人

(201 7 年）

■ 高等部生徒数

中 学部生徒数

■ 小学部児童数

高等部

学級数 生徒数

49 学級 237 人

48 学級 226 人

43 学級 228 人

46 学級 233 人

46 学級 225 人

43 学級 1 97 人

※久喜特別支援学校、 騎西特別支援学校、 宮代特別支援学校に通 う 児童 • 生徒数の合計

資料 ： 障がい者幅祉課 （各年 5 月 1 日 現在）
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②特別支援学級設置学校数、 学級数、 児童 ・ 生徒数

特別支援学級の在籍児童 • 生徒数は、 ここ数年増加傾向にあり、 平成29 (2017) 

年では小学校17 7人、 中学校62人、 合計23 9 人となっています。

第1
部

図表 5 - 2 特別支援学級児童 ・ 生徒数の推移

（人）

250 

200 

150 

100 

50 

゜

函

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

(2012年） (2013年） ( 2014年） (2015 年） (2016年） (2017年）

中 学校生徒数

■ 小学校児童数

第2章
◆学部別集計

総数 小学校 中 学校

学校数 学級数
児童 ・

学校数 学級数 児童数 学校数 学級数 生徒数
生徒数

平成 24 年
26 校 44 学級 131 人 19 校 30 学級 90 人 7 校 14 学級 41 人

(2012 年）

平成 25 年
30 校 51 学級 135 人 22 校 37 学級 101 人 8 校 14 学級 34 人

(2013 年）

平成 26 年
30 校 52 学級 150 人 22 校 39 学級 116 人 8 校 13 学級 34 人

(2014 年）

平成 27 年
31 校 56 学級 177 人 22 校 41 学級 128 人 9 校 15 学級 49 人

(2015 年）

平成 28 年
29 校 56 学級 199 人 21 校 41 学級 146 人 8 校 15 学級 53 人

(2016 年）

平成 29 年
31 校 60 学級 239 人 22 校 45 学級 177 人 9 校 15 学級 62 人

(2017 年）

資料 ： 学務課 （各年 5 月 1 日 現在）
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③通常学級の特別支援を必要とする児童 ・ 生徒数

通常学級の特別支援を必要とする在籍児童 • 生徒数は、 平成29 (2017)年では

小学校20 3人、 中学校32人、 合計23 5人となっており、 多少の増減はあるものの

概ね横ばいとなっています。

図表 5 - 3 通常学級の特別支援を必要 と す る在籍児 童 ・ 生徒数の推移

（人）

300 

200 

100 

247 

11.8 

中 学校生徒数

■ 小学校児童数

i゚ll ■  I 
平成27 年

( 20 1 5 年 ）

平成28 年

( 2 0 1 6 年 ）

平成29 年

( 2 0 1 7 年 ）

◆学部別集計

総数 小学校 中学校

学校数
児童 ・

学校数 児童数 学校数 生徒数
生徒数

平成 27 年
32 校 247 人 23 校 199 人 9 校 48 人

(2015 年）

平成 28 年
31 校 225 人 23 校 192 人 8 校 33 人

(2016 年）

平成 29 年
31 校 235 人 23 校 203 人 8 校 32 人

(2017 年）

資料：指導課 （各年1 0月 3 1日現在）
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2 アンケー ト調査結果の概妻

( 1 ) ア ンケー ト調査の概要

本計画の策定 に あ た っ て 、 本市 に お け る 障 が い者 の 現状や障害福祉サー ビ ス 等 に対す

る ニ ー ズの ほ か、 市民 と 障が い の あ る 方 と の 関 わ り の状況な ど を把握 し 、 計画策 定 の た

め の 基礎資料 を 得 る こ と を 目 的 と し て 、 平成 2 8 ( 2 0 1 6 ) 年 9 月 に ア ン ケ ー ト 調査

を 実施 し ま し た。

調査結果 の 詳細 に つ い て は 、 「久喜市障が い者計画 ・ 障が い福祉計画策 定の た め の 実態

調査報告書」 （平成 2 9 ( 2 0 1 7 ) 年 3 月 ） に掲載 さ れて い ま す。

①調査の対象と方法

調査の 種類 調査の対象 調査の 方法

①障がいの あ る 方 を
身体障害者手帳、 療育手帳、 精神障害者保健

福祉手帳 、 難病 に 係 る 医療受給者証 を お持 ち
対象 と し た調査

の 方か ら 3 , 000 人 を 抽 出 し ま し た 。 調査票 を 郵送 し 、 回収 し

②市民の 方 を対象 と 久喜市 に お住 ま いの 方か ら 1 , 500 人 を 抽 出 し
ま し た 。

し た 調査 ま し た 。

第1
部第2章

②調査期間

平成 2 8 ( 2 0 1 6 ) 年 9 月 2 6 日 か ら 1 0 月 1 4 日 ま で の期 間 に 実施 し ま し た。

③配布 ・ 回収状況

調査の 種類 配布数 回収数 回収率

①障がいの あ る 方 を対象 と し た 調査 3 , 000 1 ,  96 1  65 .  4% 

②市 民の 方 を対象 と し た 調査 1 , 500 666 44. 4% 

合 計 4, 500 2 , 627 58 . 4% 
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(2) 調査結果の概要

①障がいの あ る 方 を 対象と し た 調査

・ 日 中の活動 について 困つ て いる こ と

日中の過ごし方別に見ると、幼稚園 、保育所、学校などに通っている方では「学校選択
や卒業後の進路で悩んでいる」 が51. 0%と特に多く、福祉的就労をしている方では 「職
場や施設での人間関係が難 しい (23 .  3 %)」 「 給与 ・ エ賃 など待遇に不満 がある
(2 3. 3 %)」 がやや多くなっています。

・ 障がい者が就労するために必要なこ と

全体では、 「 障がい特性に合った職業 ・ 雇用の拡大」 が33. 5%と最も多く、次いで
「 職場の障がい理解の促進」が31. 8%、「 障がいに配慮した柔軟な勤務体制」が30. 

5%、 「就労のための総合的な相談支援」 が29 .  2%となっています。

・ 外出に関 して 困つ て いる こ と

全体では、 「 家族の負担が大きい」が19 .  5%と最も多くなっています。 視覚障がい
の方では、 「道路や通路等に段差がある」が45. 5%と最も多く、 「駅や施設等の階段が

利用しづらい」が30. 3%と他の障がい ・ 部位と比較して多くなっています。 精神障が
いの方では 「周 囲の目が気になる(26 .  6 %)」「外出にかかる費用負担が大きい(23. 
2%)」 が他の障がい ・ 部位と比較して多くなっています。

・ 災害時不安を感 じる こ と

全体では、 「 避難中に薬や医
療的ケアを確保できるか心 配」
が49 .  2%と最も多く、 特に
内部障がいや精神障がい、 難病
の方で多くなっています。 知的

障がいの方では 「 一 人では避難

できない (57. 2 %)」 が最
も多くなっています。

総数= l , 961人 （複数回答） 0 %  10% 20% 30% 40% 50% 

避難 中 に 薬や医療的ケ ア を
確保でき る か心配

避 難 中 の 食事 ・ ト イ レ ・ 入浴 な ど に
配慮が得 ら れ る か心配

病 気や障 が い に 配慮 し た
避難場所 に避難 で き る か心配

一人では避難で き な い

ど こ に避難すれ ば良い かわか ら な い

避難所で周 り の 人 と
一緒に過 ごすの が難 し い

災害の発 生や状 況 に 関 す る
情報を得 る の が 難 しい

周 り の人 と コ ミ ュ ニ ケーシ ョ ン を
取 る の が 難 しい

周 り の人 に助 け を求め る の が 難 しい

頼 り に で き る 人 が身近 にい な い

特 に な い

そ の他

無 回答

1 8  
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・ 日 常生活で困つ て いる こ と

全体では、 「病気や障がいのこと」が40. 9 %と最も多くなっています。 知的障がい

や精神障がいの方では 「将来のこと （知的6 1. 9 %/精神57. 8 %)」 が特に多く、

精神障がいの方では「収入のこと」 も46 .  4%と他の障がい ・ 部位と比較して多くなっ

ています。

・ 相談機能を充実させるために必要なこ と

全体では、 「気軽に話を聞いてもらえること」が44. 5%と最も多くなっています。

精神障がいの方では 「プラ イバシーヘの配慮が十分であること(37. 6 %)」「夜間や休

日でも対応してくれる相談窓 口 (28. 3 %)」 、 知的障がいの方では「障がい当事者や

家族など同じ立場の人による相談(30. 7 %)」 が他の障がい ・ 部位と比較して多くな

っています。

・ 差別や偏見を感 じる こ との有無 ・ 差別や偏見を感 じる こ と

第1
部第2章

差別や偏見を 「感じる」 とい

う回答 は合わせて3 割 あまり、
「感じない」という回答は合わ

せて4 割 あまりでした。 知的障

がいや精神障がいの方では、
「感じる」が半 数前後とやや多

くなっています。

差別や偏見 の内容について

見ると、 全体では、 「外出先 で

のこと」が49 .  3%と最も多

く、 特に知的障がいの方で65. 

0%と多くなっています。 知的

障がいや精神障がいの方では

「隣 近所 や 地 域に 関 す る こ と

（知的32. 8 %/精神35. 

9 %)」、 精神障がいや難病の

方では 「仕事・職場に関するこ

と（精神34. 2%/難病33. 
店舗や施設な ど の利用 に関す る こ と

7 %)」、 内部障がいの方では 仕事 ・ 職場に関する こ と
「医療に関するこ と ( 3 5 .  

1 %)」がやや多くなっていま

す。

わ か ら な い

1 5 .  9% と き ど き
感 じ る

26 .  9% 

全 く 感 じ な い

1 3 .  3% 

総数=659人 （複数回答）

あ ま り

感 じ な い

30 .  2% 

0 %  10% 20% 30% 40% 50% 

家族 · 親族に関する こ と

友人 ・ 知人に関する こ と

学校 · 教育に関する こ と

無回答

外 出先で の こ と

交通機関 の利用 に関す る こ と

隣近所や地域に 関する こ と

医療に関する こ と

49. 3% 
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・ サービス利用 に 関 して困っ て いる こ と

全体では、 「どのようなサービスがあるかわからない(25. 4 %)」 「どうすれば利用

できるのかわからない (18. 4 %)」が多く、いずれも精神障がいの方が特に多くなっ

ています。

・ 障がい者施策の充実のために必要なこ と

全体では、 「障がいや難病についての理解促進 」が34. 0%と最も多く、特に難病の

方で62. 9 %と多くなっています。 視覚 障がいの方では 「在宅福祉サー ビスの充実

(3 7. 9 %)」、肢体不自由の方では 「建物・道路などのバリアフリー化 (34. 4 %)」、

内部障がいの方では「医療機関の充実 (40. 6 %)」、 知的障がいの方では「障がい者

のための就労支援 (52. 9 %)」、 精神障がいの方では 「経済的な支援の充実 (45. 

1 %)」 が最も多くなっています。

総数= 1 , 9 6 1人 （複数回答） 0% 

障がいや難病について の理解促進

医療機関の充実

経済的な支援の充実

相談支援体制の充実

障がい者のための就労支援

入所施設の充実

在宅福祉サー ビスの充実

福祉な どに関す る情報提供の充実

建物 ・ 道路な どのバ リ アフ リ ー化

障がい者向けの住まいの整備

障がいの ある な しに関わ らず

と も に学べる環境

障がい者の地域活動参加のための支援

障がい児教育の充実

障がい児保育 ・ 療育の充実

生涯学習 • 生涯スポーツ活動の充実

ボ ラ ンテ ィ ア · N P O な どの

育成 ・ 活動支援

権利擁護の充実

特にない

そ の他

無回答

20 

1 0 %  2 0 %  3 0 %  

24. 8% 

24. 7% 

24. 4% 

23. 8% 

40% 

34 .  0% 

3 1 .  9% 

30. 7% 



②市民の方 を 対象と し た 調査

・ 手助けや配慮を した経験

「電車やバスなどで席を譲った」 が39 .  8%と最も多く、次いで 「話し相手になっ
た (23. 4 %)」「歩行や階段の上り下りを手助けした (21. 6 %)」 「見守りや声掛
けをした(21. 6 %)」の順となっています。 手助けや配慮をした経験があるという方

は、 合わせて約7割 でした。

・ どのよ うな手助けや配慮がで きるか

「電車やバスなどで席を譲る」が62. 9 %と最も多く、次いで 「電車やバスなどで
乗 り降りの手助けをする (50. 9 %)」 「歩行や階段の上り下りを手助けする (41. 
0%)」「見守りや声掛 けをする (39 .  5 %)」の順となっています。 手助けや配慮がで 舅I
きると思うという方は、 合わせて8割 あまりでした。 2 

第1
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総数=666人 （複数回答） 0% 1 0 %  20% 30% 40 % 50% 60% 70% 

章
電車やバスなどで席を譲る

電車やバスな どで乗 り 降 り の手助け をする

歩行や階段の上 り 下 り を手助 けする

見守 り や声掛け をする

車いすを押す

話 し相手になる

災害時の支援活動をする

書類な どの読み書き を手伝 う

外出時の付き添いや車での送迎を行 う

手助けや配慮を し よ う と は思わない

わからない

そ の他

無回答

62. 9% 

41 .  0% 

39 .  5% 

38. 1 %  

・ ボラ ンティ ア活動への参加意向

「ぜひ参加したい」「機会があれば参加したい」という回答は合わせて約4 割 、 「あま

り参加したいとは思わない」は2割 あまりとなっています。
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・ 差別や偏見を感 じる こ との有無 ・ 差別や偏見を感 じる こ と

差別や偏見を感じることがあるという回答は合わせて約半数となっています。 差別や

偏見の内容について見ると、 「外出先でのこと」が53. 9 %と最も多く、次いで 「交通

機関の利用に関すること (39 .  2 %)」「仕事・職場に関すること (36 .  4 %)」「店

舗や施設などの利用に関すること (32. 2 %)」の順となっています。

・ 障がい理解を深めるために必要なこ と

「学校での福祉教育や交流の充実」が42. 3%と最も多く、次いで「障がい者の社

会参加の推進 (34. 8 %)」「障がい者と地域の方の交流機会の充実(28. 4 %)」「障

がい理解のための広報・啓発 (27. 9 %)」 の順となっています。

総数=666人 （複数回答） 0 %  1 0 %  2 0 %  3 0 %  40 %  50 %  

学校での幅祉教育や交流の充実

障がい者の社会参加の推進

障がい者 と地域の方の交流機会の充実

障がい理解のた めの広報 ・ 啓発

職場での障がい理解の促進

障がい児が地域の学校で学べ る こ と

障がい者のためのボラ ンテ ィ アの育成

障がい理解を深めるた めの講座 ・ 講演会

わからない

そ の他

無回答

・ 障がい者施策の充実のために必要なこ と

42. 3% 

34. 8% 

28. 4% 

27. 9% 

27. 8% 

27. 0% 

「障がいや難病についての理解促進」が44. 1 %と最も多く、次いで 「建物・道路

などのバリアフリー化 (43. 2 %)」「障がい者のための就労支援 (39 .  5 %)」「在

宅福祉サービスの充実 (32. 9 %)」の順となっています。
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3 団体 ヒ ア リ ン グ調査結果の概要

本計画の 策 定 に あ た っ て 、 障が い者団体 ・ 事業所の方 か ら 、 久喜市 の 障 が い者 ・ 児 の

現状や課題、 障が い者 ・ 児施策 に 関す る 意見 ・ 要望等 を お 聞 き す る こ と を 目 的 と し て 、

平成 2 9 ( 2 0 1 7 ) 年 5 月 に ヒ ア リ ン グ調杏 を 実施 し ま し た。 調査 の概要 と 主 な結果

は 、 以 下 の と お り です。

(1) ヒア リ ング調査の概要

団 体 ・ 事業所名 障がいの種別 日 時 場 所

• 久喜市久喜身体障害者福祉会

・ 久喜市菖蒲町身体障害者福祉会
身体障が い

平成 29 (20 1 7) 年 5 月 1 7 日 （水） 鷲宮総合支所

・ 久喜市栗橋身体障害者福祉会 午後 2 時～ 407 · 408 会議室

・ 久喜市鷲宮地区 身体障害者福祉会

• 久喜市久喜手 を つ な ぐ育成会

・ 久喜市菖蒲手 を つ な ぐ親の会
知 的 障が い

・ 久喜市栗橋手 を つ な ぐ育成会 平成 29 (201 7) 年 5 月 23 日 （火） 鷲宮総合支所

・ 鷲宮 手 を つ な ぐ親の会 午後 1 時～ 407 · 408 会議室

・ 久喜市発達障が い児保護者サ ロ ン
発達障が い

凸 凹 じ ゃ んぷ ！ の会

• あ いの会

• わ か ち あ い る一む
平成 29 (201 7) 年 5 月 26 日 （金） ふれあいセンター久喜

・ 埼葛北障害者地域活動支援セ ン ター 精神 障が い
午前 1 0 時 ～ 第 3 · 4 会議室

ベルベール

• あん ご工房

・ 久喜市久喜身体障害者福祉会
視覚障が い

平成 29 (201 7) 年 5 月 22 日 （月 ） ふれあいセンター久喜

視覚部会 午後 2 時～ 第 1 会議室

・ 久喜市聴覚障害者協会 聴覚障がい
平成 29 (201 7) 年 5 月 1 5 日 （月 ） ふれあいセンター久喜

午後 7 時 30 分～ 第 5 会議室

・ セ ル フ ヘル プグループた ん ぽ ぽ 難病
平成 29 (20 1 7) 年 5 月 21 日 （ 日 ） 久喜市役所

午後 1 時～ 第 5 会議室

第1
部第2章

く質問項目 ＞

① 障が い を理 由 と す る 差別解消 に つ い て ⑥ 雇用 ・ 就労 に つ い て

② 障害福祉サー ビス に つ い て ⑦ 生涯学習 ・ ス ポーツ に つ い て

③ 生活環境 ・ 住環境 に つ い て ⑧ 安全 ・ 安心 な ま ち づ く り に つ い て

④ 保健 ・ 医療 に つ い て ⑨ 障がいへの理解 に つ い て

⑤ 教育 ・ 保育 に つ い て ⑩ 市が取 り 組むべ き 重点施策 に つ い て
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( 2 ) 調査結果の概要

①障がいを理由とする差別解消について

・ 障がい者への対応について

障がい者に対して上から目線で話す人がいたり、自分でできることでも家族の同席を
求められたりすることがある。 【身体障がい ・ 視覚障がい】

・ 外見ではわからない障がいについて

内部障がいなど、外見ではわからない障がいの場合、障がいについて理解してもらえ
なかったり、必要な配慮をしてもらえなかったりすることがある。 【身体障がい】

・ 事業者への習発について

タク シーを利用するときに、乗車拒否されたり、遠回りされたりするなど不当な扱い
を受けることがある。 事業者への啓発を徹底してこのようなことが起きないようにして
ほしい。 【視覚障がい ・ 聴覚障がい】

②障害福祉サー ビスについて

・ サービスや支援制度の利用認定について

障害支援区分や障害者手帳の等級によって、サービスや支援の利用が制限されること
がある。 同じ障がい者なのに必要なサービスや支援を受けられないのはおかしいのでは
ないか。 【身体障がい】

・ 障がい者への継続的な支援について

障がい者のしおりを見て短時間説明を受けただけでは、サービスについて十分理解す
るのは難しい。 長く付き合って継続的に支援するようにしてほしい。 【身体障がい】

・ ヘルバーの確保について

地域の事業所が少なく、ヘルパーの質にも間題がある。 ヘルパー確保のための人材育
成に力を入れてほしい。 【知的障がい】

・ 地域療育センター ・ 放課後等デイサービスの利用について

県の地域療育センターは利用希望者が非常に多く、長期間待たされる状況になってい
る。 放課後等デイサービスは増えたが定員が少ないので、人気があるところは空きがな
い。 また、中高生対象のデイサービスが少ない。 【知的障がい】

・ 精神障がい者のサービス利用について

まだ精神障がい者のサービスや支援は遅れていると感じる。 サービスに関する情報を
入りやすくし、利用しやすいサービスを提供してほしい。 【精神障がい】

• 市内の作業所 ・ グループホームについて

市内の作業所が近いうちに一杯になってしまうと聞いている。 グループホームの数が
少なく、内容も充実しているとは言えない。 作業所やグループホームを増やしてほしい。
【精神障がい • 発達障がい】
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・ 同行援護について

同行援護の時間数を超過しないように計画を立てるのは大変なので、 時間数を増やし

てほしい。 定期的に利用していない場合や、 急に必要になった場合などには利用できな

いことが多い。 【視覚障がい】

・ 難病患者のサー ビス利用 について

どのようなサー ビスを利用できるのかわからないという難病患者が多い。 サー ビスが

あっても難病患者の特性には合わず利用しにくいので、 難病患者向けのサー ビスを生み

出していく必要があるのではないか。 【難病】

③生活環境 ・ 住環境について

・ 道路の凹凸 について

道路に凹 凸があって車いすでは通行できないところがあるので、 改修してほしい。

【身体障がい】

・ 住宅改修について

介護保険では住宅改修で手すりなどを設置することができるが、 障がい者の場合も手

すりなどが必要な場合があるので、 何らかの補助があると良い。 【身体障がい】

• 音声信号 ・ 点字ブロ ッ ク について

音声信号や点字ブロ ック の設置は進んでいるが、 利用しにくかったり、 危険だったり

することも多いので、 改修してほしい。 設置 ・ 改修するときは当事者の声をよく聞くよ

うにしてほしい。 【視覚障がい】

・ 障がいに対応できる萬齢者施設について

市外には障がい者専門の老人ホ ー ムがある。 障がい者専門 ではなくても、 障がいに対

応できる高齢者施設が市内に必要ではないか。 【視覚障がい ・ 聴覚障がい】

④保健 ・ 医療について

・ 精神障がいの早期発見 ・ 早期治顆について

発達障がい児が精神障がいに移行することも多いので、 早くから気をつけて重症化し

ないようにする必要がある。 【精神障がい】

・ 薬の処方についての説明書について

薬を処方されるときに説明書を渡されるが、読 めなくて困 っている。 「ご家族に読んで

もらってください」 と言われるが、 必ずしも読んでもらえる人ばかりではない。

【視覚障がい】

． 聰覚障がい者カ ー ドについて

写真入りの聴覚障がい者カ ー ドを作ってもらったので活用したいが、 医療機関側に理

解されていないのでうまくいかない。 【聴覚障がい】

第1
部第2章

25 



・ 難病患者の医療機関利用について

難病患者は専門医のいる大学病院・総合病院に通っている場合が多いが、風邪など普

通の疾患で受診する場合は地域の医師に診てもらうように言われる。 そう言われて、地

域の医師に行くと、そのような持病があると対応できないと言われてしまう。 【難病】

・ 障がい児の医療機関利用について

小児医療センターなどは就学と同時に終了となるが、子どもを遠方の医療機関に連れ

ていくのは大変なので、近くに利用できる医療機関があると良い。 【発達障がい】

⑤教育 ・ 保育について

• 小学校での教育について

発達障がいなど、周りのサポートが必要な子がいることを、小学生のうちから勉強す

る機会を作ってほしい。 普通学級の生徒たちにも発達障がいへの理解を広める教育をし

てほしい。 【精神障がい • 発達障がい】

・ 学校 ・ 学級選択について

大人になってからではなく、子どものときに障がい者と交流を持つことが大切である。

できれば障がい者を普通学級に入学させてほしい。 【精神障がい】

・ 学校 ・ 学級選択について

就学前の保護者は特別支援学校、特別支援学級、普通学級のどれが良いのかわからな

いので、もう少し寄り添ってくれる相談窓 口があると良い。 中学校の特別支援学級を希

望している人が、状況がわからずに特別支援学校とどちらにするか迷っている場合もあ

る。 【発達障がい】

・ 不登校児のサポー ト体制について

特別支援学級でのサポートが不十分なために、居場所がなく、不登校になってしまう

こともあると思う。 不登校の中には、発達障がいの子もいるので、サポート体制を確立

してほしい。 【発達障がい】

・ 就学後の相談先について

就学と共に相談先がなくなるので、就学後も継続して相談できる場所を作ってほしい。

【発達障がい】

⑥雇用 ・ 就労について

• 高校や就労の情報について

中学校の先生が持っている高校や就労についての情報が少ないので、企業の人などと

交流しで情報交換するようにしてほしい。 【知的障がい】
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・ 精神障がい者の就労について
精神障がい者は症状に波があるため、 長期間の就労が難しい。 週5 日の仕事が中心に

なっているため、 再発の懸 念から医師の許可が出ないこともある。 【 精神障がい】
・ 職場の障がい理解について

職場に聴覚障がいに対する理解があまりなく、 説明がわからなかったり、 筆談で対応
してくれる人がいなかったりする。 契約更新など重要な場では、 手話通訳者を手配する
か、声を文字に換える ソ フトなども使われてきているので、何らかの配慮をしてほしい。

【聴覚障がい】
・ 障がいや病気の開示について

就職の面接時に、 障がいや病気があることを伝えると採用されないが、開示しないで
働くと必要な配慮を受けることができない。 【 難病】 ' 

⑦生涯学習 ・ スポーツについて 章

第
1
部

・ 市全体での行事について
合併前の久喜市では運動会や作品 展などの行事が行われていたが、 合併後はなくなっ

た。 4地区の交流にもなるので、 市全体で行う行事があると良い。 【身体障がい】
・ 精神障がい者の余暇活動 について

就労できなくても、 これをしていれば楽しいという生活の要素があることが大切であ
る。 地域のさまざまな活動に当事者が参加できる機会があると良いが、 いきなり参加す
るのはハ ー ドルが高いので、参加のためのきっかけづくりができると良い。 【 精神障がい】

• 生涯学習活動への参加 について
市内にスポー ツ ・ 文化活動のサ ーク ルや教室などはたくさんあるが、 障がい者がそこ

に参加するのは難しい。 参加のための支援やグルー プづくりのための援助などがあると
良い。 【視覚障がい ・ 聴覚障がい ・ 知的障がい】

⑧安全 ・ 安心なまちづ く り について

・ 災害時の医療体制 について
災害時には医療の受診や薬の確保ができない可能性もある。 サ ポートが必要な人を把

握して支援できる体制を整備することが必要ではないか。 【 精神障がい ・ 難病】
． 避難経路や避難所について

避難所までの経路の点字ブロ ック 等が不十分なので、視覚障がい者が緊急時に避難する
のは難しい。 避難所に行ってからどうなるのかがわからないと不安なので、どのような避
難所があって、 どのような体制が取られるのかあらかじめわかると良い。 【視覚障がい】

・ 地域の防災活動 について
自治会の防災担当者と顔を合わせる機会がない。 障がい者から声を掛けるのは難しい場合

もあるので、 地域の人から声を掛けるようにしてほしい。 【視覚障がい ・ 聴覚障がい】
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⑨障がいへの理解について

・ 学校や地域での障がい理解について

学校で子どもたちに障がいについて話をするようになって、子どもや地域の人から声を

掛けてもらえるようになった。 町内会などでも障がいについては十分理解されていないの

で、地域でもそのような取り組みが必要ではないか。 【身体障がい ・ 視覚障がい】

・ 障がい者を地域で支える体制づく りについて

近所にも話さずに家族だけで当事者を支えてきた家庭も少なくない。 地域の理解を深

め、障がい者を地域で支える体制づくりが必要ではないか。 【精神障がい】

・ 精神障がいに関する教育について

精神障がいは突然発症して不登校になったりするので、小 ・ 中学校で精神障がいについ

ての教育をしてほしい。 【精神障がい】

・ 広報やホームページでの啓発について

広報紙で障がい者に関する記事を連載したり、市のホームページで手話についての動

画を配信したりしてはどうか。 【聴覚障がい】

・ 当事者による理解促進について

理解してくれないと思うよりも、理解してもらうためにはどうすれば良いか考えて、

理解者を増やす努力をすることが大切ではないか。 本人が発言しないと前に進めないの

で、当事者が発言できる機会が増えると良い。 【精神障がい ・ 難病】

⑩市の施策について

・ 障がい者用駐車場の利用について

障がい者用駐車場に障がいのない人が駐車していて、本当に必要としている人が利用で

きないことがある。 利用が必要な人だけに配付するマークなどが必要ではないか。

【身体障がい】

・ 子育て教育センターについて

子育て教育センターには非常に期待しているので、寄り添える職員を配置してほしい。

【知的障がい】

・ 市役所への手話通訳者の配置について

毎週火曜 日、市役所に手話通訳者が配置されているのはありがたいが、できれば自由

に、用事があるときにはいつでも利用できるようになると良い。 【聴覚障がい】

・ 難病患者の相談について

障がい者福祉の関係者からは難病のことはよくわからないと言われるし、医療関係者

からは難病患者が利用できる福祉制度のことはよくわからないと言われる。 専門の人が

相談に乗ってくれる場所や、当事者同士で相談できる機会があると良い。 【難病】
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第 3章 計画の理念 ・ 視点 ・ 体系

1 計画の理念

第1
部ともに生き ともに暮らす 地域共生社会づくり

久喜市では、障がい福祉のあるべき 姿として、その基本理念に「ともに生き ともに

暮らす 地域共生社会づくり」を掲げ、障がいのある人もない人も全ての人がともに生

き、ともに安心して暮らせる地域社会づくりを目指します。

また、推進の具体的な立場、実践・行動の理念として、市民一人ひとりの存在を最大
ほうせつ

限に掠重することを強調し、 「社会的包摂（ソーシャルインクルージ ョ ン）」 「連帯（ノ ー

マ ライゼーシ ョン）」 「復権（リハビリテーシ ョ ン）」を掲げます。

「社会的包摂」 （ ソーシャルイ ンクルージ ョ ン）

人と人との新しいつながりを求めて、障がいのある人もない人も全ての人が社会の

構成員として互いに包み支え合う社会をつくるという考え方

「連帯」 （ ノ ーマライゼーシ ョ ン）

障がいのある人もない人も地域で生活が送れるような条件を整え、ともに生きる社

会こそがノ ーマルな社会であるという考え方

「復権」 （ リ ハ ビ リ テーシ ョ ン）

ライフステージの全ての段階において、主体性、自立性、自由といった人間本来の

生き方の回復獲得をめざすという考え方

第3章

社会的包摂
ソーシ ャル

インクルージ ョ ン

ノ ーマライゼーシ ョ ン リハ ビ リ テーシ ョ ン
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2 計画の視点

( 1 ) バ リ ア フ リー社会の実現

ノ ーマ ライゼーシ ョ ンの理念に基づき、障がいのある人も障がいのない人も地域を構

成する一員として共に支え合い、障がい者・児が自ら望む活動に積極的に参加できる共

生社会を実現するためには、全ての人たちが障がいについての理解を深めることが必要

です。

市はあらゆる機会や場面を通じて、社会的・物理的なバリアフリーだけでなく、心の

バリアフリーも促進し、安全で豊かな地域社会を目指します。

( 2 ) 総合的な支援が受 け ら れる地域社会の実現

乳幼児期から学齢期、成年期、高齢期に至るまで、障がい者・児が地域の中で、いき

いきと成長し、その人らしく自立した生活を実現するために、それぞれのライフステー

ジに応じた切れ目のない支援を得ることが必要です。

市は障がい者やその家族の相談に的確に応じることをはじめ、関係するさまざまな分

野にわたる支援や連携を強化し、適切な情報やサービスの提供など、障がいのある人が

安心して暮らしていけるよう、総合的な支援を受けられる地域社会の実現を目指します。

( 3 ) 障がい者 ・ 児 を地域全体で支え る体制づ く り

現在、少子高齢化や核家族化が進展し、社会構造が複雑化するとともに、東 日本大震

災などの大規模災害が発生するなど、障がい者・児の取り巻く環境も変化し、地域全体

で支えていくことの重要性がますます高まっています。

市は障がい者・児の生活を地域全体で支えるために、行政だけでなく、市民や民間事
こう はん

業者や団体等が協働して、多様で広範な取り組みを進めることのできる体制づくりを目

指します。
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3 計画の体系

本計両は、 以下のような体系 の下で施策 ・事業を展開していきます。

第1
部

分 野 施 策 の 柱 施 策

(1)心のバ リ アフ リーの促進

- -
」

： ①ソーシャルイ ンクルージ ョ ンの普及
②福祉教育の充実
③地域住民との交流の推進
④ボラ ンテ ィ ア活動の促進
①権利擁護相談体制の充実

1 権利擁護 ・ 障がい理解 ②福祉オンブズパーソソ聘度の活用偲進
(2) 権利擁護の推進 ③福祉サー ビス利用援助事業の促進

④成年後見制度の利用支援
⑤虐待防止の推進
⑥障りゞいを理由とする翻1]0)1爵肖⑬餞t
①居宅介護の充実
②重度訪問介護の充実

(1) 訪問系サー ビスの推進 ③行動援護の充実
④同行援護の充実
⑤重度障害者等包括支援の促進

.. ... ... ... ... ... ... ... ... ... ... ... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... ... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .. .. 

①療養介護の充実
②生活介護の充実

(2) 日 中活動系サー ビスの ③自立調凍 （機阻）I糠 ・生甜II諫） q足進
推進 ④就労移行支援の充実

⑤就労継続支援 (A型 · B型） の充実
⑥短期入所の充実
①自立生活援助の促進
②グループホームの充実

地域生活支援
( 3 ) 居住系サー ビスの推進 ③生活ホームの充実

2 ④施設入所支援の充実
.. ... ... ... ... ... ... ... ... ... ... ... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... ... 

⑤地域生活支援拠点の整備
(4) 補装具の給付 ． 貸与 ①補装具の給付 ． 貸与

.. ... ... ... ... ... ... ... ... ... ... ... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... ... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... .... 

①相談支援機能の強化
②コ ミ ュニケーシ ョ ン支援の充実
③日常生活用具の利用支援の充実

( 5) 地域生活支援の推進 ④移動支援の充実
⑤地域活動支援センターの充実
⑥自立支援協議会の促進
⑦その他事業の充実
①計画相談支援の充実

( 6 ) 自立支援の推進 ②サー ビス利用提供体制の強化
③精神障がい者の地域移行 ・ 定着の促進

第3章
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分 野 施 策 の 柱 施 策

①児童発達支援の充実

( 7 ) 障がい児への福祉サー ②放課後等 デイ サー ビス の充実
(2 地域生活支援つ づ き ） ビス の推進 ③保育所等訪問支援の充実

④障害児相 談支援の 充実

①就労移行支援の充実
②就労継続支援 (A型 · B型） の充実

( 1 ) 就労の促進
③就労定着支援の促進

3 就労支援 ④障がい者就労支援セ ン ターの充実

⑤公共職業安定所 （ハローワーク） との連携
⑥障がい者就労施設からの物品調達の推進

①健康づ く り の推進
( 1 ) 保健活 動 の 推進 ②精神保健活動の推進

③精神障がい者の地域移行 ・ 定着の促進

①障がいの早期発見体制の充実

4 保健 ・ 医療 (2) 療育体制 の 充実 ②地域療育 シ ス テ ムの 充実
③発票肋いのあ研どもぺ克勤翠

①医療給付等の 充実
( 3 ) 保健 医療体制 の 充実 ②医療体制の 整備

③福祉 ・ 保健 ・ 医療の連携促進

①特別 支援教育の充実

②イ ンク）Ir-シブ教育体制の整備 ・充実

5 教育 ・ 保育 ( 1 ) 特別 支援教 育 の 充実 ③学校施設の 整備

④障がい児保育の充実

⑤障がい児の適正な就学支援 ・ 相談の充実

6 生涯学習 ・ ス ポーツ ・ ( 1 ) 生涯学習 ・ ス ポーツ ・
①生涯学習 の振興

文化活動 文化活動 の 振興
②スポーツ ・ レク リ エーシ ョ ンの振興

③芸術文化活動の振興

①公共施設のバ リ ア フ リー化の推進

( 1 ) バ リ ア フ リ ー ・ ユ ニバ ②民間施設のバ リ ア フ リー化の促進

ーサルデザイ ン の ま ち
③交通バ リ ア フ リ ー化の推進

7 生活環境 ④カ ラーユニバーサルデザイ ン化の推進
づ く り ⑤住宅のバ リ ア フ リ ー化の推進

⑥住民助 け合 い シ ス テ ムの推進

①情報伝達体制 ・ 訓練強化

( 1 ) 防災対策の強化
②災害時要援護者の避難行動支援

③福祉避難所の整備
安全 ・ 安心 な ま ち づ く り ④災害時要援護者名 簿の充実

(2) 防犯対策 の 強化
①被害防止 ・ 救済の促進
②成年後見制度の利用支援
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第 4章 障がい者施策の展開（障がい者計画） 第

1 権利擁護 ・ 障がい理解

◆現状と課題
国では、障害者権利条約の締結に向けた法制度改正の一環として、全ての国民が、障

がいの有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共

生する社会の実現に向け、障がいを理由とする差別の解消を推進することを目的として、

平成25 (2013)年6月に障害者差別解消法（障害を理由とする差別の解消の推進

に関する法律）を制定し、同法は平成28 (2016)年4月から施行されています。
一般市民を対象としたアンケート調査の結果では、「障がいのある方などに手助けや配

慮をしたことがある」という回答は約7割 、 「今後手助けや配慮ができる」という回答は

8割 あまりにのぼっており、 「地域社会で障がい者への配慮や工夫が進んできた」という

回答も約半数に達しています。 一方で、障害者差別解消法を 「よく知っている」という

回答は4.2%、「名前は聞いたことがある」という回答と合わせても2割 あまりであり、

7割 近くの方は 「知らない」と回答していることから、同法の理念や内容のさらなる周

知が必要であると考えられます。

また、障がいのある方を対象としたアンケート調査の結果では、障がい者に対する差

別や偏見を感じることがある人は3割 あまり、知的障がいや精神障がいのある方では約 算I

半数にのぼっており、障がい理解が進んでいるように見える一方で、誤解や無理解に基 4 
づく差別や偏見が依然として少なくないことが伺えます。 障がいを理由とする差別や偏 ● 
見をなくしていくためには、全ての市民が障がいに対する理解を深め、障がいのある人

とない人の交流をさらに進めていくことが必要であると考えられます。

◆取 り組みの方向
障がいのある人とない人を隔てる心のバリアをなくし、互いに理解し合いながら地域

で共に暮らしていけるよう、障がいについての正しい理解を深めるための普及・啓発活

動や福祉教育活動に取り組みます。

また、地域での交流やボランテ ィ ア活動等を推進し、障がいのある人を地域で支え合
じょ うせい

う意識の醸 成に努めていきます。

さらに、医療現場や就労の場などのさまざまな状況における差別や偏見をなくしてい

くことで、障がいへの配慮が行き届き、障がいの有無にかかわらず誰もが安心して暮ら

せる共生社会の実現を目指します。
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(1) 心のバ リ アフ リーの促進

①※ ヽノーシャルイ ンクルージ ョ ンの普及

事業名 内容 現況 目 標

広報掲載やポス ター掲 示 等 に 広 報 く き 等 の 活 用 に よ

よ り 、 エ イ ズ ・ H I V 感染 、 り 、 普及 ・ 啓発を実施 し

ハ ンセ ン 病 、 難病等 に 関 す る て い る 。

正 し い知識の普及 ・ 啓発 を 行

障が い理解の普及 ・ 啓発
い 、 偏見や差別意識の解消 に

【 関係課】
努め る と と も に 、 患者 ・ 家族 推進

の Q O L ( 生活の 質 ） の維持 ・

向 上 と 適切 な療養環境 を 整備

す る た め 、 福祉 ・ 保健 ・ 医療

が連携 を 強化 し 、 支援体制 を

整備す る 。

新規採用職員 を 対象 と し た ガ 【平成 28 (2016) 年度実績】

市職員 に対す る 研修の実施
イ ドヘル プ研修 を 実施す る ほ ・ ガイ ドヘルプ研修 31 人

【 人事課】
か 、 主 に 窓 口 業務の担 当 課職 ・ 手話研修 24 人 推進

員 を 対 象 に 手話研修 を 毎年度

実施す る 。

※ ソーシ ャ ルイ ン ク ルージ ョ ン ： 人 と 人 と の新 し いつ な が り を 求 め て 、 障が い の あ る 人 も な い 人 も 全て の
人が社会の構成員 と して互い に包み支 え合 う 社会 を つ く る と い う 考 え方

②福祉教育の充実

事業名 内容 現況 目 標

出 前 講 座 や 市 民 大 学 で の 講 出 前講座 、 市 民大学で の

福祉教育 の実施 座 等 に お い て 、 年代 に応 じ た 講座 を実施 し て い る 。

【 生涯学習課】 市 の 障 が い 福 祉 施 策 等 の 障
推進

が い福祉教育 を 実施す る 。

小 ・ 中 学校 の ボ ラ ン テ ィ
総 合 的 な 学 習 の 時 間 等 に お 高齢者 ・ 障が い者擬似体

ア 、 福祉教育の充実
い て 、 ア イ マ ス ク 体験や車椅 験 を 実施 し て い る 。

【指導課】
子体験等 を 実施 し 、 障が いの 推進

【久喜市社会福祉協議会】
あ る 方 へ の 接 し 方 に つ い て

の学習機会の充実 を 図 る 。

地域に お け る 障がい者の生活 社協の 出 前講座 、 ボ ラ ン

福祉教育 の 推進
や権利擁護、 障がい者か ら の テ ィ ア体験学習 、 学校 で

【久喜市社会福祉協議会】
講話等 を行い、 市民の障がい の 福 祉 体 験 を 実 施 し て 推進

に対す る 理解が深ま る よ う 支 い る 。

援す る 。
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③地域住民との交流の推進

事業名 内容 現況 目標

年齢 ・ 障がいの有無にかかわ 【平成 28 (2016) 年度実績】
らず、 誰もが参加できる身近 ・ ふれあい ・ いきいき
な地域での気軽な寄 り 合いで サ ロ ン 53 箇所

小地域福祉活動の推進 ある 「ふれあい ・ いきいきサ

【久喜市社会福祉協議会】
ロ ン」 の開設や福祉ニーズ発 推進
見のための小地域福祉活動、
近隣の助け合い活動な ど、 地
域住民の福祉にかかる住民主
体の活動を推進する 。

当事者同士の支え合いの 当事者または家族か らの相談 当事者 に よ る相談を実

支援 （※ ピア ・ サポー ト ）
に応 じてア ドバイ スを行い、 施 している 。

【障がい者福祉課】
関係機関 と協力 して解決に導

推進

く 相談活動を推進する 。
※ ピア ・ サポー ト ： 同 じ課題や問題、 不安があ り 、 同 じ よ う な立場にある人が互いに支え合 う 活動

④ボラ ンテ ィ ア活動の促進

事業名 内容 現況 目標
社会福祉協議会ボラ ンテ 共生支援事業 ・ け傾

いち

聴
ょ う

ボラ ンテ 【平成 28 (2016) 年度実績】
ィ アセ ンターの充実 ィ ア養成講座などを通 して 、 ・ 共生支援事業 36 人
【久喜市社会福祉協議会】 ボラ ンテ ィ アを養成する 。 ま ． 傾聴ボラ ンテ ィ ア養成 推進

た 、 住民要望の高い講座を開 講座 3 1 人
催する 。
点訳、 音訳、 手話、 ふれあい電 地域ボ フ ンナ イ ア を育
話、 外出サポー トボラ ンテ ィ 成 している 。

推進
ア、 は じめてのボラ ンティ ア講
座等の各種講座を実施する。
ボラ ンテ ィ アを始める き っか 【平成 28 (2016) 年度実績】
けづ く り と して 、 夏休みを中 ・ ボラ ンテ ィ ア体験
心に子どもから大人まで 、 市 50 プロ グラム 推進
内の福祉施設等でボラ ンテ ィ 参加者 205 人
ア交流の体験を実施する 。
地域で全ての人が自分ら し く ボ フ ン丁 イ ア派遣調整
生活する こ と を支援するボラ 及び啓発、 情報提供 して

推進
ンテ ィ アの派遣調整 ・ 啓発 ・ いる 。
情報提供を行 う 。

第1
部

第4章
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(2) 権利擁護の推進

①権利擁護相談体制の充実

事業名 内 容 現況 目標

地域や 医療 ・ 保健 ・ 福祉の 関 市 内 5 箇所 に 地域包括支

地域包括支援セ ン タ ー の 係機関 等 と の連携 を 図 り 、 高 援 セ ン タ ー を 設 置 し て

充実 齢者虐 待 の 早期発見 ・ 早期 対 い る 。 推進

【介護福祉課】 応 を 行 う と と も に 、 高齢者の

総合相 談 ・ 支援 を 実施す る 。

市民の基本的人権 を擁護 し 、 毎 月 1 回 （原則 ） 、 市 内 4

人権相談 ・ 女性相談の充実
自 由 人権思想の普及 ・ 高揚 を 箇 所 で 相 談 所 を 開 設 し

図 る た め 、 人権擁護委 員 に よ て い る 。 推進
【 人権推進課】

る 人権相 談 ・ 女性相 談 を 実施

す る 。

日 常 生 活 に お け る さ ま ざま な 実施 日 毎 月 2 回

女性の悩み （ カ ウ ン セ リ 悩みや配偶者等か ら の 暴 力 に （原則第 1 . 第 3 金曜 日 ）

ン グ） 相談事業の充実 よ る 相 談 に 応 じ る た め 、 女性 午後 1 時 ～ 午後 5 時 推進

【 人権推進課】 カ ウ ンセ ラ ー に よ る 相 談 を 実

施す る 。

②福祉オンブズパーソ ン制度の活用促進

事業名 内容 現況 目標

健康福祉サ ー ビ ス 利 用 者 の 権 ・ 随時受付 し て い る 。

利 を 守 り 、 サー ビ ス の 充 実 に • 福祉オ ン ブズパー ソ ン

つ な げ る た め 、 健康福祉サー 2 人 を委嘱 し て い る 。

ビ ス に 関 す る 苦情 申 立 て に つ • 制 度 の 周 知 を 図 る た

福祉オ ン ブズパー ソ ン制 い て 、 福祉オ ン ブズパー ソ ン め 、 広報 く き 、 市 ホー

度の活用促進 が公正 ・ 中 立 な 立 場 で 調 査 ・ ムペー ジ 、 パ ン フ レ ッ 推進

【社会福祉課】 判 断 し 、 市 ま た は事業者 に 対 ト に よ り 周 知 し て い

し 、 意見や是 正 等 の 措置 を勧 る 。

告 ・ 要請す る 福祉オ ン ブズパ 【平成 28 (2016) 年度実績】
ー ソ ン 制 度 の 活 用 を 促 進 す ． 申 立 て な し
る 。
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③福祉サー ビス利用援助事業の促進

内 容 現況 目標事業名

高齢、 知 的 障が い 、 精神障が 【平成 28 (2016) 年度実績】

い等 に よ り 、 判 断能力 が不十 • 利用 者 29 人

分 な 方 に 対 し 、 利 用 契約 を 結
あ ん し んサポー ト ね っ と

び、 生活支援員や専 門 員 が定
推進の充実 ・ 利用促進

期 的 に 訪 問 し 、 福祉サー ビ ス
【久喜市社会福祉協議会】

の 利 用 援助 、 生活費等 の 払 い

出 し 、 書類等の 預か り サー ビ

ス 等 の 支援 を 実施す る 。

④成年後見制度の利用支援

事業名 内容 現況 目標

成年後見制 度 の 利 用 が必要で 【平成 28 (2016) 年度実績】

あ る に も かかわ ら ず、 本人 に ・ 障が い者 2 人

2 親等 内 の親族がな く 、 成年 ・ 高齢者 6 人

後見の審判 の 請求 を 行 う 4 親

成年後見制度の利用支援 等 内 の親族 も 明 ら か で な い た

【 障が い者福祉課】 め 、 そ の利用が困難な高齢者、 推進

【介護福祉課】 知 的 障がい者及び精神 障が い

者 に 対 し 、 市長が成年後見の

審判の 請求 を 行 う 。 ま た 、 市

長が 申 立費用 の 負担や後見人

への報酬 の 助成 を 実施す る 。

法人 と し て 後見業務 を 適 正 に 【平成 28 (2016) 年度実績】

行 う こ と がで き る 法 人 を確保 ・ 法人後見実施 団 体
法人後見の充実

し 、 法人後見の活動支援 を 実 1 団 体 （久喜市社会福
推進【 障が い者福祉課】

施す る 。 祉協議会）
【介護福祉課】

• 利 用 実績 な し

第1
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⑤虐待防止の推進

事業名 内容 現況 目 標

虐 待 防止セ ン タ ー の 充実 に 向 【平成 28 (2016) 年度実績】

け 、 障が い者虐 待 防止対策支 ． 虐 待 防 止 セ ン タ ー の

障が い者虐 待防止の体制 援事業や地域移行の た め の 安 相 談件数 1 件

整備の推進 心 生活支援事業の活用 等 に よ 推進

【 障が い者福祉課】 り 、 関係機関 と の連携強化や

相 談 体 制 の 強 化 等 を 推 進 す

る 。

⑥障がいを理由 とする差別の解消の推進

事業名 内容 現況 目 標

市の事務事業 に お い て は対応 平成 28 (20 1 6) 年 3 月 、

差別解消 の 推進
要領及 び配慮 マ ニ ュ ア ル に 基 対 応 要 領 及 び 配 慮 マ ニ

づ く 対応等 、 不 当 な 差 別 的 取 ュ ア ル を 策 定 し て い る 。 推進
【 障が い者福祉課】

扱 い の 禁 止 、 合理的配慮の提

供 に 努め る 。

障害者差別解消 支援地域協議 【 平成 29 (20 1 7) 年 9 月 現在】

差別解消 に 向 けた体制 整備
会 を 設置 し 、 関 係機 関 等 の ネ 障 害 者 差 別 解 消 支 援 地

ッ ト ワ ー ク を構築す る こ と に 域 協 議 会 の あ り 方 等 の 整備
【 障が い者福祉課】

よ り 、 課題の検討 ・ 対応等 を 研 究 を 進め て い る 。

協議す る 。

広報 く き や市 ホー ム ペー ジ等 【平成 28 (2016) 年度実績】

を 通 し て 、 市 民 及 び事業所等 • 平成 28 (20 1 6 ) 年 4 月

ヘ障害者差別解消 法 を 周 知 ・

1 日 号 の 広 報 く き に

啓発活動の推進 啓発す る 。 特集記事 を掲載 し た 。
推進

【 障が い者福祉課】 • 平成 29 (20 1 7 ) 年 1 月 、

埼 玉 県 と 共催 に よ り 、

事 業 者 向 け 説 明 会 を

実施 し た 。

身 体 障 害 者 補 助 犬 法 に 基 づ 市 ホ ー ム ペ ー ジ に 掲 載

ほ じ ょ 犬 マ ー ク の掲 示 ・ き 、 公共施設や交通機 関 、 大 し て い る 。

周 知 規 模 小 売 店 舗 等 の 民 間 施 設 推進

【 障が い者福祉課】 に 、 ほ じ ょ 犬 マ ー ク を 掲 示 ・

周 知 す る 。
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2 地域生活支援

◆現状と課題
難病や発達障がい、高次脳機能障がい等のさまざまな障がいの方々への支援もますま

す重要になっており、それぞれの障がいや生活状況に応じた多様な支援を提供すること

が必要とされています。

本市においても、障がい者が地域で自立して生活するための基盤を整備するため、在

宅サービスをはじめとする福祉サービスの充実や、年金・医療費助成等の各種手当の確

実な提供など、さまざまな地域生活支援の取り組みを進めてきました。

アンケート調査や団体ヒ アリング調査の結果では、「どのようなサービスがあるのかわ

からない」 「サー ビスはあっても自分が使えるのかどうかがわからない」といった声が多

く寄せられており、サービスに関する情報提供や相談支援をさらに充実することが必要

とされています。

また、 「既存のサービスでは自分の障がいや生活状況にうまく合わない」 という声もあ

り、障がいやライフスタイルが多様化する中で、本人にふさわしい支援をどのように提

供していくのかについても検討が必要です。

障がいのある人が地域で安心して暮らし、個人の尊厳にふさわしい充実した地域生活

や社会生活を営むことができるよう、地域生活に関するさまざまな支援を
一層充実して

いくとともに、複雑化・多様化する生活課題に総合的に対応できるよう、相談支援体制

の充実を図っていくことが必要とされています。

◆取 り組みの方向
障がいのある人が、必要なサービスや支援を主体的に選択でき、情報提供や相談支援

の充実を図るとともに、住み慣れた地域で安心して暮らしていくことができるよう、 日

常生活を支援する福祉サービスや在宅療養を支える医療サービスを障がい特性に合わせ

て総合的に提供していきます。

また、聴覚、言語機能、音声機能、視覚、失語、知的、発達、高次脳機能、重度の身

体などの障がいや難病のため、意思疎通を図ることに支障がある全ての障がいのある方

に対し、必要な意思疎通支援事業の充実を図ります。

なお、年金、医療費助成、各種手当などの経済的支援についても確実な給付を行いま

す。

第1
部

第4章
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(1) 訪問系サー ビスの推進

①居宅介護の充実

事業名 内容

入浴、 排せつ、 食事の介護な

ど、 在宅生活における介護サ
ー ビスを提供する 。

居宅介護 （ホームヘルプ

サー ビス） の充実

【障がい者福祉課】

②重度訪問介護の充実

事業名 内容

重度の障がい者であ っ て常に

介護を必要とする人に対する

入浴、 排せつ、 食事や移動の介
重度訪問介護の充実

護等を総合的に実施する 。 ま
【障がい者福祉課】

た 、 平成 30 ( 2 0 1 8 ) 年 4 月 か

ら 、 医療機関に入院 した人も

対象に加える 。

③行動援護の充実

事業名 内容

著 しい行動障がいがある知的

障がい者 ・ 児、 精神障がい者 ・

児で常に介護を必要とする人

に対 し 、 移動の介護、 危険回避
行動援護の充実

のための援護な どの支援を実
【障がい者福祉課】

施する 。
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現況 目標

【平成 28 (201 6 ) 年度実績】

・ 身体障がい者 49 人

年間 1 1 , 0 2 5 . 25 時間派遣

・ 知的障がい者 26 人

年間 3,85 9 . 2 5 時間派遣

・ 精神障がい者 69 人 推進

年間 7 , 6 0 9 . 2 5 時間派遣

・ 障がい児 2 人

年間 370 時間派遣

・ 難病患者 1 人

年間 4 2 4 . 5 時間派遣

現況 目標

【平成 28 (201 6 ) 年度実績】

・ 身体障がい者 1 0 人

年 間 1 3 , 4 9 9 . 5 時 間 派遣

・ 知的障がい者 3 人 拡大

年間 3, 9 1 0 時間派遣

現況 目標

【平成 28 (201 6 ) 年度実績】

・ 身体障がい者 1 人

年間 2 9 6 . 5 時間派遣

・ 知的障がい者 43 人

年間 8, 5 9 8 . 5 時間派遣 推進

・ 精神障がい者 1 人

年間 309 時間派遣

・ 障がい児 65 人

年間 1 2, 674 時間派遣



④同行援護の充実

事業名 内 容 現況 目標

視覚障が い に よ り 移動 が著 し 【平成 28 (2016) 年度実績】

同 行援護の 充実 く 困 難 な 障 が い者 に 対 し 、 外 ・ 身体障が い者 22 人
推進

【 障が い者福祉課】 出 時 に お け る 必要 な 支援 を 実

施す る 。

⑤重度障害者等包括支援の促進

事業名 内容 現況 目標

常 に 介護 を 必要 と す る 人 で あ 【平成 28 (2016) 年度実績】

重度障害者等包括支援の っ て 、 そ の 必要度が著 し く 高 • 利 用 者 な し

促進 い障がい者 に 対 し 、 居宅介護 推進

【 障が い者福祉課】 な どの 障害福祉サー ビ ス を 包

括 的 に 提供す る 。

(2) 日 中活動系サー ビスの推進

①療養介護の充実

事業名 内容 現況 目標

療養介護事 業所 に お け る 対象 【平成 28 (2016) 年度実績】
療養介護の充実

者 に 対 し 、 適切 な 療養介護 を ・ 身体障が い者 1 3 人 推進
【 障が い者福祉課】

促進す る 。 ・ 知 的障がい者 4 人

第1
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②生活介護の充実

事業名 内容 現況 目標

常 に 介護 を 必要 と す る 人 に 対 【平成 28 (2016) 年度実績】

し 、 主 に 日 中 に 障が い者施設 ・ 身体障が い者 59 人
生活介護の 充実

等 で行われ る 入浴 、 排せ つ 、 ・ 知 的障がい者 257 人 推進
【 障が い者福祉課】

食事等 の 介護や創作活動 、 生 ・ 精神障がい者 6 人

産活動等の支援 を 実施す る 。
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③自立訓練 （機能訓練 ・ 生活訓練） の促進

事業名 内容 現況 目標

障がい者の社会参加促進や就 埼玉県総合 リ ハ ビ リ テ

訓練施設等の活用
職に必要な技能と知識を得る ーシ ョ ンセ ンター 、 国立

ため 、 訓練施設等の活用を促 障害者 リ ハ ビ リ テー シ 推進
【障がい者福祉課】

進する 。 ョ ンセ ンター 、 埼玉障害

者職業セ ンター

④就労移行支援の充実

この項目は、58ページの 「3 就労支援 (1)就労の促進 ①就労移行支援の充実」

に記載されています。

⑤就労継続支援 (A型 · B型） の充実

この項目は、59 ページの 「3 就労支援 (1)就労の促進 ②就労継続支援 (A型・

B型） の充実」に記載されています。

⑥短期入所の充実

事業名 内容 現況 目標

障がい者の家族等の介護者の 【平成 28 (2016) 年度実績】

疾病やその他の理由等で、 障 ・ 身体障がい者 12 人

がい者が一時的な都合 に よ 年間 434 日 利用

短期入所 （シ ョ ー トステ り 、 施設の利用が必要にな っ ・ 知的障がい者 38 人

イ ） の充実 た際に適切 な支援 を実施す 年間 2,224 日利用 推進

【障がい者福祉課】 る 。 ・ 精神障がい者 3 人

年間 305 日 利用

・ 障がい児 6 人

年間 153 日利用
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(3) 居住系サー ビスの推進

①自立生活援助の促進

事業名 内容 現況 目標

障が い者支援施設やグループ 平成 30 (20 1 8) 年 4 月 か

ホーム等か ら一人暮 ら し へ の ら 制度開始予定

移行 を 希 望 す る 知 的 障 が い者

や精神 障が い者等 に つ い て 、

自 立生活援助 の促進 本人 の意思 を尊重 し た 地域生
整備

【 障が い者福祉課】 活 を 支援す る た め 、 一定 の 期

間 に わ た り 、 定 期 的 な 巡 回 訪

問 や随時の対応 に よ り 、 障が

い者の理解 力 、 生活 力 等 を補

う 観点か ら 支援 を 実施す る 。

②グループホームの充実

事業名 内 容 現況 目標

共 同 生活 を 行 う 住居 で 、 相 談 【平成 28 (201 6) 年度実績】

や 日 常 生 活 上 の 自 立支援等 を ・ 身体障が い者 2 人

グループホームの充実 行 う 。 ま た 、 入浴、 排せ つ 、 ・ 知 的障がい者 8 1 人
推進

【 障が い者福祉課】 食事の介護等 の 必要性が設定 ・ 精神障がい者 25 人

さ れて い る 方 に は介護サー ビ

ス も 提供す る 。
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③生活ホームの充実

事業名 内 容 現況 目標

住居 を 必要 と し て い る 障が い 【平成 28 (201 6) 年度実績】

生活ホーム の充実 者 に 、 低額な料金 で 、 居室等 • 生活ホーム 市 内 な し
推進

【 障が い者福祉課】 を提供す る と と も に 、 日 常 生 ・ 市外施設利用 者 2 人

活 に 必要 な 支援 を 実施す る 。

④施設入所支援の充実

事業名 内容 現況 目標

施設に 入所す る 人 に 、 夜 間 や 【平成 28 (201 6) 年度実績】

施設入所支援の充実 休 日 、 入浴 、 排せ つ 、 食事等 ・ 身体障が い者 49 人
推進

【 障が い者福祉課】 の 介護等 を 実施す る 。 ・ 知 的障がい者 89 人

・ 精神 障がい者 1 人
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⑤地域生活支援拠点の整備

事業名 内容

障がい者 ・ 児が住み慣れた地

域で安心 して暮 ら していける

よ う 、 居住支援のための機能

（相談、 体験の機会と場、 緊

地域生活支援拠点の整備 急の受け入れと対応、 専門性、

【障がい者福祉課】 地域の体制づ く り ） を強化す

るため 、 これ らの機能を付加

した拠点や地域における複数

の機関がこれらの機能を分担

して担 う体制を整備する 。

( 4 ) 補装具の給付 ・ 貸与

①補装具の給付 ・ 貸与

事業名 内容

身体障がい者に対 し 、 日 常生

活に支障をきた している身体

の損傷を補 う ために 、 補装具

補装具の給付と修理、 貸与
の交付、 修理を実施する 。 ま

た 、 平成 30 (2018) 年 4 月 か
【障がい者福祉課】

ら 、 成長に伴っ て短期間で交

換が必要と なる障がい児な ど

に対応するため 、 補装具の貸

与を実施する 。

久喜市社会福祉協議会におい

て 、 障がい等のため 、 福祉用

車椅子等の貸出 具等を必要とする方に貸出す

【久喜市社会福祉協議会】 る 。 また 、 福祉教育を推進す

る学校等の体験学習のために

貸出する 。
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現況 目標

【平成 29 (201 7 ) 年 9 月現在】

先進 自 治体に お け る 取

り 組みの手法や類型、 実

施の課題につ いて調査

している 。 整備

現況 目標

【平成 28 (2016) 年度実績】

・ 交付 132 件

・ 修理 96 件

拡大

【平成 28 (2016) 年度実績】

・ 車椅子貸出 420 件

・ 白杖他 42 件
推進



(5) 地域生活支援の推進

①相談支援機能の強化

事業名 内容 現況 目標

近隣市町と の広域事業 と して 【平成 29 (201 7) 年9 月現在】

実施 している相談支援事業を 平成 30 (20 1 8 ) 年度か ら

市の単独事業 と す る と と も 事業の枠組み を変更す

に 、 「基幹相談支援セ ンター 」 る た め の協議を実施 し

を新たに設置 し 、 相談支援事 ている 。

業の中核と して機能させる こ

と で 、 よ り 身近で、 きめ細や 整備

かな対応が可能と なる相談支

援の基盤を整備する 。 また 、

今後も増加が見込まれるサー

ビス等利用計画作成を行 う相

談支援事業所の充実を図る 。

【障がい者福祉課】

関係機関 と連携 しなが ら ワ ン 【平成 28 (2016) 年度実績】
ス ト ッ プで対応する 。 多 く の • 総合相談 延べ 5 , 480 件

問題を抱える家族等に対する
相談体制の充実

積極的な取 り 組みや研修の充
推進

実によ り 、 地域と連携 して相

談を解決できる仕組みを構築

する 。

【久喜市社会福祉協議会】

健康増進や生活習慣病等の予 【平成 28 (2016) 年度実績】

防に関する情報の提供や正 し ・ 健康相談 3,553 人

い知識の普及を図 り 、 健康づ
推進

く り を支援するため 、 健康相

談を実施する 。

【 中央保健セ ンター 】

障害年金等に関する正 しい知 ・ 年金相談

識の普及を図るため 、 社会保 年 1 2 回 （本庁 9 回 、

険労務士による年金相談を実 各総合支所各 1 回） 推進

施する 。 ・ 窓 口相談

【市民課 （総合窓口 ） 】
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②コ ミ ュニケーシ ョ ン支援の充実

事業名 内容 現況 目標

久喜市手話に関する施策を推 【平成 29 (20 1 7 ) 年 9 月現在】

進するための方針に基づき 、 平成 29 (201 7 ) 年 3 月 に 、

手話への理解及び普及 手話への理解及び普及、 手話 久喜市手話言語条例を制
拡大

【障がい者福祉課】 を使いやす く する環境整備、 定 し 、 手話に関する施策

手話によ る情報取得の機会の を推進するための方針の

拡大等の事業を実施する 。 策定を行っている 。

手話を必要とする人と市職員 平成 29 (201 7 ) 年 7 月 か

の間で、 手話によ る コ ミ ュニ ら導入 している 。

遠隔手話通訳サー ビスの ケーシ ョ ンを行 う 際に 、 タ ブ

実施 レ ッ ト型端末のテ レ ビ電話機 推進

【障がい者福祉課】 能を通 じて 、 手話通訳者と画

面越 し に手話通訳を実施す

る。

聴覚障がい等のため意思疎通 【平成 28 (201 6) 年度実績】

手話通訳者派遣事業
を図る こ と に支障がある障が ・ 手話通訳者派遣件数

【障がい者福祉課】
い者等に 、 手話通訳者の派遣 477 件 推進

を実施する （久喜市社会福祉

協議会に委託） 。

手話を必要とする人と の意思 【平成 28 (201 6) 年度実績】

疎通を担 う 手話通訳者を確保 ・ 手話通訳者養成講座

手話通訳者養成講座 するため、 手話通訳者養成講 （通訳 II ) 1 1 人受講 推進
【障がい者福祉課】 座 （通訳 I 、 通訳 II 、 実践） ・ 手話通訳者養成講座

を実施する （久喜市社会福祉 （実践） 4 人受講

協議会に委託） 。

社会活動への参加促進
市の主催する会議、 講演会、 【平成 28 (201 6) 年度実績】

【関係課】
市民懇談会等の諸行事に手話 手話通訳者派遣件数 24 件 推進

通訳者を配置する 。

聴覚障がいのある方や音声言 【平成 28 (201 6) 年度実績】
語機能に障がいの あ る 方等 ・ 要約筆記者派遣件数

要約筆記者派遣事業 に、 要約筆記な どの方法によ 1 件
推進

【障がい者福祉課】 り 、 要約筆記者等の派遣等を

実施する （埼玉聴覚障害者福

祉会に委託） 。
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事業名 内容 現況 目 標

視覚障が い者の た め の聴 く 広 【平成 28 (201 6) 年度実績】

報 と し て 、 「広報 く き 」 ・ 「広報 ・ 広報 く き ・ 広報 く き お

く き お知 ら せ版」 、 「議会 だ よ 知 ら せ版の音訳版
広報の 充実

り 」 、 「社協だ よ り 」 を C D に 各 1 2 回／年 、 全戸配布 、
【シテ イ プ ロ モーシ ョ ン課 】

録音 し た も の を 作成 し て 配布 郵送対象者 2 1 人
【議会総務課】

（郵送） す る 。 ・ 議会 だ よ り の音訳版 推進
【 中 央 図 書館】

4 回／年、 全戸配布、
【 関係課】

郵送対象者 1 9 人
【久喜市社会福祉協議会 】

・ 社協だ よ り の音訳版

6 回／年、 全戸配布 、

郵送対象者 1 8 人

ホーム ペー ジ に 文 字 拡 大 機 随時更新 し て い る 。

ホーム ページの充実 能、 文字色 ・ 背景色変更機能、

【 シテ イ プロ モーシ ョ ン課】 音声読み上 げ機能 、 ふ り がな 推進

【 関係課】 表 示機能 を 導入 し 、 視覚障が

い者 に配慮す る 。

継続的 に 保健事業 日 程 に 関 す 【平成 28 (201 6) 年度実績】

保健事業 日 程表の作成 る 情報提供 を 行 う た め 、 保健 · 1 3 人配布
推進

【 中 央保健セ ン ター 】 事 業 日 程 表 の 点 字 版 を 発 行

し 、 希望者へ配布す る 。

継続的 に 家庭 ごみや資源物 ,_ 【平成 28 (201 6) 年度実績】

家庭 ごみ ・ 資源物収集 カ 関 す る 情報提供 を 行 う た め 、 • 平成 29 (201 7) 年度版

レ ン ダーの 作成 家庭 ごみ ・ 資源物収集 カ レ ン 26 人配布 推進

【久喜宮代衛生組合】 ダーの 点 字 版 を 発行 し 、 希望

者へ配布す る 。

第1
部

第4章
③日常生活用具の利用支援の充実

事業名 内 容 現況 目 標

重度障がい者 に 対 し 、 自 立 生 【平成 28 (201 6) 年度実績】

日 常生活用具の給付、 貸与 活支援用 具等の 日 常 生活用具 ・ 交付件数 3, 1 42 件
推進

【 障が い者福祉課】 の 給 付 ま た は 貸 与 を 実 施 す

る 。
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④移動支援の充実

事業名 内容 現況 目標

障がい者が公的機関や、 買い 【平成 28 (2016) 年度実績】

物等の外出 をする場合な ど、 ・ 身体障がい者 1 2 人

社会生活上必要不可欠な外出 年間 71 0 . 5 時間派遣

在宅障がい者社会活動等 を援助するため 、 ホームヘル ・ 知的障がい者 28 人

の支援 パーを派遣 し 、 付き添いを実 年間 1 ,224 時間派遣 推進

【障がい者福祉課】 施する 。 ・ 精神障がい者 4 人

年間 1 83 時間派遣

・ 障がい児 4 1 人

年間 1 ,992 . 5 時間派遣

身体障がい者自動車運転
運転免許を所持する ← と 1- ,ょ 【平成 28 (2016) 年度実績】

り 、 就労等が見込まれる障が ・ 補助金交付件数 2 件
推進免許取得補助事業

い者に対 し 、 免許取得費用の ・ 補助合計額 1 68 , 000 円
【障がい者福祉課】

部を補助する 。

身体障がい者自動車改造
自動車改造する ..... と に よ り 、 【平成 28 (2016) 年度実績】

就労等が見込まれる障がい者 ・ 補助金交付件数 4 件
推進補助事業

に対 し 、 自動車改造費用の一 ・ 補助合計額 388, 000 円
【障がい者福祉課】

部を補助する 。

⑤地域活動支援センターの充実

事業名 内容 現況 目標

障がい者等の社会参加及び自 【平成 28 (2016) 年度実績】

地域活動支援セ ンター事 立の促進を図るため 、 創作活 . I 型 2 箇所

業の充実 動及び生産活動の機会等、 ま . II 型 1 箇所 推進

【障がい者福祉課】 た情報提供及び相談 ・ 交流の ． 皿型 1 箇所

場を提供する 。
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⑥自立支援協議会の促進

事業名 内容 現況 目 標

各種ネ ッ ト ワーク 会議や連絡 【平成 29 (201 7) 年9 月現在】

会議等への 出席のほか、 必要に 平成 30 (20 1 8 ) 年度か ら

応 じ て福祉 ・ 介護 ・ 教育 ・ 医療 事 業 の 枠 組 み を 変 更 す

機 関 や地域 ボ ラ ン テ ィ ア 等 と る た め の 協 議 を 実 施 し

の連携 を強化 し 、 適切 な助言な て い る 。

どの支援を実施す る 。 ま た 、 新

関係機関 や各種 団体等 と た に 「基幹相談支援セ ン ター」

の連携強化 を設置す る な ど、 相談支援事業 整備

【 障が い者福祉課】 の枠組みの変更に合わせて 、 自

立支援協議会 を 市単独で運営

し 、 市内 4 地区 と 関係機関 と の

連携 を さ ら に強化す る こ と で 、

よ り 身近で、 き め細やかな対応

が可能 と な る 相 談支援の基盤

を整備す る 。

障が い者が地域 で 生 活 し て い 各 障 が い 者 団 体 と の 定

障がい者 ニーズの把握 く 上 で の 問 題 点 等 を 把握 ・ 分 期 的 な 協 議 の 中 で ニー
推進

【 障が い者福祉課】 析 し 、 関 係機 関 や 関 係各課 と ズ を 把握 し て い る 。

協議す る 。

第1
部

⑦その他事業の充実

第4章
事業名 内容 現況 目 標

障がい児 ・ 者 の 生 活 に 合わせ 【平成 28 (2016) 年度実績】

た 、 障がい者の一時預か り 、 ・ 登録団体 1 3 箇所

障害児 （者） 生活サポー 介護人 の派遣、 障がい者の送 • 利用者数 1 5 1 人

ト 事 業 迎 、 障がい者 の 外 出 援助 な ど、 推進

【 障が い者福祉課】 登録 さ れた 民 間 の サー ビ ス 団

体等 に よ る 介護サー ビ ス を 実

施す る 。

N P O 法人 、 社会福祉法人 な 【平成 28 (2016) 年度実績】

ど の 非営 利 法人が、 高齢者や ・ 市 内登録団体 5 箇所

福祉有償運送 障がい者等 の 公 共 交 通機 関 を
推進

【 障が い者福祉課】 使用 し て 移動す る こ と が困 難

な 人 を 対 象 に 有償で行 う 移送

サー ビス を 実施す る 。
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事業名 内容 現況 目 標

障がい者等 に 活動 の 場 を 提供 【平成 28 (201 6) 年度実績】

日 中一時支援事業
し 、 障がい者等 の 家族の就労 · 身ゞl, '1昔 5 人523 回
支援及び障が い者等 を 日 常 的 ・ 知的障がい者 29 人371 回 推進

【 障が い者福祉課】
に 介護 し て い る 家族 の一時 的 ・ 障力兒 ヽ児 7 人 1 25 回
な休息 を 図 る 。

在 宅 の 障が い者 に 対 し 、 在 宅 【平成 29 (201 7) 年9 月現在】
サー ビ ス の 利 用 援 助 、 社会資 平成 30 ( 20 1 8 ) 年度か ら
源の活用 や社会 的活 力 を 高 め 事 業 の 枠 組 み を 変 更 す
る 支援、 ※ ピ ア ・ カ ウ ンセ リ ン る た め の 協 議 を 実 施 し 整備

障がい者生活支援の 充実 グ、 介護相 談及 び情報提供 を て い る 。
【 障が い者福祉課】 実施 し 、 在 宅 障がい者の 自 立

【久喜市社会福祉協議会】 と 社会参加 の促進 を 図 る 。

施設の 開 設 、 既存施設の増 ・ 【平成 28 (201 6) 年度実績】
改築な どの 団 体事業資金 に つ • 実績な し 推進
い て 、 埼 玉 県 の 制 度 に よ る 資

金貸付 を 行 う 。

1 8 オ 以上 の 重度心身障がい者 【平成 28 (201 6) 年度実績】
紙 お む つ の給付 で 、 在 宅 で 常 時 お む つ を 必要 ・ 支給者数 69 人 推進

【 障が い者福祉課】 と し て い る 人 に 月 1 回 お むつ ・ 支給件数 延べ 63 1 件
を 給付す る 。

家庭で独力 ま た は家族の介護 【平成 28 (201 6) 年度実績】
で の入浴が困 難 な 身体障が い • 利用者 1 0 人よ く そ槽う

• 利 用 延べ回 数 483 回訪 問 入浴サー ビス 者 に 対 し 、 居 宅 に 簡 易 浴 を
推進

【 障が い者福祉課】 持 ち 込ん で 部屋 で 入浴す る 、

巡 回 型入浴サー ビス を 実施す

る 。

在 宅 の 65 歳 以 上 の 人 ま た は 【平成 28 (201 6) 年度実績】
1 8 歳 以 上 で 身 体 障 害 者 手 帳 ・ 身体障がい者 2 人

寝具乾燥消毒等サー ビス 1 · 2 級の交付 を 受 け て い る 人
推進

【介護福祉課】 で 寝 た き り の 状態 ま た は こ れ

に 準 ず る 状態の 人 に寝具の乾

燥消毒や水洗 い を行 う 。

※ ピ ア ・ カ ウ ンセ リ ン グ ： 同 じ課題や間題、 不安 を 共有 し て い る 当 事者 自 身が カ ウ ンセ ラー と な り 、 同

じ よ う な 立場や状況 に あ る 人 に対 し相 談援助活動 を行 う こ と
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事業名 内容 現況 目標

65歳以上の人または身体障害 【平成 28 (2016) 年度実績】

者手帳 1 · 2 · 3 級または療育 ・ 身体障がい者 1 1 人

手帳、 精神障害者保健福祉手 ・ 知的障がい者 6 人

配食サー ビス 帳の交付を受けている人のみ ・ 精神障がい者 1 1 人
推進

【介護福祉課】 で構成する世帯で、 日 常的に

調理が困難な人に 、 栄養のバ

ラ ンスを考えたお弁当 を 自 宅

ヘ届ける 。

在宅で、 寝たき り またはそれ 【平成 28 (2016) 年度実績】

に準 じた状態にあ り 、 理容店 ・ 身体障がい者 1 0 人

訪問理容サー ビス
へ行 く こ とが困難なおおむね

65歳以上の人または身体障害 推進
【介護福祉課】

者手帳 1 ・ 2 級の交付を受けて

いる人の 自 宅に理容師が訪問

し 、 調髪等を行 う 。

はいかい 認知症によ り 徘徊行動のある 【平成 28 (2016) 年度実績】
徘徊高齢者 ・ 障がい者探 高齢者や 1 8 歳以上で療育手 ・ 実績な し 推進索システム

帳の交付を受けている人の家
【介護福祉課】

族に、 携帯端末を貸与する 。

65歳以上の単身者または身体 【平成 28 (2016) 年度実績】

障害者手帳 1 · 2 · 3 級の交付 ・ 身体障がい者 5 人

を受けている単身の人または

家族と 同居 していて も 同様な

緊急時通報システム 状態になる人に 、 専用の通報
推進

【介護福祉課】 装置を貸与する 。 また 、 自 宅

において急病など緊急事態が

発生 した場合に 、 民間受信セ

ンターを経由 して埼玉東部消

防組合に通報する 。

手話奉仕員養成講座に つ い
【平成 28 (2016) 年度実績】

・ 手話奉仕員養成講座
社会参加事業の充実 て 、 入門編と基礎編を実施す

（入門編） 1 1 人受講 推進
【障がい者福祉課】 る （久喜市社会福祉協議会に

・ 手話奉仕員養成講座
委託） 。

（基礎編） 7 人受講

第1
部

第4章
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事業名

生活圏の拡大支援
【 障が い者福祉課】

特別障害者手当等支給事業
【 障が い者福祉課】

内容 現況
在 宅 の 障 が い 者 の 外 出 を 容 易 【平成 28 (201 6) 年度実績】
に し 、 生 活 圏 の 拡 大 を 図 る た ・ 交付者数 1 , 227 人
め 、 タ ク シー利用料 （年間 で 、 ・ 助成件数 24,55 1 件 I
初乗 り 料金相 当額のチケ ッ ト 36

枚） を助成す る 。
在宅の 障がい者の外出 を容易 に 【平成 28 (201 6) 年度実績】
し 、 生活圏の拡大 を 図 る た め 、 ・ 交付者数 2 , 239 人 1
自 動車燃料費 （年間 で 、 500 円分 ・ 助成件数 38,266 件
の チ ケ ッ ト 1 8 枚） を助成す る 。
在 宅 の 重 度 障 が い 者 の 精 神 的 【平成 28 (201 6) 年度実績】
及 び経済的負担 を軽減 し 、 所得 • 特別障害者手当 1 , 458 件
保障の一助 と す る た め 、 以下 の ・ 障害児福祉手 当 732 件
手 当 を 支給す る 。 • 福祉手当 （経過的措置） 24 件
①特別 障 害 者 手 当 重 度 の 障

が い に よ り 、 日 常 生 活 で 常 時
特別 の 介護 を 必要 と す る 20

歳以上の方 （ 身体障害者手帳
1 級 ・ 2 級及 び療育手帳®程
度 の 障 が い が 重 複 し て い る
方 、 一つ の 障が い で あ っ て も
重複障が い と 同程度の方）
月 額 26,8 1 0 円

② 障 害 児 福 祉 手 当 重 度 の 障
I 

が い に よ り 、 日 常 生 活 で 常 時
特別 の 介護 を 必要 と す る 20

歳未満の 方 （ 身体障害者手帳
1 級及 び 2 級の一部 、 療育手
帳®相 当 の 方 、 そ の他 こ れ ら
と 同程度の 方） 月 額 1 4, 580 円

③福祉手 当 （経過的措置） 以
前 に 20 歳以上で 、 制度改正前
の福祉手 当 を 受給 し て いた 方
の う ち 、 特別 障害者手 当 も 障
害基礎年金 も 受 け ら れな い方
月 額 1 4,580 円

※平成 29 (201 7 ) 年 4 月 現在
※所得制 限 あ り
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事業名 内容

在宅の重度心身障がい者の精

神的及び経済的負担の軽減を

図るため、 住民税が非課税で以

下の手帳の交付を受けて い る

在宅重度心身障害者手当
方に対 し 、 年 2 回 (3 月 ■ 9 月 ）

手当 を支給する 。
支給事

ヽ
業

・ 身体障害者手帳 1 級 ・ 2 級、
【障力 い者福祉課】

療育手帳® · A 、 精神障害者

保健福祉手帳 1 級の方

月額 5 , 000 円

・ 身体障害者手帳 3 級、 療育

手帳Bの方 月額 3,000 円

現況

【平成 28 (201 6) 年度実績】

・ 身体障害者手帳 1 級 ・

2 級、 療育手帳® · A 、

精神障害者保健福祉

手帳 1 級の方

1 8,9 1 8 件 I
・ 身体障害者手帳 3 級、

療育手帳Bの方

8,6 1 8 件

20 歳未満の精神または身体に 【平成 28 (201 6) 年度実績】
一定の障がいの あ る子 ど も を . 1 級 1 , 457 件
養育 し て いる方に対 して手当 . 2 級 1 , 1 98 件

特別児童扶養手当支給事 を支給 し 、 精神的及び経済的負

業 （国手当 ） 担の軽減を図る 。

【障がい者福祉課】 . 1 級 月額 5 1 , 450 円

. 2 級 月額 34, 270 円

※平成 29 (201 7 ) 年 4 月現在

※所得制限あ り

指定難病医療受給者証や小児 【平成 28 (201 6) 年度実績】
慢性特定疾病医療受給者証等 ・ 受給者数 862 人

難病患者見舞金支給事業 の交付を受けている方に対 し 、

見舞金 （年額 1 万円 ） を支給 し 、 I 
【障がい者福祉課】

精神的な負担に対する慰
い し

謝
ゃ

及

び経済的負担の軽減を図る 。

公共施設な どに設置 されて い 【平成 28 (201 6) 年度実績】
る車椅子使用者用駐車場の適 ・ 交付件数 3 1 4 件
正利用を推進するため 、 申請い

お も いや り 駐車場制度の ただいた方に利用証を交付 し 、

充実 利用者は車内 に利用証を掲げ I
【障がい者福祉課】 る こ と で 、 お も いや り 駐車場の

看板が設置 されて いる駐車場

に車両を駐車す る こ と がで き

る制度を実施する 。
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( 6 ) 自立支援の推進

①計画相談支援の充実

事業名 内容

障 害 福 祉 サー ビ ス 等 を 申 請 し

た 障が い者 に つ い て 、 サー ビ ス
計画相談支援の 充実

等利用計画の作成、 支給決定後
【 障が い者福祉課】

の サー ビ ス 等 利 用 計 画 の 見 直

し を行 う 。

②サー ビス利用提供体制の強化

事業名 内容

障がい者 ・ 児の 自 立 し た 生活 を

支援す る た め 、 障がい者 ・ 児の
サー ビス 利 用 提供体制 の

抱 え る 課 題 の 解 決 や 適 切 な サ
充実

ー ビ ス 利 用 に 向 け て 相 談 支 援
【 障が い者福祉課】

体 制 の 充 実 と サー ビ ス 提 供 事

業者の育成 ・ 確保 を行 う 。

障が い者福祉課、 中 央保健セ ン
精神保健相 談の充実

ター等 に お い て 、 精神保健 に 関
【 障が い者福祉課】

す る 相 談 を 受 け 、 必要 に応 じ て
【 中 央保健セ ン ター 】

専門機関の紹介等 を行 う 。

各 関 係 機 関 が情 報 交 換 や 協 議

を 行 い 、 精神障が い者の社会参

加 促 進 及 び精神 障 が い 者 や そ

の 家族等 に 対す る 理解 を 深 め 、

精 神 保 健福 祉 の 推 進 と 向 上 を

図 る 。
関係機関 と の連携

【協議会の構成】
【 障が い者福祉課】

久喜市社会福祉協議会 、 地域活
【 中 央保健セ ン ター 】

動支援セ ン ター 、 グループホー

ム 、 医療機関 、 訪問看護ス テー

シ ョ ン 、 指定訪問介護事業所、

就労支援セ ン ター 、 保健所、 障

が い者福祉課、 中 央保健セ ン タ

、 地域包括支援セ ン ター等
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現況 目標

【平成 28 (2016) 年度実績】

• 利用者 507 人

推進

現況 目標

サ ビ ス 提供事業者 に

お い て 、 サー ビ ス 等 利

用 計 画 に 基 づ き 、 個 別
推進

支援計画 を 作 成 し て い

る 。

【平成 28 (2016) 年度実績】

・ 来所相 談 423 件
推進

・ 電話相 談 1 ,  336 件

【平成 28 (2016) 年度実績】

・ 精神保健福祉担 当 者

協議会 2 回 開催

推進



③精神障がい者の地域移行 ・ 定着の促進

事業名 内容 現況 目 標

障 が い 者 支 援 施 設 に 入 所 し て 【平成 28 (2016) 年度実績】

い る 障がい者、 ま た は精神病院 ・ 実績な し

地域移行支援の促進
に 入 院 し て い る 精 神 障 が い 者

に つ い て 、 住宅の確保 そ の他の 推進
【 障が い者福祉課】

地域 に お け る 生 活 に 移行 す る

た め の 活動 に 関 す る 相 談、 そ の

他必要 な支援 を行 う 。

居 宅 に お い て 単 身 等 で 生 活 す 【平成 28 (2016) 年度実績】

る 障が い者 に つ い て 、 常時の連 • 利用者 6 人

地域定着支援の促進 絡体制 を確保 し 、 障がい者の特
推進

【 障が い者福祉課】 性 に 起 因 し て 生 じ た 緊 急 の 事

態等に相談、 緊急訪 問 そ の他必

要な支援を行 う 。

地域 に お け る 個 別 ケ ア の 充 実 退院後の在 宅復帰支援

を促進す る た め 、 病院の ソーシ の一環 と し て 、 病 院 の

ャ ル ワーカー 、 保健所や地域活 ソーシ ャ ル ワーカー と

動 支 援 セ ン タ ーの 精 神 保健 福 地域活動支援セ ン タ ー

病院 ・ 地域活動支援セ ン 祉 士 、 障が い者福祉課や 中 央保 ( I 型 ） 支 援 員 及 び保

ター及 び保健所等 と の連 健 セ ン タ ーの 職 員 等 が連 携 し 健所精神 保健相 談 員 等

携促進 て 、 以下 の よ う な支 援 を 行 う 。 と 連携 し 、 支 援 を 行 っ 推進

【 障が い者福祉課】 ・ 家族への支援 （サポー ト ） て い る 。

【 中 央保健セ ン ター 】 • 在 宅福祉サー ビス の活用

・ 単身 で 退院す る 人への住宅入

居等支援事業の活用促進

・ 退院後の 受 け皿 と し て の グル

ープホームの支援充実

第1
部
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(7) 障がい児への福祉サー ビスの推進

①児童発達支援の充実

事業名 内容

児 童 発 達 支 援 等 の 施 設 に お い

て 、 日 常 生 活 に お け る 基本 的 な

児童発達支援の充実
動作の 指導や技能の 習得、 集 団

生活への適応訓練等 を 行 う 。 ま
【 障が い者福祉課】

た 、 日 常 生 活 に お け る 基本 的 な

動作の 指導や技能の 習得、 集 団

生活への適応訓練等 を 行 う 。

医療型児童発達支援体制
肢体不 自 由 の 児童 に つ い て 、 医

療 型 児 童 発 達 支 援 セ ン タ ーま
の確立

た は指定 医療機関等 に お い て 、
【 障が い者福祉課】

児童発達支援及 び治療 を 行 う 。

居宅訪問型児童発達支援 障がい児の居宅 を 訪 問 し 、 日 常

の促進 生活の動作の指導、 知 識や技能

【 障が い者福祉課】 の付与な どの支援 を行 う 。

②放課後等デイサー ビスの充実

事業名 内容

学校 （幼稚園及び大学 を 除 く ）

に 就 学 し て い る 障 が い 児 に つ
放課後等 デイ サー ビス の

い て 、 授業の 終 了 後 又 は休業 日
充実

に 、 生活能力 の 向 上 の た め に 必
【 障が い者福祉課】

要な訓練、 社会 と の 交流の促進

等 を行 う 。
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現況 目標

【平成 28 (2016) 年度実績】

• 利 用 児童 95 人

推進

検討

平成 30 (20 1 8) 年 4 月

か ら 制度開始予定 整備

現況 目標

【平成 28 (2016) 年度実績】

• 利用児童 1 84 人

推進



③保育所等訪問支援の充実

事業名 内容 現況 目 標

保育所、 幼稚園、 小学校、 特別 【平成 28 (2016) 年度実績】

支援学校、 放課後児童 ク ラ ブな • 利 用 児童 7 人

ど に 通 う 障がい児 に つ い て 、 施

設 を 訪 問 し 、 障がい児以外の児

保育所等訪問支援の充実 童 と の 集 団 生 活 へ の 適 応 の た
拡大

【 障が い者福祉課】 め の 専 門 的 な支援等 を 行 う 。 ま

た 、 平成 30 (20 1 8 ) 年 4 月 か ら 、

乳 児 院 及 び 児 童 養 護 施 設 に 入

所 し て い る 障 が い 児 も 対 象 に

加 え る 。

④障害児相談支援の充実

事業名 内容 現況 目 標

障 害 児 通 所 支 援 を 申 請 し た 障 【平成 28 (2016) 年度実績】

が い 児 に つ い て 、 障害児支援利 • 利用児童 244 人
障害児相 談支援の 充実

用 計 画 の 作 成 及 び 支 給決 定 後 推進
【 障が い者福祉課】

の 障 害 児 支 援 利 用 計 画 の 見 直

し を行 う 。

第1
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3 就労支援

◆現状と課題
全ての市民が障がいの有無によって分け隔てられることなく、その人らしい充実した

社会生活を送るためには、職業を通じた社会参加が重要になります。 障害者雇用促進法

の一部が改正され、短時間労働に対応した雇用率制度の見直しなど、障がい者雇用の一

層の促進を図る制度改正が行われたことも受けて、障がい者雇用促進のための施策にも、
一層の充実が求められています。

アンケート調査の結果では、障がい者が就労するために必要なこととして、 「障がい特

性に合った職業・扉用の拡大」という回答が最も多くなっていますが、次いで 「職場の

障がい理解の促進」も多くなっています。 また、団体ヒ アリング調査の結果でも、企業

等の職場の理解や支援体制の充実に関する意見が多く寄せられており、さまざまな支援

制度とともに、職場の果たす役割 が重要であると考えられます。

働く意欲のある障がい者が、それぞれの希望や適性に応じて能力を十分に発揮するこ

とができるよう、一般就労を希望する方にはそれが可能となるような継続的な支援と、

福祉的就労を希望する方には活動の場の確保と充実を図り、さまざまなニーズに応じた

総合的な支援を行うことが重要です。

◆取 り組みの方向
一般就労へのステップアップと職場への定着を目指す就労移行支援、就労定着支援等

を充実させるとともに、ハ ローワーク等の就労関係機関との連携を強化して就労支援を

推進していきます。

また、就労継続支援などの福祉的就労の場を確保 · 充実し、それぞれの希望と適性に応

じて、その人らしい社会生活を送ることができるよう、幅広い支援を提供していきます。

(1) 就労の促進

①就労移行支援の充実

事業名 内容 現況 目標

一般企業等への就労を希望す 【平成 28 (201 6) 年度実績】
就労移行支援の充実 る方に、 一定期間、 就労に必要 ・ 知的障がい者 21 人 推進
【障がい者福祉課】 な知識及び能力の向上のため ・ 精神障がい者 31 人

に必要な訓練を実施する 。

障がい者支援施設に入所及び 【平成 28 (201 6) 年度実績】
就職支度金支給事業 通所 し て いる 障がい者が訓練 ・ 支給人数 5 人 推進
【障がい者福祉課】 後の社会復帰の促進を図 る た ・ 支給合計額 1 50 , 462 円

め 、 就職支度金を支給する 。
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事業名 内容 現況 目標

障がい者支援施設に入所及び 【平成 28 (201 6)年度実績】

更生訓練費支給事業 通所 し て い る障がい者に訓練 ・ 自立訓練 7 人
推進

【障がい者福祉課】 後の社会復帰促進を図るため、 ・ 就労移行 42 人

訓練費を支給する 。

市職員の 障が い者雇用
市職員の障がい者雇用率の向 評29 ⑳1 7) 年6 月 1 日現在】

上を図る 。 平成 35 (2023) 年度 ． 雇用率 3 . 09% 推進
【人事課】

には、 雇用率 3 . 2%を 目指す。

知的障がい者の 自 立更生 を図 【平成 28 (201 6)年度実績】

るため 、 知的障がい者を職親に ・ 実績な し知的障がい者職親利用の
預け、 生活指導や技能習得訓練

推進促進
等を行い、 就労に必要な こ と を

【障がい者福祉課】
身につ ける こ と に よ り 雇用の

促進と職場の定着を図る 。

②就労継続支援 (A型 · B型） の充実

事業名 内容 現況 目標

一般企業等での就労が困難な 【平成 28 (201 6)年度実績】

就労継続支援 ( A型） の 方に、 働 く 場を提供する と と も ・ 身体障がい者 9 人

充実 に 、 知識及び能力の向上のため ・ 知的障がい者 9 人 推進

【障がい者福祉課】 に必要な訓練を実施する 。 ・ 精神障がい者 32 人

※A型は雇用契約を締結する 。

一般企業等での就労が困難な 【平成 28 (201 6)年度実績】

就労継続支援 ( B型） の 方に、 働 く 場を提供する と と も ・ 身体障がい者 1 2 人

充実 に 、 知識及び能力の向上のため ・ 知的障がい者 1 1 2 人 推進

【障がい者福祉課】 に必要な訓練を実施する 。 ・ 精神障がい者 35 人

※ B型は雇用契約を締結しない。

第1
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第4章
③就労定着支援の促進

事業名 内容 現況 目標

就労に伴 う 生活面の課題に対 平成 30 (201 8) 年 4 月

応できるよ う 、 企業 ・ 自宅等へ か ら制度開始予定

就労定着支援の促進
の訪問や障がい者の来所に よ

り 、 生活 リ ズム、 家計や体調の 整備
【障がい者福祉課】

管理な どに関する課題解決に

向 けて 、 必要な連絡調整や指

導 ・ 助言等の支援を行 う 。
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④障がい者就労支援センターの充実

事業名 内容 現況 目 標

障 が い 者 の一般 就 労 の 機 会 を 【平成 28 (2016) 年度実績】

拡大 し 、 障がい者の 自 立 と 社会 ・ 相 談実績 2,485 件
障が い者就労支援セ ン タ

参加 を促進す る た め 、 支援の充 ・ 実習 日 数 1 94 日
推進ーの充実

実 を 図 る と と も に 、 障が い者就 ・ ジ ョ ブ コーチ 838 回
【 障が い者福祉課】

業 ・ 生活支援セ ン ター と の連携 ・ 就労実績 29 件

を進め る 。 ・ 職場開拓 72 件

⑤公共職業安定所 （ハローワーク ） との連携

事業名 内容 現況 目 標

就 労 希 望 者 と 公 共 職 業 安 定 所 4 市 2 町障が い者職業

（ハ ローワーク ） 等 の 関係機関 紹介状況
公共職業安定所 （ハ ロー

と の連携強化 を 図 る 。 【平成 28 (2016) 年度実績】
推進ワーク ） と の連携

【 障が い者福祉課】
• 新規求職申 込件数 782 件

・ 紹介件数 1 ,  748 件

・ 就職件数 396 件

⑥障がい者就労施設からの物品調達の推進

事業名 内容 現況 目 標

「 久 喜 市 に お け る 障 が い 者 就 【平成 28 (2016) 年度実績】

障が い者就労施設か ら の 労 施 設 等 か ら の 物 品 等 の 調 達 ・ 調達件数 36 件

物 品 調達の推進 方針」 に 基づ き 、 障が い者就労 ・ 調達金額 1,735, 21 6 円 推進

【 障が い者福祉課】 施 設 か ら 優 先 的 に 物 品 を 購 入

す る 。
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4 保健 ・ 医療

◆現状と課題

障がいの有無にかかわらず、 健康は生活全体の基礎となるものであり、 安心 して充実

した生活を送るためには、 健康の保持・増進が大切になります。

アンケート調査の結果では、日常生活で困っていることとして、「病気や障がいのこと」

が最も多くなっています。 特に、 内部障がいや精神障がい、 難病の方は、 疾病や医療に

関して大きな課題を抱えていることも多くなっています。

障がいの有無に関わらず、 全ての人が健やかに暮らし、 疾病を抱えることになっても

その人らしく生活できるよう、 ラ イフステージに応じた保健・医療サービスを提供して

いくことが必要とされています。
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生涯を通じて必要な保健・医療サービスが受けられる体制を構築するとともに、 障が

いのある方が心身の健康の保持・増進のための支援を受けることにより、 自らの健康状

態について今 よりも安心感が得られるようにしていきます。

また、 ラ イフステージに応じた保健・医療・福祉のサービスを継続的・包括的に受け

ることができるよう、 保健・医療サービスの量的・質的な充実を図り、 地域生活のため

の福祉との連携を促進していきます。

( 1 ) 保健活動の推進

①健康づく り の推進

第4章

事業名 内容 現況 目標

母 子 の 健 全 育 成 を 推進 す る た 【平成 28 (201 6) 年度実績】
め 、 母子保健事業の充実 を 図 る ・ 母子訪問指導事業
と と も に 、 乳幼児健康診査の結 2, 224 人
果 、 発達上要経過観察 と 判定 さ ・ 乳幼児健康診査事業

母子保健事業の充実
れ た 乳幼 児 や そ の 保護者 に 対 3, 997 人

推進【 中 央保健セ ン ター 】
す る 事後指導事 業 を 実施す る 。 ・ 乳幼児発達相談 1 83 組

• 1 歳 6 か月 児健診継

続相談 1 70 組

• こ と ばの相談 433 組

・ 親子教室 503 組
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事業名 内容 現況 目 標

特定健康診査等 に よ り 、 健診結 【平成 28 (201 6) 年度実績】
果 に 基づ き 、 生活習慣病 （ 特 に • 特定健康診査 1 2,61 1 人
メ タ ボ リ ッ ク シ ン ド ローム） の ・ 国保人間 ド ッ ク 1, 069 人
該 当 者 ・ 予 備 群 を 早 期 に 発 見 ・ 後期 高 齢者健康診査
し 、 生活習慣改善の た め の適切 6, 1 70 人

成人健康診査事業の充実 な 事 後 指 導 の 実 施 を 行 う 。 ま ・ 後期人間 ド ッ ク 228 人

【 中 央保健セ ン ター 】 た 、 後期高齢者 医療健康診査等 ・ 健康診査 （ 生活保護 推進

【 国 民健康保険課】 に よ り 、 生活習慣病 の 早期発見 受給者等対象） 52 人
を し 、 疾病 予 防 、 重症化 を 予 防 • 各種がん検診 （子宮 ・
す る 。 乳 ・ 胃 ． 肺 ・ 大腸 ．

前立腺） 41 , 981 人

・ 肝炎 ウ イ ルス検診 794 人

・ 結核健康診断 22 人

健康教育及 び健康相 談の
健 康 増 進 や 生 活 習 慣 病 等 の 予 【平成 28 (201 6) 年度実績】

充実
防 に 関 す る 情 報 の 提 供 や 正 し ・ 健康教育 6,59 9 人
い知識の普及 を 図 り 、 健康づ く ・ 健康相 談 3,553 人 推進

【健康 医療課】
り を 支援す る た め 、 健康教育や

【 中 央保健セ ン ター 】
健康相 談の充実 を 図 る 。

健康保持 ・ 増進の た め 、 保健師 、 【平成 28 (201 6) 年度実績】
訪問指導の利用促進 看護師、 栄養士 、 歯科衛生士等 ． 訪 問 指導件数 289 件

【介護福祉課】 に よ る 訪 問 指 導 の 充 実 を 図 る 推進

【 中 央保健セ ン ター 】 と と も に 、 対象者 を 把握す る た

め 関係機関 と の連携 を 図 る 。

65 歳 以 上 の 市 内在住者 と と も 【平成 28 (201 6) 年度実績】
に 、 60 歳以上 65 歳未満 で 心臓、 ． 接種者数 1 9,320 件
腎 臓 も し く は 呼 吸 器 の 機 能 ま

た は ヒ ト 免 疫 不 全 ウ イ ル ス に

イ ンフルエ ンザ予防の促進 よ る 免 疫 機 能 の 障 が い を 有 す
推進

【 中 央保健セ ン ター 】 る 身体障害者手帳 1 級相 当 に 対

す る イ ン フ ル エ ン ザ 予 防 を 促

進す る た め 、 イ ン フ ル エ ンザ予

防接種 を 実 施す る 。 （ 自 己負担

1 ,500 円 ）
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②精神保健活動の推進

事業名 内容 現況 目標

心の健康に関する講演会の開 【平成 28 (2016) 年度実績】

心の健康づ く り の推進 催や啓発用冊子の配布等に よ ・ 講演会 3 回
推進

【中央保健センタ ー 】 り 、 心の健康づ く り の啓発に努

める 。

精神保健相談の充実 【参照 P54 2 (6) ②】

【障がい者福祉課】

【中央保健センタ ー 】

関係機関 と の連携 【参照 P54 2 (6) ②】

【障がい者福祉課】

【中央保健センタ ー 】

地域活動支援セ ンタ ー皿 保健師、 栄養士等が利用者に対 市又は相談支援事業所

型利用者への支援 する健康教育、 健康相談を実施 において随時実施 して
推進

【障がい者福祉課】 する 。 いる 。

【中央保健センタ ー 】

精神障がい者家族会等へ 家族会等の活動に関する情報 市又は相談支援事業所

の支援 提供を行う と と も に 、 家族会等 において随時実施 して
推進

【障がい者福祉課】 に対 して支援を実施する 。 いる 。

【中央保健センタ ー 】

精神障がい者の社会復帰に向 市又は相談支援事業所

精神障がい者の社会復帰
け、 地域移行支援、 地域定着支 において随時実施 して

援に よ る個別指導を充実 さ せ いる 。
相談支援の推進

る と と も に 、 関係機関 と の連携 推進
【障がい者福祉課】

を図 り ながら 、 地域移行 ・ 地域
【中央保健センタ ー 】

生活を可能 と す る地域の受 け

皿整備について も検討する 。

高次脳機能障がい ピア ・

高次脳機能障がい者及びその 広報 く き及び市ホーム

家族等の相互援助や相談 ・ 交流 ペー ジに 、 地域相談会
カウンセ リ ング事業の推進 推進

活動を推進する 。 の開催について掲載 し
【障がい者福祉課】

ている 。

高次脳機能障がいや難病の あ 市ホームペー ジで 、 周

啓発活動の推進
る方について 、 市民の理解が深 知 ・ 啓発を行っている 。

ま る よ う 、 広報 く きや市ホーム 推進
【障がい者福祉課】

ページなどで、 周知 ・ 啓発を行

う 。
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③精神障がい者の地域移行 ・ 定着の促進 （再掲）

こ の 項 目 は 、 5 5 ペー ジ の 「 2 地域生活支援 ( 6 ) 自 立支援 の推進 ③精神 障 が い者

の 地域移行 ・ 定着 の促進」 に 記載 さ れて い ま す。

( 2 ) 療育体制の充実

①障がいの早期発見体制の充実

事業名 内容 現況 目 標

妊 婦 の 健 康 管 理 の 向 上 を 図 る 【平成 28 (2016) 年度実績】妊婦健康診査の充実
た め 、 妊婦健康診査の助成券 を ・ 受診者数 957 人 推進

【 中 央保健セ ン タ ー 】
交付 し 、 受診を促進す る 。

4 か 月 児 、 1 0 か月 児 、 1 歳 6 か 【平成 28 (2016) 年度実績】
月 児 、 3 歳児 を対象 に健康診査 ・ 受診者数 3,997 人

乳幼児健康診査の充実
を 行 い 、 異常の早期発見 と と も 推進

【 中 央保健セ ン タ ー 】
に 、 適 切 な 事 後 指 導 を 実 施 す

る 。

訪 問 指導が必要 な未熟児 ・ 新生 【平成 28 (2016) 年度実績】
児 ・ 乳幼児 ・ 妊産婦等 を 対象 に 、 ． 訪 問件数 2,224 人

母子訪問指導の充実
助 産 師 、 保健 師 が 訪 問 し 、 発 推進

【 中 央保健セ ン タ ー 】
育 • 発達の確認、 育児相談等 を

実施す る 。

②地域療育 シス テムの充実

事業名 内容 現況 目 標

乳幼児健康診査等 に お い て 、 経 【平成 28 (2016) 年度実績】
過 観 察 が 必 要 と さ れ た 乳 幼 児 . 1 歳 6 か 月 児健診継
と そ の保護者 に 対 し 、 相 談 ・ 教 続相 談 1 70 組発育発達相 談事業の充実
室事業の 利用 を促 し 、 適切 な助 • こ と ばの相談 433 組 推進

【 中 央保健セ ン タ ー 】
言 ・ 指導 を行 う と と も に 、 必要 ・ 親子教室 503 組
に 応 じ 、 関係機関 と 連携 し 、 適 ・ 乳幼児発達相談 1 83 組
切 な支援 を 実施す る 。

3 歳児健康診査後 、 発達等 に 心 【平成 28 (2016) 年度実績】
3 歳児特別 相 談 （す こ や 配 が あ る 幼 児 と そ の 保 護 者 に • 実施回数 6 回
か相談） の充実 対 し 、 障がい等の早期発見、 早 ・ 延べ参加 人数 1 8 人 推進

【子育 て 支援課】 期 療 育 を 目 的 と し て 相 談 を 実

施す る 。
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事業名 内容 現況 目 標

発達障が い児対策の 充実
発達障が い に つ い て 、 市民や関 県 主 催 「発達支援 マ ネ

係機関 が正 し く 理解 し 、 適切 な ージ ャー研修」 「発達支
【 障が い者福祉課】

対応 を 行 う た め に 、 啓発活動や 援サポータ ー研修」 に
【子育 て 支援課】 推進

関 係 職 員 の 積極 的 な 研修 参 加 参加 し て い る 。
【保育課】

を 行 う と と も に 、 関係機関 と の
【 中 央保健セ ン ター 】

連携 を 強化す る 。

在 宅 の 重症心身障がい児 （者） 、 【平成 28 (2016) 年度実績】
知 的 障が い 児 （者） 、 身体障が ・ 延べ訪問件数 2 1 件

障が い児等療育支援事業
い児 （者） の地域 に お け る 生活

の 充実
を 支 え る た め 、 身近な地域で療

推進

【 障が い者福祉課】
育 指 導 等 が 受 け ら れ る 療 育 機

能 の 充 実 を 図 る た め に 行 う 障

が い 児 等 療 育 支 援 事 業 （ 県 事

業） を促進す る 。

障 が い や 発 達 に 心 配 の あ る 児 【平成 28 (2016) 年度実績】
童 に遊 び場 を提供 し 、 お も ち ゃ ・ 延べ利用者数 1 ,606 人

お も ち ゃ 図 書館の充実
を使 っ て 、 それぞれの児童が持 ・ 子育て相談件数 460 件
っ て い る 機 能 の 発 達 を 促 す と 推進

【子育 て 支援課】
と も に 、 お も ち ゃ 図書館相 談員

に よ る 子育 て 相 談 に よ り 、 保護

者の不安等の軽減 を 図 る 。

就学前児童の う ち 、 障がいや発 【平成 28 (2016) 年度実績】
ひ よ こ 教室の充実 達 に 心配の あ る 児童 に 対 し 、 親 • 実施回数 22 回 推進

【子育 て 支援課】 子一緒 の 場 で 遊 び な が ら 情 緒 ・ 延べ参加 人数 1 87 人
の発達 を促す 。

就学前児童の う ち 、 発達に心配 【平成 28 (2016) 年度実績】
こ と ばの グループの充実 の あ る 児 童 と そ の 保 護 者 に 対 ・ 実施回数 1 1 回 推進
【子育 て 支援課】 し 、 言語聴覚士 に よ る 助言 ・ 指 ・ 延べ参加 人数 59 人

導 を 実施す る 。

こ と ばの グループ保護者 こ と ば の グ ルー プ修 了 児 の 保 【平成 28 (2016) 年度実績】

指導の充実 護者 に 対 し 、 言語聴覚士 に よ る • 実 施 回 数 6 回 推進

【子育 て 支援課】 助言 ・ 指導 を 実施す る 。 ・ 延べ参加 人数 37 人

家庭児童の養育 に 関す る こ と や 【平成 28 (2016) 年度実績】

家庭児童相 談室の充実
発達に 関 す る 相 談 を 受 け 、 必要 ・ 相 談件数 1 , 591 件
に応 じ て 専 門機関 の紹介 を行 う 推進

【子育 て 支援課】
と と も に 、 本庁及 び各総合支所

に 家庭児童相談員 を配置す る 。
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事業名 内容

障 が い 児 の 事 業への参加 の 受

児童館の運営の充実 け入れを推進 し 、 障がいの あ る

【子育て支援課】 子 ど も と な い 子 ど も の 交 流 を

図 る 。

市内小 ・ 中学校の教職員が学校

久喜市面接相談室の充実 生活や就学等 に 関 し て 教育相

【指導課】 談に あた り 、 継続的な相談体制

の充実 を 図 る 。

③発達障がいのある子どもへの支援の充実

事業名 内容

関係各課 と の 連絡体制 を 整 え

発達障がい者支援連絡会 る と も に 、 発達障がいの あ る 子

の充実 ど も に対 し て 、 ラ イ フ ス テージ

【障がい者福祉課】 に応 じ た 、 一貫性の あ る 支援体

制の充実 を 図 る 。

乳幼児か ら 成人期 に 至 る ま で

サポー ト 手帳の配布 一貫 し た支援を行 う た め 、 埼玉

【障がい者福祉課】 県 で 作 成 し た サ ポー ト 手 帳 を

市窓 口 で希望者に配布す る 。

(3) 保健医療体制の充実

①医療給付等の充実

事業名 内容

重度障がい者 （身体障害者手帳

1 · 2 · 3 級、 療育手帳 @ · A ·
B 、 精神障害者保健福祉手帳 1

重度心身障害者医療費助 級、 65 歳以上で高齢者の 医療の

成制度 確保 に 関 す る 法律施行令別 表

【障がい者福祉課】 各号 に 掲 げ る 障が い に 該 当 す

る 方） を対象に 医療機関等で保

険診療 を 受 けた と き 、 そ の 医療

費の一部負担金 を支給す る 。
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現況 目 標

参加希望者 の 受 け入れ

を行 っ て い る 。
推進

原則 と し て 隔週水曜 日

午後 2 時 30 分か ら 午後
推進

4 時ま で実施 し て い る 。

( 6 月 ~ 2 月 ）

現況 目 標

【平成 28 (201 6) 年度実績】

. 2 回 開催

推進

市窓 口 で希望者 に配布

し て い る 。
推進

現況 目 標

【平成 28 (201 6) 年度実績】

・ 受給者数 3 , 427 人

・ 総支給件数 88,235 件

推進



事業名 内容 現況 目 標

医 療 費 の み の 負 担 に 着 目 し た 【平成 28 (201 6) 年度実績】

精神通院医療 と 、 所得の み に着 ・ 精神通院医療 2,232 人

目 し た 更生 医療 ・ 育成医療の 3 • 更 生 医療 1 07 人

つ の 医療制度 を 、 医療費 と 所得 ・ 育成医療 83 人
自 立支援医療の推進

の 双 方 に 着 目 し た 負 担 の 仕 組
推進【 障が い者福祉課】

みに統合 し た 、 障害者総合支援
【子育 て 支援課】

法 に お け る 医 療 費 助 成 制 度 を

推進す る 。

※原則 1 割負担 （負担軽減措置あ

り ）

医 療 機 関 等 で 保 険 診療 を 受 け 【平成 28 (201 6) 年度実績】

た と き 、 入院及び通院 に つ い て ・ 登録児童数 1 8 , 7 1 4 人
子 ど も 医療費 の 充実

は 中 学校 卒 業 ま で の 児 童 に 対 ・ 総支給件数 245,1 37 件 推進
【子育 て 支援課】

し 、 そ の 医療費の一部負担金 を

支給す る 。

②医療体制の整備

事業名 内容 現況 目 標

日 曜 日 の夜間 、 祝 日 と 年末年始 【平成 28 (201 6) 年度実績】

の 午 後 及 び 夜 間 に 初 期 救 急 医 ・ 診療 回 数 89 件

療 を提供す る 。 平成 29 (201 7 ) ・ 受診者数 931 人

年 度 か ら 久 喜 市 単独 で 運 営 を
推進

行 っ て い る 。 今後 も休 日 夜間急

患診療所 に お いて提供 し て い る

初期救急医療 を継続 し 、 内容の

初 期 及 び第二次救急医療
充実を 図 る 。

東部北地区 に お い て 、 第二次救 地域 医 療 対 策 事 業 を 実
体制 の 整備

急 医療 に 関 す る 協 議 及 び 医 療 施 し て い る 。
【健康 医療課】

機 関 へ の 補 助 を 実 施 す る 。 ま 推進

た 、 第二次救急 に お け る 広域 的

救急医療体制 の充実 を 図 る 。

埼 玉 利根保健 医 療 圏 医療連携 地域 医 療 対 策 事 業 を 実

推進協議会 に お い て 、 医療連携 施 し て い る 。

シス テ ム を構築 ・ 運用 す る 。 ま 推進

た 、 広域医療圏 に お け る 医療施

設間の連携強化 を 図 る 。

第1
部

第4章
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事業名 内容 現況 目標

障がい者 （児） 歯科保健 ・ 障がい者 （児） 歯科保健 ・ 歯科 随時実施 している 。

歯科診療の相談支援等 診療に関する相談支援及び情 推進

【障がい者福祉課】 報提供を行 う 。

③福祉 ・ 保健 ・ 医療の連携促進

事業名 内容 現況 目標

福祉 ・ 保健 ・ 医療の連携を図 り 各機関 と の連絡 ・ 調整

福祉 ・ 保健 ・ 医療の連携 つつ 、 適切 に役割分担 し なが 機能の充実に努めて い

のための環境づ く り ら 、 サー ビスを総合的かつ効果 る 。 推進

【障がい者福祉課】 的に提供す る体制整備を進め

る 。
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5 教育 ・ 保育

◆現状と課題
障がいのある子どもの能力や可能性を最大限に伸ばし、自立した社会生活を送るため

に必要な力を養うためには、一人ひとりの個性や障がいの状態などに応じ、きめ 細かな

教育・療育を行うことが重要です。

アンケート調査や団体ヒ アリング調査の結果では、「小さい頃から全ての子どもが障が

いのある子どもとともに過ごすことが障がい理解に繋がる」という意見などが寄せられ

ています。

共生社会の実現に向け、特別支援教育の一層の充実を図るとともに、障害者権利条約

の理念を踏まえたインクルーシブ教育システムの構築を目指していくことが重要である

と考えられます。

また、療育の場の利用を希望する子どもや保護者が増えているため、希望通りの療育

を受けることが難しいという声も多くなっており、療育の場の量的 · 質的な確保・充実

も課題となっています。

さらに多くの保護者が、小学校入学時や中学・高校進学時の学校選択に迷いや不安を

訴えており、学校での支援や指導に関する適切な情報提供と、本人や保護者に寄り添っ

た相談支援の充実が必要であると考えられます。

本人や保護者にとっては学校卒業後の就労や通所など社会生活も大きな関心事であり、

卒業後に関する進路指導や就職に関するさまざまな支援を一層充実していくことも必要 算I

です。 4 

第1
部

章
◆取 り組みの方向

障がいのある子どもの能力や個性を最大限に伸ばすためには、早期の療育支援や子ど

もの特性に合った指導が重要であり、障がいの早期発見、早期療育のための体制の充実

を図ります。

また、障がいのある子どもを受け入れる保育施設、学校施設等の環境の改善に努める

とともに、障がいのある人が心身の能力をできるだけ向上させ、自分らしく地域生活や

社会生活を送れるようにすることを目指し、インクルーシブ教育システムの理念を踏ま

えた、特別支援教育の一層の充実と学校や地域における支援体制の構築を推進します。
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(1) 特別支援教育の充実

①特別支援教育の充実

事業名 内容

特別支援学級や通常の学級に

個別指導の充実
在籍す る児童生徒の発達に応

じた教育支援プラ ンの作成と 、
【指導課】

それに基づいた教育活動 を実

施する 。

通常の学級に在籍 し 、 こ と ばや

通級指導教室の充実
き こ えに心配のある児童や、 コ

【指導課】
ミ ュ ニケーシ ョ ンや対人関係

等が苦手な児童を対象に、 個別

の指導を行 う 。

特別支援学級に在籍す る児童

生徒の教育的ニーズに応 じて 、

通常の学級におけ る交流及び

交流及び共同学習の推進 共同学習を実施する 。

【指導課】 特別支援学校等の児童 ・ 生徒が

居住地の学校の児童 ・ 生徒と と

も に学ぶ支援籍学習 を実施す

る 。

通常の学級または特別支援学

級に在籍す る特別の教育的支

援を必要とする児童 • 生徒への

個別の支援を充実する 。

臨床心理士等が学校を訪問 し 、

支援体制の整備 ・ 充実 通常の学級に在籍す る特別な

【指導課】 教育的支援を要する児童 ・ 生徒

への効果的な指導 ・ 支援につい

て助言する 。

面接相談室において 、 市内在学

児童 • 生徒や就学児の就学に係

る相談を継続的に実施する 。
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現況 目標

教育支援プラ ンに沿っ

た教育活動を実施 して

いる 。 推進

こ と ばの教室、 じ情
ょ う緒

ち ょ

の

教室での指導を行って

いる 。 推進

個人面談 ・ 教育相談 ・

補 習 等 を 実施 し て い
推進

る 。

支援籍学習を実施 して

いる 。
推進

学校いきいき支援事業

を実施 している 。
推進

特別支援巡 回 指導 を

実施 している 。

推進

継続 的 な就学相 談 を

実施 している 。 推進



②イ ンクルーシブ教育体制の整備 ・ 充実

事業名 内容 現況 目 標

障がいの あ る 幼児 ・ 児童 ・ 生徒 通 常 の 学級又 は特別 支

と 障が いの な い幼児 ・ 児童 ・ 生 援学級 に 在 籍 し て い る

徒 が 同 じ 場 で 共 に 学 ぶ こ と が 特別 な 支援が必要 な 児

大切 で あ る と い う 認識の 下 、 個 童 • 生徒 に 対 し 、 適切

別 の 教 育 的 ニ ー ズ の あ る 子 ど な 支 援 を 行 う た め 、 教

イ ン ク ルー シ ブ教育体制
も に 対 し 、 的確な指導が提供 で 育 活 動 指導 員 又 は支援

き る よ う 、 小 ・ 中 学校 に お け る 員 を 配置 し て い る 。 ま
の整備 ・ 充実 推進

通常の学級、 通級に よ る 指導 、 た 、 本 人 ・ 保護者 の 二
【指導課】

特別 支援学級、 特別支援学校の ー ズ に 応 え 、 通級指導

連続性の あ る 「 多様 な 学 び場」 教 室 で 指導 を 行 っ て い

の整備、 充実 を 図 る 。 る 。 特別 支援学校 と 連

携 し 、 通 常 の 学級 と の

交 流 を 行 う 支援籍学習

に 取 り 組ん で い る 。

③学校施設の整備

事業名 内容 現況 目 標

障がい者 に 配慮 し た教育
教育施設 を建設す る 際に は、 障 学校等 の 増 改築 に あ た

施設の整備
がいの あ る 人や高齢者等 、 全 て っ て 、 ユ ニ バー サ ル デ

【 営繕課】
の 人 に と っ て 利 用 し や す い 施 ザ イ ン を 取 り 入れ た 設 推進

【教育総務課】
設 と な る よ う 配慮 し 、 整備 を 推 計 ・ 施工 を 実施 し て い

進す る 。 る 。

第1
部

第4章
④障がい児保育の充実

事業名 内容 現況 目 標

保育の必要性があ り 、 集 団 保育 公立 ・ 私立保育所等 に

保育 の充実 が 可 能 な 心 身 に 障 が い の あ る お い て 、 障 が い の あ る
推進

【保育課】 児童 を 受 け入れ、 障がいの な い 児 童 を 受 け 入 れ て い

児童 と と も に保育 を 実施す る 。 る 。

心 身 障 が い 児 通 園 施 設 「久喜市立 の ぞみ園」 で 、 障が 【平成 28 (201 6) 年度実績】

「 久喜市立 の ぞみ園」 の い や 発 達 に 遅れ の あ る 児 童 に • 利 用 児童数 1 0 人
推進

運営 対 し 、 機能 回 復訓練及 び基礎的

【 障が い者福祉課】 な 生活指導 を 実施す る 。
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事業名 内容 現況 目標

「久喜市立のぞみ園」 の在園 【平成 28 (201 6)年度実績】

理学療法士等によ る訓練 児 ・ 在宅の障がい児及びそれら ・ 言語指導 1 2 回実施

の充実 の保護者を対象に、 必要な言語 ・ 理学療法指導 1 2 回実施 推進

【障がい者福祉課】 指導、 理学療法指導、 心理相談 ・ 心理指導 6 回実施

を実施する 。

発達障がいの知識を持つ専門 【平成 28 (201 6)年度実績】

保育所等巡回支援事業の
員が、 保育所等を巡回 し 、 施設 ・ 対象施設 7 箇所

の職員や発達障がい児等の保 ． 巡回回数 1 0 回 推進充実
護者に対 し 、 発達障がいの早期

【障がい者福祉課】
発見及び早期支援のための助

言 ・ 指導を行 う 。

「久喜市立のぞみ園」 において 【平成 28 (201 6)年度実績】

親子登園を実施 し 、 在宅の障が ・ グループ親子登園

親子登園の充実
いの ある児童 と その保護者が 9 回実施

「のぞみ園」 の活動に参加 し 、 ・全員親子登園 9 回実施 推進
【障がい者福祉課】

遊びや子 ど もへの関わ り 方 を

学ぶ と と も に親同士の交流を

図る 。

幼稚園の受け入れ条件の
か は い

教員が足 り ない場合、補助教員を加配 し 、 障がい等の

整備 あ る子 ど も の教育の充実を図 補助教員を加配 して い 推進

【学務課】 る 。 る 。

⑤障がい児の適正な就学支援 ・ 相談の充実

事業名 内容 現況 目標

障がい児就学支援委員会を 中 【平成 28 (201 6)年度実績】

就学支援の充実 心に児童 ・ 生徒の状況や発達の ・ 障がい児就学支援委 推進
【指導課】 段階に応 じて適切な就学支援 員会 4 回開催

を推進する 。

心理専門員、 スクールソーシャ 平成 28 ( 20 1 6 ) 年 1 0

ルワー カ ーや適応指導教室訪 月か ら導入 している 。

相談体制の充実 問指導員 ・ 相談員を配置 し 、 関
推進

【指導課】 係機関が連携 し た個別の就学

相談や教育相談を通 して 、 適切

な就学支援を行 う 。

72 



6 生涯学習 ・ スポーツ ・ 文化活動

◆現状と課題
障がいのある人が、さまざまな社会活動に参加して生きがいのある暮らしを送ることが

できるよう、障がいの有無にかかわらず誰もが生涯学習やスポーツ ・ 文化活動を行える環

境を整備するとともに、気軽に参加できる機会を確保 ・ 提供していくことが重要です。

アンケート調査の結果では、 「地域活動に参加している」という回答は2割 弱にとどま

っていますが、 「今後参加したい」という回答は3割 あまりにのぼっており、 「参加した

い」と思いながら実際には参加できていない方がかなりいることが伺えます。

団体ヒ アリング調査の結果では、 「さまざまな活動やイベントがあっても、障がいがあ

るためにさまざまな理由で参加が難しい」という声も寄せられており、参加しやすい環

境の整備や機会の提供とともに、参加の妨げとなっているバリアを取り除いていくこと

も必要であると考えられます。

◆取 り組みの方向
障がいのある方が、生涯学習やスポーツ ・文化活動により一層参加しやすくなるよう、

さまざまな分野の活動団体と連携して支援を行うとともに、市も主体となって参加の機

会を提供していきます。

( 1 ) 生涯学習 ・ スポーツ ・ 文化活動の振興

①生涯学習の振興

第1
部

第4章
事業名 内容 現況 目標

久喜市生涯学習推進大会 「まな 実施会場は市内 4 地区

びすと久喜」 の実施にあた り 、 を順に設定 している 。

手話通訳者を配置 し 、 聴覚障が また 、 大会テーマに沿

い者に配慮 した大会を実施す っ て 、 各種イ ベン ト及

る 。 び講演会を実施 して い

る 。
生涯学習推進大会の実施

平成 29 (201 7 ) 年度は 推進
【生涯学習課】

栗橋文化会館 （イ リ ス ）

で 、 実施を予定 して い

る 。

【平成 28 (201 6) 年度実績】

・ 参加延べ人数

約 2 , 800 人
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事業名 内容 現況 目 標

視 覚 に 障 が い の あ る 人 へ の 録 【平成 28 (201 6) 年度実績】

音 資 料 、 点 字 図 書 の 貸 出 の ほ 音訳ボ ラ ン テ ィ ア講習会

か 、 心身 に 障が い の あ る 人 で 、 . 1 回 実施

図 書 館 に 来 館 す る こ と が 困 難 ・ 参加者 1 4 人

な 人 、 通常 の 印刷物 で の 読書が

中 央 國 書 館 障 が い 者 サ 困 難 な 人 な ど に 対 し 、 録音資料
ー ビス の充実 の 貸 し 出 し 、 図書の郵送貸 し 出 推進

【 中 央 図 書館】 し 等 の 障 が い 者 サー ビ ス を 実

施す る 。 ま た 、 録音資料な どの

製 作 に 協 力 し て い た だ く 音 訳

ボ ラ ン テ ィ ア の 音 訳技術 の 向

上 を 図 る 講 習 会 な ど を 開 催 す

る 。

障 が い 者 の 社 会 参 加 及 び 自 立 【平成 28 (201 6) 年度実績】

在 宅 障 が い 者 社 会 活 動
を促進す る た め 、 情報の収集及 障がい者パソコ ン講座 ( 2

び コ ミ ュ ニ ケーシ ョ ン を 図 る 講座） 推進等支援
上 で 有 力 な 手 段 で あ る パ ソ コ ・ 延べ 8 日 間

【 障が い者福祉課】
ン を 利用 し 、 イ ン ターネ ッ ト 等 ・ 受講者 3 人

を体験す る 機会 を提供す る 。

②スポーツ ・ レク リ エーシ ョ ンの振興

事業名 内容 現況 目 標

障 が い の あ る 方 も ス ポーツ や 【平成 28 (201 6) 年度実績】

レ ク リ エーシ ョ ン を 体験 で き ふれ あ い ス ポ ・ レ ク フ

る 場 を提供す る と と も に 、 参加 ェ ス タ

障がい者ス ポーツ の促進 者への ア ン ケー ト 等 を 実施 し 、 . 1 回 開催
推進

【 生涯学習課】 そ の 意 見 を 参 考 に し な が ら 参 · 46 人参加

加者がよ り 楽 し め る よ う 、 内容 ・ 久喜市ス ポーツ 推進

の 充実 を 図 る 。 委 員協議会主催、

市 ・ 教育委員会後援

就 労 し て い る 知 的 障 が い 者 の フ レ ン ド シ ッ プ学級 を

余暇活動 を支援す る と と も に 、 実施 し て い る 。
余暇活動の支援

相 互 の 交 流 を 深め 、 自 主 的 な社 • 平成 29 (201 7 ) 年度 推進
【 障が い者福祉課】

会 参 加 の 促 進 を 図 る た め の 活 登録者 1 5 人

動 を 実施す る 。

74 



③芸術文化活動の振興

事業名 内容 現況 目標

久 喜 市 障 害 者 団 体連絡会 の 構 市役所庁舎展示

成団体等 に よ り 、 市内 障がい者 ・ 年 2 回 ( 6 月 、 1 1 月 ）

芸術文化活動の振興 団 体 や施設 で 作 成 さ れ た 作 品
推進

【障がい者福祉課】 を市役所 1 階 ロ ビーに展示す る

こ と で 、 ノ ーマ ラ イ ゼーシ ョ ン

の普及 を推進す る 。
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7 生活環境

◆現状と課題
バリアフリー化に向けた一連の法整備が進められてきたこともあり、さまざまなバリ

アを取り除く動きは進んでいますが、障がいのある人が不自由なく地域生活や社会生活

を送るためには、さまざまなバリアが残されているのが現状です。 公共施設や民間の建

築物、公共交通機関、情報提供 · 情報発信に関するバリアフリー化を推進し、安全で快

適なまちづくりを進めることは、障がいの有無に関わらず誰もが暮らしやすい環境を幣

備することにもつながります。

アンケート調査の結果では、外出に関して困っていることとして、視覚障がいや肢体

不自由のある方では 「道路や通路等に段差がある」、 「駅や施設等の階段が利用しづらい」

という回答が多くなっています。 団体ヒ アリング調査の結果では、バリアフリー化が行

われても、障がいのある方にとって必ずしも使いやすくなっていないことがあるという

意見もあり、利用する当事者の声に一層耳を傾けながら、取り組みを進めていくことが

必要であると考えられます。

◆取 り組みの方向
障がいのある方をはじめ、全ての人にとつで快適な生活環境を整えるため、公共施設

や大規模建築物、道路等のバリアフリー・ユニバーサルデザイン化をさらに推進してい

きます。

また、障がいのある方の地域生活や社会生活にとって不可欠な移動手段を確保するた

めに、移動・交通対策を一層推進し、誰にとっても使いやすい公共交通機関等の整備を

進めていきます。

( 1 ) バ リ ア フ リー ・ ユニバーサルデザイ ンのまちづく り

①公共施設のバ リ アフ リー化の推進
事業名 内容 現況

公共施設において は新たに施 高齢者、 障がい者等が

設を整備する際は、 誰もが使い 円滑に利用でき る公共

やすいよ う なユニバーサルデ 施設の整備を進めてい
障がい者に配慮 した公共 ザイ ンの視点を踏まえ 、 障がい る 。

施設の普及促進 のある人や高齢者等、 全ての人

【関係課】 に と っ て利用 しやすい施設づ

く り を促進する 。 また 、 既存施

設を改修する場合もバ リ ア フ リ
ー化を推進する 。
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事業名 内容 現況 目標
都市公園に障がい者用 ト イ レ 東ー公園の ト イ レや出

公園の整備
の設置を進める と と も に 、 階段 入口等について 、 埼玉
等の ある箇所にス ロ ー プを設 県福祉のま ちづ く り 条 推進

【公園緑地課】
置 し 、 段差を解消するなどのバ 例に基づいた設計を行
リ ア フ リ ー化を推進する 。 い、 整備を完了 した 。

②民間施設のバ リ アフ リー化の促進

事業名 内容 現況 目標
民間の施設において 、 施設の 人にやさ しいまちづく り

民間施設のユニバーサル 釜討花に伴 う 建て直 しや新た 促進事業を実施 し て い
デザイ ン ・ バ リ ア フ リ ー な施設を設置する場合には、 ユ る。

推進
化の促進 ニバーサルデザイ ンの考え方 【平成 28 (2016)年度実績】
【関係課】 を取 り 入れた設置を促進する 。 補助金交付件数 5 件

補助合計額 900,000 円

③交通バリ アフ リー化の推進

事業名 内容 現況 目標
高齢者、 身体障がい者等の路線 乗合バス台数 9 1 台の う
バス利用の利便性を向上 し 、 市 ち 、 69 台のノ ンステ ッ
民の路線バスの利用 を促進す プバス を 導入 し て い

ノ ンス テ ッ プバス導入 るため 、 超低床ノ ンステ ッ プバ る 。
促進 スの導入促進事業を行 う 路線 推進
【企画政策課】 バス事業者に対 し 、 予算の範囲

内で補助金を交付 し 、 市内を走
行す る路線バスのバ リ ア フ リ
ー化を促進する 。
道路の新設改良 ・ 維持管理にあ 障がい者に配慮 した道

道路新設改良 ・ 維持管理 た っては、 段差解消や視覚障が 路の整備促進 ・維持管理
事業の推進 い者誘導用 ブ ロ ッ ク の設置を パ ト ロールや住民か ら

推進
【道路河川課】 推進する 。 の連絡で現場を確認 し

ながら随時対応 して い
る 。

交通安全施設の整備 音響式信号機、 エスコー ト ゾー 音響式信号機、 エス コ
【生活安全課】 ンの設置を進める と と も に、 維 ー ト ゾーンを設置 して 推進
【道路河川課】 持管理を推進する 。 いる 。
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事業名 内容 現況 目標

市内各駅前広場において、 バ リ 【平成 28 (201 6) 年度実績】

ア フ リ ー化施設の整備を推進 ・ 東鷲宮駅東西連絡地

する と と も に 、 市が管理するエ 下道東側にエ レベー
駅前広場の整備

レベーター ・ エスカ レーターの ター ・ エスカ レータ
【障がい者福祉課】

保守 ・ 点検、 視覚障がい者音声 ーを設置 している 。 推進
【都市整備課】

誘導装置の保守 ・ 点検、 視覚障 ・ 南栗橋駅西口駅前広

がい者誘導用 ブ ロ ッ ク の維持 場に歩道乗 り 入れス

管理など、 適正な管理を実施す ロープを設置 してい

る 。 る 。

障がい者の交通機関、 関連施設 障がい者団体と の定期

交通バ リ ア フ リ ーに関す 等の改善点につ いてのニーズ 的な協議の中でニーズ

る障がい者ニーズの把握 を把握 し 、 関係各課や関係機関 を把握 している 。 推進

【障がい者福祉課】 に対 し 、 交通バ リ ア フ リ ーに関

する要請等を実施する 。

④カ ラーユニバーサルデザイ ン化の推進

事業名 内容 現況 目標

カ ラーユニバーサルデザ
市ホ ムページや広報 く き 、 教 市ホームページでの配

イ ン化の推進
育現場での黒板利用等に関 し 、 色の工夫や広報 く き等

【シテイ プロモーショ ン課】
色覚障がいの ある人に配慮 し の文字の識別明確化を 推進

【指導課】
た 、 誰でも識別 しやすい配色、 行っている 。

採光の工夫等を実施する 。

⑤住宅のバ リ アフ リー化の推進

事業名 内容 現況 目標

重度身体障がい者の 日常生活の 【平成 28 (201 6) 年度実績】

環境改善 ・ 介護者の負担軽減及 ・ 補助交付件数 3 件
重度身体障害者居宅改善

び自立更生を促進するため、 居
推進整備費補助事業の実施

室 ・ 浴室 ・ 手洗い等居宅の一部
【障がい者福祉課】

を障がいに応 じて使いやす く す

る整備に対 して補助する 。
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⑥住民助け合いシステムの推進

事業名 内容 現況 目 標

元気な高齢者等が、 支 援 を 必要 【平成 28 (2016) 年度実績】

と す る 高 齢者 や 障 が い 者 等 を • 利用会員登録 345 人

地域で 支 え 、 そ の 対価 を ポ イ ン ・ 協 力 会 員 1 77 人

く き 元気サー ビス 事業の ト 化 し 、 地元商店街で使用 で き • 利 用 時 間 1 , 1 66 .  5 時 間

実施 る 制度 を活用 し 、 商店街の活性 • 利 用 回 数 852 回 推進

【久喜市社会福祉協議会】 化 、 担 い手 の 介護予 防や健康維

持 、 制度の谷間 に あ る 利用者の

住 み 慣れ た 地域 で の 生 活 等 を

支援す る 。

希 望 す る 在 宅 の 高 齢 者 及 び 介 【平成 28 (2016) 年度実績】

護者 を 対象 に 、 ふれ あ い電話ボ ・ ボ ラ ン テ ィ ア 37 1 人

ふれ あ い電話サー ビス 事 ラ ン テ ィ ア 講座 を 修 了 し た ボ ・ 延べ 1 , 1 86 人へ電話

業の実施 ラ ン テ ィ ア が電話 を か け 、 安否 推進

【久喜市社会福祉協議会】 確認等 を 実施 し 、 交流 を 図 る 。

相 談 が あ る 場 合 は 専 門 職 と 連

携 し て 対応す る 。

65 歳 以 上 の一人暮 ら し の 世 帯 【 平成 29 (20 1 7 ) 年 4 月

や 、 障が い の あ る 方のみで構成 1 日 現在 の登録状況】

ふれ あ い収集事業の実施 さ れた世帯 を 対象 に 、 戸 別 に ご · 65 歳以上の一人暮 ら
推進

【久喜宮代衛生組合】 みの収集 に伺 う 。 し 世 帯 1 1 6 世帯

・ 障がいの あ る 方のみ

の 世帯 1 6 世帯
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8 安全 • 安心なまちづく り

◆現状と課題

全国各地でたび重なる地震や風水害等の発生により、 災害対策は全ての人にとって重

要な関心 事となっています。 特に障がい特性のために災害発生時の避難や避難所での生

活に支障のある障がい者は、障がいのない人よりも大きな不安を抱えていることが多く、
き っ きん

障がいに配慮した防災対策が喫緊の課題となっています。

アンケート調査結果では、 地震などの災害発生時に一人で避難することができない人

は4 割 あまりにのぼっています。 また、 避難所での生活に不安を抱えている人も多く、

特に内部障がいや精神障がい、 難病の方を中心に「避難中に薬や医療的ケアを確保でき

るか心 配」 という回答が多くなっています。

また、 障がいのある方や高齢者など判 断能力に不安のある方が悪徳商法や振り込 め詐

欺等の被害に遭うケースも増えており、 障がいのある方などを犯罪から守る対策も必要

とされています。

◆取 り組みの方向

災害時要援護者名簿の充実と活用に向けた取り組みを図るとともに、 避難所で障がい

に配慮した過ごし方ができるよう、バリアフリーやユ ニバーサルデザインの考え方に基

づいた福祉避難所の整備を進 めます。 障がいのある方が犯罪に巻き込まれることがない

よう、 消費生活に関する啓発や相談を行うとともに、 成年後見制度の利用支援を充実し

ていきます。

( 1 ) 防災対策の強化

①情報伝達体制 ・ 訓練強化

事業名 内容 現況 目標

福 祉 施 設へ の 防 火 管 理教 育 の 【平成 28 (201 6) 年度実績】
火災予 防施策の充実 徹底 を 図 る 。 ま た 、 各該 当 施設 . 2 回 実施

推進
【埼玉東部消 防組合】 年 2 回 以上 消 防訓 練 を 実施す

る 。
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事業名 内容 現況 目標

65 歳以上の方、 身体障害者手帳 平成 29 (20 1 7 ) 年 3 月

の交付を受けて いる方のみで から実施 している 。

構成 されて いる世帯及び 自 ら

住宅用火災警報器取付支
住宅用火災警報器を設置す る

こ と が困難で ある世帯に取付
援の推進 推進

【埼玉東部消防組合】
を支援する 。 また 、 申請があっ

た世帯に、 消防職員が住宅用火

災警報器の取付を支援する 。

※住宅用火災警報器本体等は、

申請世帯で準備

平成 27 (20 1 5) 年 5 月 1 日か ら 、 【平成29 (2017)年4月 1 日現在】

聴覚に障がいのある方に火災や ・ メール 1 1 9登録者 26人

メール 1 1 9 · N E T 1 1 9 ・ フ 救急などの緊急事態が発生 した · N E T 1 19登録者 35人

ァ ックス 1 1 9通報受信業務 場合において 、 携帯電話 （スマ ・ フ ァ ッ ク ス 1 1 9 推進

【埼玉東部消防組合】 ー ト フ ォ ンなど） を使用 した N 全市民通報可能
E T  1 1 9 による緊急通報体制及

び受信体制の充実を図る 。

②災害時要援護者の避難行動支援

事業名 内容 現況 目標

自主防災組織の組織化の 災害発生時における要援護者 【平成29 (2017)年4月 1 日現在】

促進と活動の充実 の避難行動を支援す る 自 主防 ・ 自主防災組織数 1 47 団体 推進

【消防防災課】 災組織の活動を支援する 。

地震な どの災害発生時に聴覚 ・ 障がい者意思表示支

に障がいの ある方々の援助 を 援用具 （バンダナ）

必要 と す る意思表示の支援に は、 平成 27 (20 1 5) 

役立つよ う 、 「障がい者意思表 年 3 月 か ら配布 して

示支援用具 （バンダナ ） 」 を聴 いる 。

障がい者意思表示支援用 覚に障がいのある方や、 手話の ・ 障がい者意思表示支

具給付の推進 できる方に配布する 。 また 、 地 援用具 （ ビブス） は、 推進

【障がい者福祉課】 震な どの災害発生時に視覚に 平成 28 (20 1 6) 年 1 1

障がいの ある方々の援助 を必 月から配布 している 。

要 と す る意思表示の支援に役

立つよ う 、 「障がい者意思表示

支援用具 （ ビ ブス ） 」 を視覚に

障がいのある方に配布する 。
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事業名 内容 現況 目標

災害に備えた事前の準備と 、 実 先進自治体の事例を参

障がい者のための防災マ 際に災害が起 こ っ た場合に障 考に 、 策定に向 けた研

ニュアルの策定 がい者本人 と その支援者が と 究を進めている 。 策定

【障がい者福祉課】 るべき行動について ま と めた

防災マニュアルを策定する 。

③福祉避難所の整備

事業名 内容 現況 目標

各施設管理者と協議 し 、 市内の 【平成 28 (201 6)年度実績】

公共施設や民間福祉施設を災 • 福祉避難所 18 箇所指定

害時の福祉避難所 と し て指定

し 、 災害時に施設関係者や関係

災害時要援護者用避難所 機関 • 関係団体と連携 して 、 要

の整備 援護者の避難生活を支援する 。 推進

【社会福祉課】 福祉避難所に必要な消耗品 （ア

レルギー特定原材料の少ない食

料品や哺乳瓶等） や備品 （パー

テーシ ョ ンやテン ト等） を備蓄

している 。

④災害時要援護者名簿の充実

事業名 内容 現況 目標

平成 26 (20 1 4) 年 4 月施行の災 【平成 28 (201 6)年度実績】

害対策基本法の改正によ り 、 市 ・ 障がい者の登録者数

町村による 「避難行動要支援者 6 1 0 人

名簿」 の作成、 名簿情報の避難

災害時要援護者名 簿の 支援等関係者への提供等の規

充実 定が設け られたため 、 既存の 推進

【社会福祉課】 「災害時要援護者名簿 （要援護

者見守 り 支援登録台帳） 」 と 併

せて 「避難行動要支援者名簿」

の作成及び整備を行い、 その活

用を図る 。
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( 2 ) 防犯対策の強化

①被害防止 ・ 救済の促進

事業名 内容 現況 目標

障がい者 の 消 費 生活相 談 （ ト ラ • 本庁

消費者救済
ブルや被害等） の 充実 を 図 る 。 相 談 日 週 5 回

・ 各総合支所 推進
【 生活安全課】

特設消 費 生 活相 談 と

し て 年 2 回 、 全 6 回

消 費 生活講座の実施 消 費 生 活 に 関 す る 啓 発 講 座 を 年 2 回 実施 し て い る 。
推進

【 生活安全課】 開催す る 。

第1
部

②成年後見制度の利用支援 （再掲）

この項目は、 3 7ページの「 1 権利擁護 · 障がい理解 ( 2 ) 権利擁護の推進 ④成

年後 見制度 の利用 支援」 に 記載 さ れて い ま す。

第4章
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第 5章 計画の推進に向けて

1 計画の推進体制

計両の推進にあたっては、 市の関係部署が連携して施策や事業に取り組むとともに、
障がい者団体やサ ー ビス事業者、 久喜市社会福祉協議会、 N P O ・ ボ ラ ンテ ィ ア団体、
医療機関、 教育機関、 公共職業安定所、 その他関係者 • 関係団体等と連携し、 全ての市
民の協力のもと、 久喜市全体で「ともに生き ともに暮らす 地域共生社会づくり」の
実現を目指します。

三 暴會 工且
（ 久喜市障がい者施策推進協議会 ）

2 計画の評価と見直 し
しんち ょ く計画期間中は年度ごとに久喜市障がい者施策推進協議会に 進 捗 状況を報告して評価

を行うとともに、 計画最終年度 （障がい福祉計画及び 障がい児福祉計画は平成32 (2 
0 2 0)年度、障がい者計画は平成35 (2023)年度）には全体的な総括を行って、
その結果を次期計画の策定に反映していきます。 また、 社会情勢や法制度改正などに対
応するため、 必要に応じて計画期間中にも見直しを行います。
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第 2
 

部

第5期久喜市障がい福祉計画

平成2 9 (2 0 1 7 ) 年 1 2月 に開催 さ れた
第 8 回埼玉県障害者アー ト 企画展

「 う ふ っ 〇埼玉で こ んなのみつ け ち ゃ っ たP」 出展作品

第
2
部

グループホーム清 久 届藤 みや字 さ ん

第5期久喜市障がい福祉計画は、 障害者総合支援法に基づき、 18歳 以上の障がいの
ある方を対象とした計画です。
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1 障がい福祉計画の基本的 な考え 方

( 1 ) 障がい者等の 自 己決定の尊重 と 意思決定の支援

共生社会を実現するために、障がい者等の自 己決定を尊重し、その意思決定の支援に

配慮するとともに、障がい者等が障害福祉サービスなどの必要な支援を受けながら、本

人が望む地域生活や社会生活を送ることができるよう、障害福祉サービスや相談支援、

地域生活支援事業等の提供体制の整備を進めます。

( 2 ) 障がい種別 に よ ら な い一元的な障害福祉サー ビス の実施等

障がいの種別によらず、必要な人が必要な支援を受けられるよう、障害福祉サービス

等を一元的に提供していきます。 また、発達障がい者、高次脳機能障がい者、難病患者

が障害者総合支援法に基づく給付の対象になっていることについて、一層の周知を図り

ます。

( 3 ) 施設 ・ 病院か ら地域生活への移行促進、 地域生活の継続のための支援、 就

労支援等の課題に対応 したサービス提供体制の整備

入所施設や精神科病院等から地域生活への移行の促進と、地域生活を継続するための

支援の充実を図るとともに、障がい者の就労や職場定着を支援するために、新設される

サービスを含めたサービス提供体制の整備と地域生活支援の拠点づくり、地域の社会資

源の活用等を図ります。

( 4 ) 共生社会の実現に 向 けた取 り 組み

共生社会の実現に向け、住民団体等による法律や制度に基づかない地域の支え合い活

動を支援し、地域住民が障がいのある人などを包み込む地域づくりに主体的に取り組む

ための仕組みづくりを推進します。 専門的な支援を必要としている人のために、各分野

の協働を通じた総合的な支援体制の構築に向けた取り組みを計画的に推進します。
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◆障害福祉サー ビス ・ 障がい児への福祉サー ビス等の体系
I 11 

久 喜 市
C 障害福祉サービス ） 

訪問系サー ビス

●居宅介護

●重度訪問介護

●同行援護

●行動援護

●重度障害者等包括支援

障害者総合支援法によ る

日 中活動系サー ビス等

●生活介護

● 自立訓練 （機能訓練 • 生活訓練）

●就労移行支援

●就労継続支援 ( A型 · B型）

●就労定着支援

●療養介護

●短期入所

一

� 

居住系サー ビス等

● 自立生活援助

●共同生活援助 （グループホーム）

●施設入所支援

障
が
い
者
• 

児

.
I

 
相談支援

●計画相談支援

●地域移行支援

●地域定着支援

自立支援医療

●更生医療

●育成医療

●精神通院医療 （実施主体は県）

（ 地域生活支援事業 ） 
障害者総合支援法によ る

●理解促進研修 ・ 啓発事業 ● 日常生活用具給付等事業

● 自発的活動支援事業 ●手話奉仕員養成研修事業

●相談支援事業 ●移動支援事業

●成年後見制度利用支援事業 ●地域活動支援センター事業

●成年後見制度法人後見支援事業

●意思疎通支援事業

●その他の 日常生活 ・ 社会生活支援

（障がい児への福祉サービス）
児童福祉法による

●児童発達支援

●医療型児童発達支援

●放課後等デイサー ビス

●保育所等訪問支援

●居宅訪問型児童発達支援

●障害児相談支援

第
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●専門性の高い相談支援 ●人材育成

●広域的な対応が必要な事業

●専門性の高い意思疎通支援を行 う者の養成 ・ 派遣

●意思疎通支援を行う者の広域的な連絡調整、 派遣調整等

●障害児入所支援

（福祉型、 医療型）

〗 ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． 
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2 成果 目 標 ・ 活動指標

地域生活への移行や就労支援といった課題に対応するため、 必要な障害福祉サービス

等の提供体制の確保に関して、 平成32 (2020)年度を目標年度とする4 つの目標

を本計画の成果目標として設定します。 また、 成果目標を達成するために必要なサービ

スの見込量等を活動指標として設定します。

(1) 福祉施設の入所者の地域生活への移行

国の基本指針では、 地域生活への移行を進 める観点から、 平成28 (2016)年度

末時点で福祉施設に入所している障がい者 （施設入所者） のうち、 今後、 自立訓練事業

等を利用し、 グループホーム、 一 般住宅等に移行する人の数を見込み、 その上で、 平成

32 (2020)年度末における地域生活に移行する人の目標値を設定することとされ

ています。

当該目標値の設定に当たって、 国は平成28 (2016)年度末時点の施設入所者数

の9 % 以上が地域生活へ移行することとするとともに、 これに合わせて平成32 年度

(2020)年度末の施設入所者数を平成28 (2016)年度末時点の施設入所者数

から2% 以上削減することとしています。

①平成 28 ( 2  0 1 6 ) 年度末時点の施設入所者数の 9 %以上が地域生活へ移行

平成 28 (201 6 ) 年度末時点の施設入所者数 1 3 5人

【成果 目 標】 1 3 人

平成 32 (2020) 年度末ま での地域生活への移行者数 （上記の約 9 %)

◆考え方 ： 国の基本指針に基づき、 設定します。

②平成 28 ( 2  0 1 6 ) 年度末時点の施設入所者数から 2 %以上削減

平成 28 (201 6 ) 年度末時点の施設入所者数 1 3 5人

【成果 目 標】

平成 32 (2020) 年度末の施設入所者数

◆考え方 ： 埼玉県では福祉施設への待機者が年々 増加している状況にあり、 施設入所者

の削減数の数値目標は設定していないことから、 本市でも設定しないことと

します。
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● 活動指標

• 生活介護の利用者数、 利用 日数

・自立訓練 （機能訓練 • 生活訓練） の利用者数、 利用H数

・就労移行支援の利用者数、 利用 日数

・就労継続支援 (A型 · B 型） の利用者数、 利用 日数

・短期入所 （福祉型、 医療型） の利用者数、 利用 日数

・共同生活援助の利用者数

・地域相談支援 （地域移行支援、 地域定着支援） の利用者数

・施設入所支援の利用者数

(2) 精神障がいにも対応 した地域包括ケアシステムの構築

国の基本指針では、 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステ ムの構築を目指す新

たな政策理念を踏まえ、 市町村ごとの保健、 医療、 福祉関係者による協議の場の設置状

況に関する目標値を設定することとされています。

①保健、 医療、 福祉関係者による協議の場の設置

【成果 目 標】

平成 32 (2020) 年度末の保健、 医療、 福祉関係者に

よ る 協議の場の設置

設置 に 向 け て 検討

◆考え方 ： 平成32 (2020)年度末までに、 本市の実情に応じた協議の場の設置に

向けて検討します。

● 活動指標

・自立訓練 （生活訓練） の利用者数、 利用 日数

・就労移行支援の利用者数、 利用 日数

・就労継続支援 (A型 · B 型） の利用者数、 利用 日数

・短期入所 （福祉型、 医療型） の利用者数、 利用 日数

・共同生活援助の利用者数

・地域相談支援 （地域移行支援、 地域定着支援） の利用者数

第
2
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( 3 ) 地域生活支援拠点等の整備

国の基本指針では、 地域生活支援拠 点 等 （面 的な体制も含む） について、 平成32 

(2020)年度末までに各市町村又は各圏 域に少なくとも一つを整備することとされて

います。

①地域生活支援拠点等の整備

【成果 目 標】

平成 32 (2020) 年度末の地域生活支援拠点整備数
整備 に 向 け て 検討

◆ 考え方 ： 平成32 (2020)年度末までに、 国が示す地域生活支援拠 点の整備手法

である※多機能拠 点 整備型や※面的整備型を含 め、本市の実情に応じた拠点等

の整備に向けて検討します。

※多機能拠 点 整備型 ： グループホームや入所施設等に複数の機能を付加する手法

※面的整備型 ： 既存の事業所等に機能を分担する手法

( 4 ) 福祉施設か ら一般就労への移行等

国の基本指針では、 福祉施設の利用者のうち、 就労移行支援事業等 （生活介護、 自立

訓練、 就労移行支援、 就労継続支援） を通じて、 平成32 (2020)年度中に一般就

労に移行する人の目標値を、 平成28 (2016)年度の一般就労への移行実績の1 . 

5倍 以上とすることとされています。

また、 この目標値を達成するため、 就労移行支援事業の利用者数及び事業所ごとの就

労移行率に係る目標値を設定することとし、 就労移行支援事業の利用者数については、

平成32 (2020)年度末における利用者数が平成28 (2016)年度末における

利用者数の2割 以上増加すること、 事業所ごとの就労移行率については、 就労移行支援

事業所のうち、 就労移行率が3 割 以上の事業所を全体の5割 以上とすることを目指すも

のとされています。

さらに、 障がい者の一般就労への定着も重 要であることから、 就労定着支援事業によ

る支援を閲始した時点から1年後の職場定着率に係る目標値を設定することとし、 当該

目標値の設定にあたっては、 就労定着支援事業による支援を開始した時点から1年後の

職場定着率を8割 以上とすることとしています。

①一般就労への移行者数

平成 28 (201 6 ) 年度の一般就労への移行実績 6 人

【成果 目 標】 9 人

平成 32 (2020) 年度の一般就労への移行者数 （上記の約1. 5倍）

◆ 考え方 ： 国の基本指針に基づき、 設定します。
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②就労移行支援事業の利用者数

平成 28 (201 6 ) 年度末における就労移行支援事業の
3 1 人

利用者数

【成果目標】
3 8 人

平成 32 (2020) 年度末における就労移行支援事業の
（上記よ り約2割増加）

利用者数

◆考え方： 国の基本指針に基づき、設定します。

③利用者の就労移行率が 3 割を超える就労移行支援事業所の割合

【成果目標】

就労移行率が3割以上の就労移行支援事業所
1 箇所

◆考え方 ： 国の基本指針に基づき、設定します（市内事業所が1箇所のため、当該事業

所の達成を目標として設定）。

④就労定着支援による支援開始 1 年後の職場定着率

【成果目標】

就労定着支援事業による支援を開始 した時点から

1 年後の職場定着率

◆考え方 ： 国の基本指針に基づき、設定します。

8 割

●活動指標

・就労移行支援の利用者、利用H数

・就労移行支援事業等から一般就労への移行者数（就労移行支援、就労継続支援A型、

就労継続支援B型） 第
2
部
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3 障害福祉サー ビスの見込量と見込量確保のた めの方策

(1) 訪問系サー ビス

サー ビ ス 名 サー ビ ス の 内 容 利用 対象者

自 宅 で の入浴や排せ つ 、 食事の介護な ど を 行 い ま

す 。

居宅介護
・ 身体介護 （食事、 排せつ 、 入浴な ど）

在宅障がい者 ・ 児
・ 家事援助 （食事の準備、 掃除、 洗濯、 買 い物 な ど）

・ 通院等介助 （身体介護有 り ・ 身体介護無 し ）

・ 通院等乗降介助

重度の肢体不 自 由者又は重度の知 的障がい、精神障

重度訪問介護
がいに よ り 、 行動上著 し い困難 を有す る 障がい者で 区 分 4 以上 で一定 の 条件 を 満

あ っ て 、 常 に介護が必要な方 に 、 入浴、 排せつ 、 食 たす方

事等の介助や外出 時の移動の補助 を し ます。

外 出 時 に お け る 支援 を 行 い ま す 。
・ 移動時及 びそれに伴 う 外 出 先 に お い て 、 必要な

同 行援護
移動の援護及 び視覚的情報の支援 （代筆 ・ 代読 視覚障が い に よ り 、 移動 に 著 し

を含む） い困難 を有す る 方
・ 排せつ ・ 食事等の介護その他外 出 す る 際に必要

と な る 援助

自 己判 断等が制 限 さ れて い る 方が行動す る と き に 区 分 3 以上 で一定 の 要件 を 満

行動援護 必要な外 出 支援 を 行 い ま す （危険回 避や社会 的 に たす知 的障がい者 ・ 児 、 精神障

問題の あ る 行為の制止、 発作への対応等 を含む） 。 がい者 ・ 児

区分 6 で 、 意思の疎通 に 著 し い

困 難 を伴 う 方で あ っ て 、 以下 の

いずれかの条件 を満たす方

①四 肢全て に麻
ま

痺
ひ

があ り 、 寝 た

常 に 介護が必要な方の 中 で も 、 介護の必要性が著 き り 状態 で （ ア ） 人 工 呼 吸

重 度 障 害 者 し く 高 い方 に 、 居宅介護な どの 障害福祉サー ビス 器 に よ る 呼 吸 管 理 を 行 な っ

等包括支援 を包括的 に 行 い ま す （ 家事援助 や入浴、 排せ つ 、 て い る 身体障が い者 ・ 児 、

食事な どの介助や外 出 時の移動の援助等 を含む） 。 （ イ ） 最 重 度 知 的 障 が い

者 ・ 児

② 8 0 項 目 の 認 定 調 査 の 行 動

関連項 目 等 ( 1 2 項 目 ） の合

計点数が 1 0 点 以上 の 方
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◆第4期の実績 人 ： 「月 間 の利用者数」

平成 27 年度 平成 28 年度 ※平成 29 年度
(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

利 用 時間
4 , 9 3 6 時間 5 , 6 5 3 時間 5 , 6 0 1 時間

（時間／月 ）

利用者数
2 1 3 人 2 2 5 人 2 3 4 人

（人／ 月 ）
※ 平成 2 9 ( 2 0 1 7 ) 年度実績は、 平成 2 9 ( 2 0 1 7 ) 年 1 2 月 現在の 実績か ら 年度全体の実績 を

推計 し て い ま す。 以降のペー ジ も 同様 に推計値 を掲載 し て い ま す。

◆第 5期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

利 用 時間
5 , 9 1 3 時間 6 , 2 4 3 時間 6 , 5 9 1 時間

（時間／月 ）

利用者数
2 4 2 人 2 5 1 人 2 6 0 人

（人／ 月 ）

◆見込量算出の考え方

訪間系サービス（居宅介護、重度訪間介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括

支援）については、利用者数が増加しており、今後も
一定の需要が見込まれることから、

利用時間数、利用者数ともに、平成 2 9 ( 2 0 1 7 ) 年度実績に第 4期計画期間におけ

る平均的な伸び率を乗じて見込みます。

◆見込量確保のための方策

訪間系サービスについては、今後増加するサービス利用量に対応するため、引き続き

サービス提供事業所等への情報提供や連携を図り、安定的で質の高いサ
ービスが提供で

きるように努めます。

また、 サービス提供事業者の参入促進や、 ホームヘルパーの人材確保・質の向上に努

めます。
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(2) 日 中活動系サー ビス

①生活介護

サ ビ ス 名 サー ビスの内 容 利 用 対象者

常 に 介護が必要 な 方 に 、 施設で入浴や排せ
区分 3 以上 ( 5 0 歳 以上 は 区

分 2 以上） で地域や入所施設
生活介護 つ 、 食事の介護や創作活動等の機会 を提供 し

に お いて 、 安定 し た 生活 を 営
ま す 。

むた め に 、 常時介護が必要な方

◆第 4 期の実績 人 日 ： 「月 間の利用者数」 x 「 1 人 1 月 あた り の平均利用 日数」

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

延べ利用 日数
6 ,  0 2 4人日 6 ,  1 7 9 人日 6 ,  2 6 5 人日

（人 日／月 ）

利用者数
3 0 3 人 3 1 1 人 3 1 4人

（人／月 ）

◆第 5 期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

延べ利用 日数
7 ,  4 8 0人日 8 , 0 7 4人日 8 , 4 4 8 人日

（人 日／月 ）

利用者数
3 4 0人 3 6 7 人 3 8 4 人

（人／月 ）

◆見込量算出の考え方

生活介護の利用者数については、第4期計画期間の実績や特別支援学校卒業生の希望、

事業所開設の状況等を勘案 し て、 利用者数を見込みます。

利用 日数は利用者数に平均利用 日数 （標準22 日） を乗じて見込みます。

◆見込量確保のための方策

常に介護を必要とする障がいのある人に、 ニーズに応じた日中活動の場の確保ができ

るよう、 障がい者支援施設等に対 し て、 必要な情報を提供 し ていくとともに、 新たなサ
ービス事業者の参入促進を図り、 増加するサービス利用量の確保に努めます。
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②自立訓練 （機能訓練）

サー ビ ス 名 サー ビス の 内 容 利用 対象者

入所施設 ・ 病院 を 退所、 退院

自 立訓練 （機能訓練）
身体 に 障がいの あ る 方が、 体 を う ま く 動かす し た 方 等 で 地 域 生 活へ の 移

こ と がで き る よ う 、 訓練 を 行 い ま す 。 行 を 図 る 上 で 支 援 が 必 要 な

身体障が い者

◆第 4 期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

延べ利用 日 数
6 人 日 5 人 日 2 0 人 日

（人 日 ／月 ）

利用者数
1 人 1 人 1 人

（人／月 ）

◆第 5 期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

延べ利用 日 数
2 2 人 日 2 2 人 日 2 2 人 日

（人 日 ／月 ）

利用者数
1 人 1 人 1 人

（人／月 ）

◆ 見込量算出の考え方

自 立訓練 （機能訓練） に つ い て は 、 利用者 の極端な増減が な い た め 、 平成 2 9 ( 2  0 

1 7 ) 年度 時点 の利用者数で見込み ま す。

利用 日 数 は利用者数 に 平均利用 日 数 （標準 2 2 日 ） を乗 じ て 見込み ま す。

◆ 見込量確保のための方策

今後 も サー ビス を 必要 と す る 人やサー ビ ス 提供事業所の状況の把握 に 努 め る と と も に 、

引 き 続 き 施設等 の情報収集等 に努め ま す。

ま た 、 市 内 に お い て 、 サー ビ ス の提供が確保 で き る よ う 、 民 間 事業者等 と の連携 ・ 協

力 を 図 り ま す。
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③自立訓練 （生活訓練）

サ ビ ス 名 サー ビス の 内 容 利用 対象者

入所施設 ・ 病院 を 退所、 退院
障がいの あ る 方が、 地域 で の 生活 に 困 ら な い

し た 方 等 で 地 域 生 活へ の 移
自 立訓練 （生活訓練） よ う 、 自 分で 身 の 回 り の こ と を す る 訓練 を 行

行 を 図 る 上 で 支 援 が 必 要 な
い ま す 。

知 的 ・ 精神 障がい者

◆第 4 期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

延べ利用 日 数
1 2 6 人 日 1 6 2 人 日 1 6 3 人 日

（人 日 ／月 ）

利用者数
7 人 1 0 人 9 人

（人／月 ）

◆第 5 期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

延べ利用 日 数
3 5 2 人 日 5 0 6 人 日 6 6 0 人 日

（人 日 ／月 ）

利用者数
1 6 人 2 3 人 3 0 人

（人／月 ）

◆ 見込量算出の考え方

自 立訓練 （生活訓練） に つ い て は、 事業所の 開設状況 な ど を 勘案 し て 、 利用者数 を 見

込み ま す。

利用 日 数 は利用者数 に 平均利用 日 数 （標準 2 2 日 ） を乗 じ て 見込みま す。

◆ 見込量確保のための方策

今後 も サー ビス を 必要 と す る 人やサー ビ ス 提供事業所の状況の把握 に 努 め る と と も に 、

引 き 続 き 施設等 の情報収集等 に努め ま す。

ま た 、 市 内 に お い て 、 サー ビ ス の提供が確保 で き る よ う 、 民 間 事業者等 と の連携 ・ 協

力 を 図 り ま す。
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④就労移行支援

サ ビス名 サ ビスの内容 利用対象者

就労移行支援
一般企業等への就労を希望する方に、 一定期

就労 を希望す る 6 5 歳 未 満

間、 就労に必要な訓練を行います。
の方で、 企業等に雇用が可能

と認め られる方

◆第4期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

延べ利用 日 数
5 5 1 人 日 6 5 7 人 日 8 5 7 人 日

（人 日 ／ 月 ）

利用者数
3 1 人 3 1 人 4 8 人

（人／ 月 ）

◆第 5期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

延べ利用 日 数
1 , 1 6 6 人 日 1 , 2 7 6 人 日 1 , 3 8 6 人 日

（人 日 ／ 月 ）

利用者数
5 3 人 5 8 人 6 3 人

（人／ 月 ）

◆見込量算出の考え方

就労移行支援については、利用者数が増加しており、今後も
一定の需要が見込まれる

ことから、 第4期計画期間の実績を考慮して見込みます。

利用日数は利用者数に平均利用日数（標準 2 2 日）を乗じて見込みます。

◆見込量確保のための方策

障がい者就労支援センターや公共職業安定所等の関係機関と連携して、就労先の確保

や職場定着の支援に努めます。

また、事業所の新規参入に向け、民間事業者に対する情報提供等を行います。
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⑤就労継続支援 (A型）

サ ビス 名 サ ビスの内 容 利用 対象者

就労継続支援 ( A 型）
雇用 契約等 に基づ き 、 就労に必要な知識や能

企 業 等 に 雇 用 さ れ る こ と が
困 難 な 6 5 歳 未 満 の 方 で 継

力 向 上 の た め に訓練 を 行 い ま す 。
続的 に就労が可能な方

◆第 4 期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

延べ利用 日 数
2 2 9 人 日 6 0 6 人 日 8 6 9 人 日

（人 日 ／ 月 ）

利用者数
1 3 人 2 0 人 4 4 人

（人／ 月 ）

◆第 5 期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

延べ利用 日 数
1 ,  0 7 8 人 日 1 , 1 8 8 人 日 1 ,  2 9 8 人 日

（人 日 ／ 月 ）

利用者数
4 9 人 5 4 人 5 9 人

（人／ 月 ）

◆見込量算出の考え方

就労継続支援 (A型） については、 利用者数が増加しており、 今後も一定の需 要が見

込まれることから、 第4期計画期間の実績を考慮して見 込みます。

利用 日数は利用者数に平均利用 日数 （標準22 日） を乗じて見 込みます。

◆見込量確保のための方策

障がい者就労支援センターや公共職業安定所等の関係機関と連携して、 就労先の確保

や職場定着の支援に努めます。

また、 事業所の新規参入に向け、 民間事業者に対する情報提供等を行います。
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⑥就労継続支援 (B型）

サ ビス名 サ ビスの内容 利用 対象者

就労継続支援 ( B 型）
生＿ 産活動 な どの機会の提供 、就労に必要な知

企 業 等へ の 雇 用 に 結 び つ か

識や能力 向 上 の た め の 訓練 を 行 い ま す 。
な い 方 や一定 年 齢 に 達 し て

い る 方

◆第 4 期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

延べ利用 日 数
2 ,  4 3 2 人 日 2 ,  5 3 1 人 日 2 ,  7 5 4 人 日

（人 日 ／月 ）

利用者 数
1 3 2 人 1 3 4 人 1 5 2 人

（人／月 ）

◆第 5 期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

延べ利用 日 数
3 ,  4 1 0 人 日 3 ,  4 5 4 人 日 3 ,  4 9 8 人 日

（人 日 ／月 ）

利用者 数
1 5 5 人 1 5 7 人 1 5 9 人

（人／月 ）

◆ 見込量算出の考え方

就労継続支援 ( B 型） に つ い て は 、 第 4 期 計画期 間 の 実績や事業所の 開設状況等 を 勘

案 し て 、 利用者数 を 見込みま す。

利用 日 数 は利用者数 に 平均利用 日 数 （標準 2 2 日 ） を乗 じ て 見込み ま す。

◆ 見込量確保のための方策

障が い者就労支援セ ン ターや公共職業安定所等 の 関係機 関 と 連携 し て 、 就労先 の確保

や職場定着 の 支援 に努 め ま す。

ま た 、 事業所の新規参入 に 向 け 、 民 間 事業者 に対す る 情報提供等 を行い ま す。
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⑦就労定着支援

サー ビス名 サー ビスの内容 利用対象者

就労に伴 う 生活面の課題に対応できる よ う 、 就労移行支援等の利用 を経

企業 ・ 自 宅等へ の訪問や障がい者の来所によ て一般就労へ 移行 し た障が

就労 定着支援 り 、 生活 リ ズム、 家計や体調の管理などに関 い者で、 就労に伴う環境変化

する課題解決に向けて 、 必要な連絡調整や指 に よ り 生活面の課題が生 じ

導 ・ 助言等の支援を行います。 ている方

◆第 5期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (20 1 9 年度） (2020 年度）

利用者数
2 人 4 人 6 人

（人／月 ）

◆見込量算出の考え方

就労定着支援は、 平成 3 0 ( 2 0 1 8 ) 年度か ら新たに開始されるサー ビスです。 福祉

施設か ら一般就労へ移行した障がい者数等を勘案 して、 利用者数を見込みます。

◆見込量確保のための方策

障がい者就労支援セ ンターや公共職業安定所等の関係機関 と連携 して 、 就労先の確保や

職場定着の支援に努めます。

ま た 、 事業所の新規参入に向け、 民間事業者に対する情報提供等を行います。
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⑧療養介護

サー ビ ス 名 サー ビ ス の 内 容 利 用 対象者

区 分 5 以 上 で 筋 ジ ス ト ロ フ

医療 と 常 時介護 を 必要 と す る 方 に 、 長期 の 入 ィ ー患 者 若 し く は 重 度 心 身

療養介護 院 に よ り 、 医療機関 で機能訓練 、 療養上 の 管 障がい者、 又 は 区分 6 で A L

理、 看護、 介護 を 行 い ま す 。 s 患 者 等 気 管 切 開 を 伴 う 人

工呼吸器利 用 者

◆第4期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

利用者数
1 7 人 1 7 人 1 7 人

（人／ 月 ）

◆第 5期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

利用者数
1 7 人 1 7 人 1 7 人

（人／ 月 ）

◆見込量算出の考え方

療養介護 に つ い て は 、 利用者 の極端 な 増減が な い た め 、 平成 2 9 ( 2 0 1 7 ) 年度 時

点 の利用者数で見込み ま す。

◆見込量確保のための方策

今後 も サー ビ ス を 必要 と す る 人やサー ビ ス 提供事業所の 状況把握 に 努 め る と と も に 、

引 き 続 き サー ビ ス 提供事業者 と 協議 し な が ら 適切 な対応 に努 め ま す。
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⑨短期入所 （福祉型）

サ ビ ス 名 サ ビス の 内 容 利用 対象者

身体障がい者 ・ 児
自 宅 で介護す る 方が病気の場合 な ど に 、 短期

知 的障がい者 ・ 児短期入所 （福祉 型）
間 、 障がい者支援施設等 に 入所で き ま す 。

精神障がい者 ・ 児

◆第 4 期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

延べ利用 日 数
1 7 1 人 日 1 7 5 人 日 2 3 0 人 日

（人 日 ／月 ）

利用者数
1 9 人 2 0 人 3 4 人

（人／月 ）

◆第 5 期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

延べ利用 日 数
3 3 3 人 日 3 6 0 人 日 3 8 7 人 日

（人 日 ／月 ）

利用者数
3 7 人 4 0 人 4 3 人

（人／月 ）

◆ 見込量算出の考え方

短期入所 （福祉型） に つ い て は 、 利用者数が増加 し て お り 、 今後 も一定の需要 が 見込

ま れ る こ と か ら 、 第 4 期 計画期 間 の 実績や事業所の 開設等 を 勘案 し て 、 利用者数 を 見込

み ま す。

利用 日 数 は利用者数 に 平均利用 日 数 ( 9 日 ） を乗 じ て 見込みま す。

◆ 見込量確保のための方策

市 内 に お い て 短期入所の受 け入れ先 が確保で き る よ う 、 福祉施設や相 談支援機 関等 と

連携 し 、 提供事業者 の確保 の 取 り 組み に努 め ま す。
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⑩短期入所 （医療型）

サー ビス 名 サー ビス の 内 容 利用 対象者

自 宅 で介護す る 方が病気の場合 な ど に 、 短期

短期入所 （ 医療型） 間 、 病院 ・ 診療所 ・ 介護老人保健施設等 に入 重症心身障がい者 ・ 児

所で き ま す 。

◆第 4 期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

延べ利用 日 数
1 1 人 日 1 7 人 日 3 7 人 日

（人 日 ／月 ）

利用者数
3 人 3 人 5 人

（人／月 ）

◆第 5 期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

延べ利用 日 数
4 5 人 日 4 5 人 日 4 5 人 日

（人 日 ／月 ）

利用者数
5 人 5 人 5 人

（人／月 ）

◆ 見込量算出の考え方

短期入所 （ 医療型） に つ い て は 、 利用者 の極端な増減が な い た め 、 平成 2 9 ( 2 0 1  

7 ) 年度 時点の利用者数で見込み ま す。

利用 日 数 は利用者数 に 平均利用 日 数 ( 9 日 ） を乗 じ て 見込み ま す。

◆ 見込量確保のための方策

医療的 ケ ア 等 の ニーズ に対 し た サー ビ ス が提供で き る よ う 、 病院等 の 関係機 関 と の連

携 を 図 り な が ら 、 必要量の確保 に努 め ま す。
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(3) 居住系サー ビス等

①自立生活援助

サー ビス名 サー ビスの内容

本人の意思を尊重 した地域生活を支援する

自立生活援助
ため、 一定の期間にわた り 、 定期的な巡回訪

問や随時の対応によ り 、 障がい者の理解力、

生活力等を補 う観点か ら支援を行います。

◆第 5期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度

(201 8 年度） (20 1 9 年度）

利用者数
2 人

（人／月 ）

◆見込量算出の考え方

利用対象者

障がい者支援施設やグルー

プホーム等を利用 し て いた

障がい者で一人暮 ら し を希

望する方等

平成 32 年度

(2020 年度）

2 人 2 人

自 立生活援助については、 平成 3 0 ( 2 0 1 8 ) 年度か ら新たに開始されるサー ビス

です。 障がい者支援施設やグループホーム等を利用 していた障がい者で一人暮ら しを希

望する方等を対象 とする こ と か ら 、 福祉施設か ら地域生活への移行者数等を勘案して、

利用者数を見込みます。

◆見込量確保のための方策

支援を必要 とする方が安心 して生活でき る よ う 、 サー ビス を提供でき る事業所の確保

に努めます。
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②共同生活援助 （グループホーム）

サ ビ ス 名 サ ビス の 内 容 利用 対象者

障がい者 （ 身体障がい者 に あ

共 同生活援助 （グル
夜間や休 日 、 共 同生活を行 う 住居で入浴、 排

っ て は、 6 5 歳未満の方又は

ープホーム）
せ つ 又 は食事 の 介 護 そ の 他 の 日 常生活上 の

6 5 歳 に 達 す る 日 の 前 日 ま

相談や 自 立支援等 を 行 い ま す 。
で に 障 害 福 祉 サー ビ ス 若 し

く は こ れ に 準 ず る も の を 利

用 し た .... と が あ る 方）

◆第 4 期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

利 用者 数
7 8 人 7 4 人 9 7 人

（人／月 ）

◆第 5 期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

利 用 者数
1 0 1 人 1 0 5 人 1 0 9 人

（人／月 ）

◆ 見込量算出の考え方

共 同 生活援助 に つ い て は、 第 4 期 計画期 間 の 実績や事業所の 開設等 を 勘案 し て 、 利用

者数 を 見込み ま す。

◆ 見込量確保のための方策

今後 、 退所 ・ 退院後 の 地域生活 の拠点 と し て 、 ま た 、 親 亡 き 後 の居住 の場 と し て 、 グ

ループ ホーム で の 生活 を希望す る 人 が増加す る と 見込 ま れ る こ と か ら 、 社会福祉法人や

特定非営利活動法人等 の 動 向 を把握 し 、 共 同 生活援助 の整備が促進 さ れ る よ う 努 め ま す。

ま た 、 市 内 で の 事業所 の確保 に 向 け 、 事業者へ の 情報提供や埼玉県 の補助制度 の活用

促進 な ど を 図 り ま す。
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③施設入所支援

サ ビス名 サ ビスの内容 利用 対象者

施設入所支援
障が い者支援施設等で 、 夜間や休 日 、 入浴、

生 活 介 護 を 受 け て い る 区 分

4 以上 ( 5 0 歳以上 は区分 3
排せ つ 、 食事の介護等 を 行 い ま す 。

以上） の方等

◆第 4 期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

利用者数
1 3 7 人 1 3 5 人 1 3 4 人

（人／月 ）

◆第 5 期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

利用者数
1 3 4 人 1 3 4 人 1 3 4 人

（人／月 ）

◆見込量算出の考え方

施設入所支援については、 利用者が減少していますが、 今後も一定の需要が見込まれ

ることから、 平成29 (2017)年度時点の利用者数を見込みます。

◆見込量確保のための方策

施設入所が必要な方に対し、共同生活援助や介護保険施設等との棲み分けをしながら、

サービス提供事業者の確保の取り組みに努めます。
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(4) 相談支援

①計画相談支援

ビス名 サ ビス の 内 容 利用 対象者サ

障害福祉サー ビ ス 等 を 申 請 し た 障が い 者 に
障 害 福 祉 サー ビ ス を 申 請 し

つ いて 、 サー ビス等利用計画の作成及び支援
た 障がい者、 地域相談支援を計画相談支援

決定後の サー ビ ス 等利用計画の見直 し を 行
申 請 し た 障がい者

い ま す 。

◆第 4 期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

利用者数
8 2 人 7 5 人 8 6 人

（人／ 月 ）

◆第 5 期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

利用者数
9 7 人 1 0 9 人 1 2 3 人

（人／ 月 ）

◆見込量算出の考え方

計画相談支援 に つ い て は、 障害福祉サー ビス 又 は地域相談支援 を利用 す る 全て の方 を

対象 と し て 見込み ま す。

◆見込量確保のための方策

障害福祉サー ビス を利用 す る 全て の 障が い者等が サー ビ ス 等利用 計画案 を 作成で き る

よ う 、 市 内 の相談支援事業所 と の連携 の 強化 を 図 り ま す。
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②地域移行支援

サー ビス名 サー ビスの内容 利用対象者

障がい者支援施設、 児童福祉

住居の確保な ど地域における生活に移行す 施設又は療養介護を行 う 病

地域移行支援 るための活動に関する相談その他必要な支 院に入院 し て い る 障がい者

援を行います。 及び精神科病院に入院 し て

いる精神障がい者

◆第4期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

利用者数
1 人 1 人 0 人

（人／月 ）

◆第 5期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

利用者数
1 人 1 人 1 人

（人／月 ）

◆見込量算出の考え方

地域移行支援については、 利用者の極端な増減がないため 、 第 4 期計画期間の実績を

考慮 して見込みます。

◆見込量確保のための方策

相談支援事業所等の関係機関 と連携 し、 対象者の地域生活への移行促進を図 り ます。
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③地域定着支援

サ ビス名 サー ビスの内容 利用対象者

居宅 1- お いて単身で生活す

常時の連絡体制を確保 し 、 障がいの特性に起
る 障がい者又は家族 と 同居

している障がい者の う ち 、 家
地域定着支援 因 して生 じた緊急の事態等に相談、 緊急訪問

族が障がい、 疾病のため、 緊
その他必要な支援を行います。

急時の支援が見込めな い状

況にある方

◆第4期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

利用者数
3 人 5 人 7 人

（人／月 ）

◆第 5期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

利用者数
7 人 7 人 7 人

（人／月 ）

◆見込量算出の考え方

地域定着支援については、 利用者の極端な増減がないため 、 平成 2 9 ( 2 0 1 7 ) 年

度時点の利用者数を見込みます。

◆見込量確保のための方策

相談支援事業所等の関係機関 と連携 し、 対象者の地域生活への移行促進を図 り ます。
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4 地域生活支援事業の見込量と見込量確保のための方策

【必須事業】

( 1 ) 理解促進研修 ・ 啓発事業

障がい者等が日常生活や社会生活を営む上で生じる社会的障壁を除去するため、障が

い者等の理解を深めるための研修・啓発事業です。

◆実施のための方策

障がい者や障がいに対する市民の理解を深めるための研修や啓発事業として、自立支

援協議会、当事者や支援団体等とのネットワークにより、市民にわかりやすい講演会等

を実施します。

( 2 ) 自発的活動支援事業

障がい者等が自立した日常生活や社会生活を営むことができるよう、障がい者やその

家族、地域住民等による地域における自発的な取り組みを支援します。

◆実施のための方策

障がいのある方等が自立したH常生活及び社会生活を営むことができるよう、障がい

者やその家族、地域住民等が自発的に行う活動を支援します。

( 3 ) 相談支援事業

地域の障がい者等の相談に応じ、必要な情報の提供・助言を行い、指定事業者等との

連携・調整等を総合的に行います。

市内の障がい者等を対象として、2箇所の指定相談事業所に委託して相談支援を行い

ます。
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事業名 事業の内容

障がい者等の福祉に関する さ ま ざまな問題について 、 障がい者等か らの

障がい者相談支援事業
相談に応 じ 、 情報の提供や助言をは じめ 、 障害福祉サー ビスの利用支援、

虐待の防止及びその早期発見のための関係機関 と の連絡調整、 障がい者

の権利擁護のために必要な援助などを行う事業です。

総合的な相談に対応するほか、 権利擁護 （成年後見制度や虐待防止の相

基幹相談支援センター 談） 、 人材育成や地域のネ ッ ト ワーク化を図るなど、 地域における相談の

中核的な役割を担 う機関です。

相談支援機能強化事業
相談支援機能の強化のため、 相談支援機関に専門的職員 （社会福祉士、

保健師、 精神保健福祉士等） を配置する事業です。

住宅入居等支援事業
公営住宅や民間の賃貸住宅への入居を希望 しているが、 保証人がいない

な どの理由から入居困難な障がい者を支援する事業で、 入居にあた って
（居住サポー ト事業）

の支援や、 家主等への相談 ・ 助言などを行います。

◆第4期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

障がい者相談支援事業
5 箇所 5 箇所 5 箇所

( 4市 2 町広域）

基幹相談支援センター 検討 検討 検討

相談支援機能強化事業 5 箇所 5 箇所 5 箇所

住宅入居等支援事業
4箇所 4箇所 4箇所

（居住サポー ト事業）

◆第 5期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

障がい者相談支援事業
2箇所 2箇所 2箇所

（久喜市）

基幹相談支援センター 整備 整備 整備

相談支援機能強化事業 2箇所 2箇所 2箇所

住宅入居等支援事業
2箇所 2箇所 2箇所

（居住サポー ト事業）
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◆実施のための方策

• 久喜市単独の自立支援協議会や基幹相談支援センターを設置し、市全体としての相談

支援体制の強化に努めます。 今後も継続的な支援が行えるよう、利用者にサービスの

周知を図り、利用を促します。

・自立支援協議会に生活支援部会、ケアマネジメント部会、地域移行・地域定着支援部

会、就労支援部会を設置し、各部会での検討内容の調整を運営会議等で協議します。

・障がい者の地域生活への移行を推進するためにも、住宅入居等支援事業を実施し、必

要とする方への周知を図ります。

• 発達支援が必要な子どもに対する支援として、関係機関が共通理解及び情報共有を行

い、切れ目のない支援を行えるよう、支援体制の強化を図ります。

(4) 成年後見制度利用支援事業

知的障がいや精神障がいのある方について、成年後見制度の市長申立てに要する経費

及び市長申立て後の成年後見人等への報酬の助成を支援することにより、障がいのある

方の権利擁護を図ります。

◆第4期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

利用者数
1 人 2 人 3 人

（人／年）

◆第 5期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

利用者数
3 人 4 人 4 人

（人／年）

◆見込量算出の考え方

成年後見制度利用支援事業については、利用者が増加しており、今後も増加が見込ま

れることから、 第4期計両期間の実績を考慮して見込みます。

◆見込量確保のための方策

相談支援事業所や、障がい者虐待防止センター等の関係機関と連携し、制度の普及・

利用の促進を図ります。
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(5) 成年後見制度法人後見支援事業

成年後見制度における後見等の業務を適正に行うことができる法人を確保できる体制

を整備するとともに、法人後見の活動を支援する事業です。

◆第4期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

実施の有無 実施 実施 実施

◆第 5期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

実施の有無 実施 実施 実施

◆実施のための方策

久喜市社会禍祉協議会との連携を密にしながら、事業の促進に努めます。

(6) 意思疎通支援事業

聴覚、言語機能、音声機能等の障がいのため、意思疎通を図ることに支障がある障が

い者等に、手話通訳者派遣事業、要約筆記者派遣事業、手話通訳者設置事業を行い、意

思疎通の円滑化を図ります。

①手話通訳者派遣事業

聴覚障がい等のため意思疎通を図ることに支障がある障がい者等に、手話通訳の方法

により、障がい者等とその他の者の意思疎通を仲介する手話通訳者を派遣します。
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◆第4期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

実利用件数
5 7 1 件 4 7 7 件 4 4 0 件

（件／年）

1 1 3 



◆第 5期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

実利用件数
4 5 0件 4 6 0 件 4 7 0件

（件／年）

◆見込量算出の考え方

手話通訳者派遣事業については、 第4期計画期間の実績を考慮して、利用件数を見込

みます。

◆見込量確保のための方策

現状の派遣状況が確保できるよう、手話通訳者養成講座を継続して実施し、手話通訳

者の確保に努めます。

②要約筆記者派遣事業

聴覚障がい等のため、意思疎通を図ることに支障がある障がい者等に、 要約筆記の方

法により、障がい者等とその他の者の意思疎通を仲介する要約筆記者を派遣します。

◆第4期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

実利用件数
4件 1 件 3 件

（件／年）

◆第 5期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

実利用件数
4件 4件 4件

（件／年）

◆見込量算出の考え方

要約筆記者派遣事業については、 第4期計画期間の実績を考慮して、利用件数を見込

みます。
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◆見込量確保のための方策

要約筆記を必要とする方への情報提供に努め、利用の促進を図ります。

③手話通訳者設置事業

毎週火曜 日、市役所の障がい者福祉課に手話通訳者を配置し、聴覚障がい者等の支援

を行います。

◆第4期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

実設置者数
1 人 1 人 1 人

（人／年）

◆第 5期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

実設置者数
1 人 1 人 1 人

（人／年）

◆見込量算出の考え方

手話通訳者設置事業については、 第4期計画期間の実績を考慮し、実設置者数を見込

みます。

◆見込量確保のための方策

手話通訳者養成講座修了者等を対象に、毎年、久喜市登録手話通訳者選考試験を実施

し、手話通訳者の確保に努めます。

また、平成29 (2017)年度から導入した遠隔手話通訳サービスを今後も引き続

き実施します。
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(7) 日常生活用具給付等事業

日常生活を営むのに支障のある障がい者等に対し、 日常生活用具を給付または貸与す
べ ん ぎ

ることにより、 日常生活の便宜を図ります。

◆第4期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

実利用件数
2 , 8 8 8 件 3 , 1 4 2 件 3 , 2 3 6 件

（件／年）

◆第 5期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

実利用件数
3 , 3 3 3 件 3 , 4 3 2 件 3 , 5 3 5 件

（件／年）

◆見込量算出の考え方

日常生活用具給付事業については、利用件数が増加しており、今後も一定の需要が見

込まれることから、 第4期計画期間の実績を考慮して見込みます。

◆見込量確保のための方策

日常生活用具についての情報収集や、利用者や関係者に対して十分な説明をすること

により、サービス内容の理解を図り、給付対象者へ適切な給付及び貸与ができるように

努めます。
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(8) 手話奉仕員養成研修事業

久喜市社会福祉協議会へ委託して、厚生労働省が定める入門課程と基礎課程のカリキ

ュ ラ ムに基づいた講座を開講し、手話奉仕員を養成します。

◆第4期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

入門編修了者数
1 5 人 1 0 人 2 3 人

（人／年）

基礎編修了者数
開催な し 5 人 1 0 人

（人／年）

◆第 5期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

入門編修了者数
2 0 人 2 0 人 2 0 人

（人／年）

基礎編修了者数
2 0 人 2 0 人 2 0 人

（人／年）

◆見込量算出の考え方

手話奉仕員養成研修事業については、 第4期計画期間の実績を考慮して見込みます。

◆見込量確保のための方策

手話奉仕員養成研修を継続して実施し、地域の手話奉仕員や手話通訳者としての担い

手となるよう養成に努めるとともに、その充実に努めます。
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(9) 移動支援事業

屋外での移動が困難な障がい者等に外出のための支援を行うことにより、地域におけ

る自立生活や社会生活を支援します。

◆第4期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

実利用 人数
8 1 人 8 5 人 8 5 人

（人／年）

延べ利 用 時 間 数
3 , 9 8 8 時間 4 , 1 1 0 時間 3 , 9 9 8 時間

（時間／年）

◆第 5期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

実利用 人数
8 5 人 8 5 人 8 5 人

（人／年）

延べ利 用 時 間 数
4 ,  1 0 0 時間 4 ,  1 0 0 時間 4 ,  1 0 0 時間

（時間／年）

◆見込量算出の考え方

移動支援事業については、利用者数の極端な増減はありませんが、今後も
一定の需要

が見込まれることから、 第4期計両期間の実績を考慮して見込みます。

◆見込量確保のための方策

利用ニーズに応じたサービスの確保ができるよう、必要な情報を提供していくととも

に、新たなサービス事業者の参入促進を図ります。
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(1 0) 地域活動支援センター事業

創作活動 、 生産活動 の機会 の 提供、 社会 と の 交流 の促進等 を 図 る と と も に 、 日 常生活

に必要な便宜 を供与 し ま す。 サ ー ビ ス の類型 ( I 型 . II 型 . III型） に応 じ て 、 各種の 訓

練や意識啓発事業 な ど も 行い ま す。

◆ サー ビスの類型

事業名 事 業 の 内 容

地域活 動 支 援 セ ン タ ー

精神保健福祉士等の専門職員 を 配置 し 、 医療 ・ 福祉及 び地域の社会基盤

と の連携強化 の た め の 調 整 、 地域住 民 ボ ラ ン テ ィ ア育成、 障が い に 対す
I 型

る 理解促進 を 図 る た め の普及 ・ 啓発等 を行 い ま す 。

地域活 動 支 援 セ ン タ ー 地域 に お い て 雇用 ・ 就労が困 難な在宅障がい者 に 対 し 、 機能訓練 、 社会

11 型 適応訓練、 入浴等の サー ビス を実施 し て い ま す 。

地域活 動 支 援 セ ン タ ー 地域の 障がい者 に 対 し 、 通所に よ る 創作活動又 は生産活動 の支援 を 実施

m型 し て い ま す 。

◆第4期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

市内 市外 市内 市外 市 内 市外

箇所数 1 箇所 1 箇所 1 箇所 1 箇所 1 箇所 1 箇所

I 型
実 利 用 人数

4 3 人 2 2 人 4 5 人 2 2 人 5 7 人 2 2 人
（人／ 月 ）

箇所数 1 箇所 0 箇所 1 箇所 0 箇所 1 箇所 0 箇所

11 型
実 利 用 人数

1 6 人 0 人 2 0 人 0 人 1 8 人 0 人
（人／ 月 ）

箇所数 1 箇所 3 箇所 1 箇所 3 箇所 1 箇所 2 箇所

m型
実 利 用 人数

1 5 人 4 人 1 1 人 7 人 7 人 4 人
（人／ 月 ）
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◆第 5期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (20 1 9 年度） (2020 年度）

市 内 市外 市 内 市外 市 内 市外

箇 所数 1 箇所 1 箇所 1 箇所 1 箇所 1 箇所 1 箇所

I 型 ．． ．．． ．．． ．．． ．．． ．．． ．．． ．．． ．．． ．．． 
．．． ．．． ．．． ．．． ．．． ．．． ．．．． ．．． ．．．． ．．． 

実 利 用 人数
5 7 人 2 2 人 5 7 人 2 2 人 5 7 人 2 2 人

（人／ 月 ）

箇所数 1 箇所 0 箇所 1 箇所 0 箇所 1 箇所 0 箇所

11 型
実 利 用 人数

1 8 人 0 人 1 8 人 0 人 1 8 人 0 人
（人／ 月 ）

箇 所数 1 箇所 2 箇所 1 箇所 2 箇所 1 箇所 2 箇所

m型
実 利 用 人数

7 人 4 人 7 人 4 人 7 人 4 人
（人／ 月 ）

◆見込量算出の考え方

I 型 ・ 11 型 . III 型 に つ い て は 、 利用者数の極端な増減が な い こ と か ら 、 第 4期計画期

間 中 の 実績 を 考慮 し て 見込み ま す。

◆見込量確保のための方策

利用 ニーズに応 じ て既存 の 事業所の 拡大等 に よ り サー ビ ス の確保 を 図 る と と も に 、 事

業所へ の 情報提供や各種支援 に 努 め ま す。

【任意事業】

事業名 事 業 の 内 容

訪 問 入浴サー ビ ス事業
入浴が困 難 な 身体障が い者 に 対 し 、 居 宅 に 簡 易 浴槽 を 持 ち 込む巡 回 型 の

入浴サー ビス を提供 し ま す 。

発達障が いの 知 識 を 持 つ 専 門 員が、 保育所等 を 巡 回 し 、 施設の職員 や発

保育所等巡回 支援事業 達障がい児等の保護者 に 対 し 、 発達障が いの早期発見及 び早期 支援の た

め の 助 言 ・ 指導 を 行 い ま す 。

日 中一時支援事業
日 中 に お い て 障が い者等 に 活動の場 を提供 し 、 見守 り 、 社会 に 適応す る

た め の 日 常 的 な訓練等の必要な支援を行 い ま す 。

パ ソ コ ン講習会事業
重度上肢機能障がい者、 重度視覚障が い者 を 対象 に パ ソ コ ン講習会 を 開

催 し 、 情報収集 ・ 伝達の 手段 を 広 げ ま す 。
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◆第4期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

訪問入浴サー ビ ス事業
9 人 1 0 人 1 0 人

（人／年）

保育所等巡回 支援事業
未実施 1 0 回 1 0 回

（巡回 回 数／年）

日 中一時支援事業
3 9 人 4 1 人 4 3 人

（人／年）

パ ソ コ ン講習会事業 4 人 3 人 2 人
（人／年）

◆第 5期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

訪問入浴サー ビ ス事業
1 0 人 1 0 人 1 0 人

（人／年）

保育所等巡回 支援事業
1 3 回 1 6 回 2 0 回

（巡回 回 数／年）

日 中一時支援事業
4 5 人 4 7 人 4 9 人

（人／年）

パ ソ コ ン講習会事業
3 人 3 人 3 人

（人／年）

◆見込量算出の考え方

各サービスの見込量については、第4期計画期間の実績や今後の需要の伸びを勘案し、

利用者数を見込みます。
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◆見込量確保のための方策

利用のニーズに即したサービスが提供できるよう、事業所や関係者等と連携を図り、

継続した事業の実施及び適切な給付に努めます。
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•その他の任意事業

事業名 事業の内容

自動車改造費補助事業
身体障がい者自 らが運転できる よ う 自動車を改造する こ と によ り 、 就労

や社会参加の機会の拡大を図 り ます。

自 動車運転免許取得費 運転免許の取得によ り 、 身体障がい者の就労や社会参加の機会の拡大を

補助事業 図 り ます。

フ レン ドシッ プ学級事業
就労 している知的障がい者の相互の交流や余暇活動を支援する こ と によ

り 、 自主的な社会参加を促進 します。

更生訓練費給付事業
障害者総合支援法に規定する 自立訓練、 就労移行支援利用者に、 訓練後

の社会復帰促進のための訓練費を支給 します。

障がい者就職支度金給 訓練を終了 し 、 就職等によ り 自立する方に対 し 、 就職支度金を支給 し 、

付事業 社会復帰の促進を図 り ます。

知的障がい者職親委託 知的障がい者を職親に預け、 生活指導や技能習得訓練等を行 う こ と で、

事業 雇用の促進を図 り ます。

ボラ ンテ ィ ア育成事業
地域ボラ ンテ ィ アの養成、 ボラ ンテ ィ ア団体の活動助成、 地域福祉の振

興を図 り ます。

【市単独事業】

事業名 事業の内容

重度心身障害者医療給 重度の心身障がい者が病院等で診療を受ける場合に 、 各種医療保険制度

付事業 による医療費の一部負担金を助成する制度です。

難病患者の精神的な負担に対する慰謝及び経済的負担の軽減を図 り ま

難病患者見舞金支給事業 す。 指定難病医療受給者証、 小児慢性特定疾病医療受給者証等の交付を

受けている方に対 し 、 見舞金を支給 します。

重度身体障害者居宅改 重度身体障がい者の 日常生活における利便を図るため、 居宅の一部を障

善整備補助事業 がいに応 じて使いやす く 改造する場合に補助 します。

福祉タ ク シー利用料助 在宅の重度心身障がい者が、 県タ ク シー協会加盟会社等のタ ク シーを利

成事業 用 した場合、 タ ク シー券によ り 初乗 り 運賃を助成 します。

重度心身障がい者自 動 在宅の重度心身障がい者が、 市内指定ガソ リ ンスタ ン ドで給油する場合、

車燃料費助成事業 自動車燃料費利用券によ り 、 1 枚につき 5 0 0 円助成 します。

在宅の心身障がい児 （者） の地域生活を支援するため、 身近な場所で、

障害児 （者） 生活サポ 障がい者及びその家族の介護需要に対 してサー ビスを提供する団体に補
ー ト補助事業 助する こ と によ り 、 障がい者の福祉の向上及び介護者の負担軽減を図 り

ます。
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事業名 事業の内容

障がい者の一般就労の機会の拡大を図る と と も に 、 障がい者の就労と生

障がい者就労支援事業
活を総合的に支援する事業を実施する こ と で、 障がい者の 自立と社会参

加の促進を図 り ます。 また 、 働 く 意欲はあるが、 就労機会の少ない障が

い者の雇用推進の施策を検討 し 、 新たな就労機会の拡大に努めます。

パーキングパー ミ ッ ト
障がい者、 要介護者、 妊産婦等に対 し 、 おも いや り 駐車場利用者証を交

（ お も いや り 駐車場）
付する こ と によ り 、 車いす使用者用駐車施設の適正利用を推進 します。

交付事業

障がい者に対する虐待の防止及び早期発見、 虐待を受けた障がい者の迅

障がい者虐待防止事業 速な保護並びに養護者に対する適切な支援を行 う と と も に 、 関係機関 と

の連携 ・ 協力体制の整備を図 り ます。

難聴児補聴器購入費助
身体障害者手帳の交付対象と な ら ない軽度 ・ 中等度の難聴児の補聴器購

入費の一部を助成する こ と によ り 、 難聴児の言語の習得 ・ 教育等におけ
成事業

る健全な発達を支援 します。

在宅障がい者紙おむつ 在宅で常時おむつを必要とする障がい者に紙おむつを給付 し 、 経済的 ・

給付事業 精神的負担の軽減を図 り ます。
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5 計画の 円 滑 な 実施 を 確保す る た め に 必妻 な 事項

※ 以下の事項は「第3部 第1期久喜市障がい児福祉計画」と共通するため、一体的に

取り組みを推進します。

(1) 障がい者等に対する虐待の防止

サービス事業者は、 障害者虐待防止法の趣 旨を踏まえ、 利用者の人権の擁護、 虐待の

防止等のため、 責任者を置く等の必 要な体制を整備し、 従業者に対して、 研修を実施す

る等の措置を講じなければならないとされています。

市は、 障がい者虐待防止センターを中心 として、 福祉事務所、 児童相談所、 精神保健

福祉センター、 障がい者及び 障がい児団体、 学校、 警察、 法務局、 司法関係者、 民生委

員・児童委員、 人権擁護委員等から成るネットワーク を活用し、 障がい者等に対する虐

待の未然防止、 虐待が発生した場合の迅速かつ適切な対応、 再発の防止等に取り組むと

ともに、 それらの体制や取り組みについては、 定期的に検証を行い、 必 要に応じて要綱

の見直し等を行います。 さらに、 地域の実情に応じて高齢者や児童の虐待防止に対する

取り組みを行う機関とも連携しながら、 効果的な体制を構築します。

(2) 障がい者等の芸術文化活動支援による社会参加等の促進

市は、国や県と連携を図りながら、障がい者の芸術文化活動の振興を図ることにより、

障がい者などの社会参加や障がい者などに対する理解を促進していきます。 そのために、

相談支援や人材育成、 発表の機会、 住民の参加機会の確保等の芸術文化活動の支援を行

います。

(3) 障がいを理由 とする差別の解消の推進

共生社会を実現するためには、 日常生活や社会生活における障がい者等の活動を制限

し、 社会への参加を制約している社会的障壁を取り除くことが重 要です。 障害者差別解

消法では、 障がい者等に対する不当な差別的取扱い及び合理的配慮の不提供を差別と規

定するとともに、 対象となる障がい者等は、 いわゆ る障害者手帳の所持者に限られるも

のではないこととされています。

市は、 障がいを理由とする差別の解消や障がいに対する理解を深 めるための啓発活動

などを行います。 また、 サービス事業者など福祉分野の事業者については、 障がいを理

由とする差別を解消するための取り組みを行うにあたり、 厚生労働省が作成した「福祉

分野における事業者が講ずべき障害を理由とする差別を解消するための措置に関する対

応指針 」 を踏まえ、 必 要かつ合理的な配慮などについて、 具体的場面や状況に応じて柔

軟に対応します。
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(4)サー ビス事業所における利用者の安全確保に向けた取 り組みや事業所に

おける研修等の充実

サービス事業所においては、 共生社会の考え方に基づき、 地域に開かれた施設となる

べきというこれまでの方向性を堅持し、 H頃の地域住民や関係機関との緊密 な関係性の

構築等を通じ、利用者の安全確保に向けた取り組みを泄 めることが重 要であることから、

市はその支援を行います。

また、 それらの取り組みの際には、 日常的な地域との繋がりが災害時における障がい

者等の安全確保に繋がるとともに、 サービス事業所が災害時には福祉避難所として地域

の安全提供の拠 点となることも踏まえた上で、 防災対策を事業所とともに考えます。

さらに、 障害福祉サービス等を利用する障がい者等が安心 して生活できるよう、 権利

擁護の視 点を含 めた職員への研修を充実することや、 職員が過重な労働負担等により精

神的に孤立することなく、 いきいきと障がい者等への支援に従事できるよう、 職員の処

遇改善等により職場環境の改善を進 めます。

第
2
部

平成2 9 (2 0 1 7 ) 年12 月 に 開催 さ れた

第8 回 埼玉 県障害者 アー ト 企画展

「 う ふ っ 〇埼 玉 で こ ん な の みつ け ち ゃ っ た P」 出展作品

あ ら い 卜かみち

久喜市 い ち ょ う の 木 新井 貴道 さ ん
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第 3
 

部

第 1 算！久喜市障がい児福祉計画

平成29 (2017)年9月に開催された

キックオフ展 「うふっ●埼玉でこんなのみつけちゃったい 出展作品

題名 ： 『アベ ッ ク 』

と ね が わ み よ こ

久喜けいわ 利根川 美代子さん

第
3
部

第 1 期久喜市障がい児福祉計画は、 児童福祉法に基づき 、 1 8 歳未満の障がいのある

方を対象 と した計画です。
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1 障がい児福祉計画の基本的 な考 え 方

◆ 障がい児の健やかな育成のた めの発達支援

障がい児支援を推進するためには、 障がい児本人の最善の利益を考慮しながら、 障が

い児の健やかな育成を支援することが必要です。 このため、障がい児とその家族に対し、

障がいの疑いがある段階から身近な地域で支援できるよう、 地域支援体制の構築を図り

ます。

また、 障がい児のラ イフステージに沿って、 地域の保健、 医療、 障がい福祉、 保育、

教育、 就労支援等の関係機関が連携を図り、 切れ目のない一貰した支援を提供する体制

の構築を図ります。

さらに、 障がい児が支援サービスを利用することにより、 地域の保育、 教育等の支援

を受けられるようにすることで、 障がいの有無にかかわらず、 全ての児童が共に成長で

きるよう、 地域社会への参加を促し、 互いに包み支え合う社会を推進します。

2 成果 目 標 ・ 活動指標

国の基本指針では、 障がい児支援の提供体制の整備等を推進するための成果目標とし

て、 以下の3 点が示されています。

(1) 児童発達支援セ ン ターの設置及び保育所等訪問支援の充実

児章発達支援センターを中核とした重層的な地域支援体制の構築を目指すため、 平成

32 (2020)年度末までに、 児童発達支援センターを各市町村に少なくとも1箇所

以上設置することとされています。

また、障がい児の地域社会への参加を促し、互いに包み支え合う社会を推進するため、

児童発達支援センターが保育所等訪間支援を実施するなどの方法で、 平成32 (202 

0)年度末までに、 全ての市町村において、 保育所等訪間支援を利用できる体制を構築

することとされています。

①児童発達支援セ ンターを各市町村に少な く と も 1 箇所以上設置

【成果 目 標】

児 童発達支援セ ン ターを 1 箇所以上設置
設置 に 向 け て 検討

◆ 考え方 ： 平成32 (2020)年度末までに、 設置に向けて検討します。

②保育所等訪問支援を利用できる体制の構築

【成果 目 標】

保育所等訪問支援を利用で き る体制の構築
構築済

◆ 考え方 ： 保育所等訪問 支援を利用できる体制は、 既に構築済みです。

1 28 



(2)主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイ

サー ビス事業所の確保

重症心身障がい児が身近な地域で支援を受けられるよう、 平成32 (2020)年度

までに、 主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービ

ス事業所を各市町村に少なくとも1箇所 以上確保することとされています。

● 重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所の確保

【成果 目 標】

重症心身障がい児を支援す る児童発達支援事業所 を 設置 に 向 けて検討

1 箇所以上設置

【成果 目 標】

重症心身障がい児を支援す る 放課後等デイ サー ビス 設置 に 向 けて検討

事業所 を 1 箇所以上設置

◆ 考え方 ： 平成32 (2020)年度末までに、 設置に向けて検討します。

(3) 医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置

医療的ケア児が適切な支援を受けられるよう、 平成30 (2018)年度末までに、

各都道府県、 各圏 域及び各市町村において、 保健、 医療、 障がい福祉、 保育、 教育等の

関係機関等が連携を図るための協 議の場を設けることとされています。

● 医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置

【成果 目 標】

医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置
設置 に 向 け て検討

◆ 考え方 ： 平成30 (2018)年度末までに、 設置に向けて検討します。

● 活動指標

・児童発達支援センターの設置

・重症心身障が い児 を支援す る 児童発達支援事業所数及び放課後等デイ サー ビス 事業所の確保

• 関係機関等が連携を図るための協 議の実施

第
3
部
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3 障が い児への福祉サー ビスの見込量 と 見込量確保の た めの方策

①児童発達支援

サ ビ ス 名 サー ビ ス の 内 容 利 用 対象者

日 常 生 活 に お け る 基本 的 な 動 作 の 指導、 知 識
身体障が い 、 知 的 障が い 、 精

児童発達支援 技能の付与、 集 団 生活への適応訓練、 そ の他
神障がいの あ る 児童

必要な支援 を 行 い ま す 。

◆第 4 期の実績 人 日 ： 「月 間 の利用者数」 x 「 1 人 1 月 あ た り の 平均利用 日 数」

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

延べ利用 日 数
6 2 4 人 日 7 2 6 人 日 7 7 2 人 日

（人 日 ／ 月 ）

利 用 児童数
5 6 人 6 4 人 6 6 人

（人／ 月 ）

※ 平成 2 9 ( 2 0 1 7 ) 年度実績は、 平成 2 9 ( 2 0 1 7 ) 年 1 2 月 現在の 実績か ら 年度全体の実績 を

推計 し て い ま す。 以降のペー ジ も 同様 に推計値 を掲載 し て い ま す。

◆第 5 期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

延べ利用 日 数
7 8 6 人 日 8 2 0 人 日 8 5 5 人 日

（人 日 ／ 月 ）

利 用 児童数
6 9 人 7 2 人 7 5 人

（人／月 ）

◆ 見込量算出の考え方

児童発達支援 に つ い て は、 今後 も一定 の 需要 が 見込 ま れ る こ と か ら 、 第 4 期 計両期 間

の 実績 を 考慮 し て 見込み ま す。

◆ 見込量確保のための方策

サー ビ ス 提供事業所 と 連携 し 、 利 用 者 の ニーズ に 即 し た サー ビ ス が提供で き る よ う に

努 め ま す。
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②医療型児童発達支援

サー ビス 名 サー ビスの内 容 利用 対象者

医療型児童発達支援
肢体不 自 由 の あ る 児童 を 対象に 、 児童発達支

肢体不 自 由 の あ る 児童
援及 び医療の提供 を 行 い ま す 。

◆第 4 期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

延べ利用 日 数
1 1 人 日 1 9 人 日 3 3 人 日

（人 日 ／ 月 ）

利 用 児童数
1 人 2 人 3 人

（人／ 月 ）

◆第 5 期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

延べ利用 日 数
3 3 人 日 3 3 人 日 3 3 人 日

（人 日 ／ 月 ）

利 用 児童数
3 人 3 人 3 人

（人／ 月 ）

◆見込量算出の考え方

医療型児童発達支援については、 利用者の極端な増減がないため、 平成29 (201 

7)年度の実績を考慮して見込みます。

◆見込量確保のための方策

対象となる障がい児の受け入れ、 サービスを提供できる医療機関等が限定されている 1 舅I
ことから、 提供可能な医療関係等と連携し、 利用者のニーズに即したサービスが提供で 3 
きるように努めます。 1 部
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③放課後等デイサー ビス

サー ビス 名 サー ビ ス の 内 容 利 用 対象者

学校 （幼稚園 、 大学 を 除 く ） に 通 う 障が いの 学 校 教 育 法 に 規 定 す る 学 校

あ る 児童 で 、 授業の終 了 後 又 は休業 日 に支援 （幼稚 園 、 大 学 を 除 く ） に 就

放課後等デイ サー ビ ス が必要な者 に 、 生活能力 の 向 上 の た め に 必要 学 し て い る 障がい児 （ 身体障

な訓練、 社会 と の交流の促進そ の他必要 な支 が い 、 知 的 障がい、 精神障が

援 を 行 い ま す 。 いの あ る 児童）

◆第 4 期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

延べ利用 日 数
1 , 3 3 7 人 日 1 , 8 5 4 人 日 2 , 3 5 3 人 日

（人 日 ／ 月 ）

利 用 児童数
1 2 3 人 1 1 7 人 1 8 5 人

（人／ 月 ）

◆第 5 期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度 ） (201 9 年度） (2020 年度）

延べ利用 日 数
2 , 7 6 0 人 日 3 , 0 8 9 人 日 3 , 4 1 8 人 日

（人 日 ／ 月 ）

利 用 児童数
2 1 0 人 2 3 5 人 2 6 0 人

（人／ 月 ）

◆ 見込量算出の考え方

放課後等デイ サー ビ ス に つ い て は 、 今後 も一定 の 需要 が 見込 ま れ る こ と か ら 、 第 4 期

計両期 間 の 実績 を 考慮 し て 見込み ま す。

◆ 見込量確保のための方策

サー ビ ス 提供事業所 と 連携 し 、 事業 の さ ら な る 周 知 に努 め ま す。
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④保育所等訪問支援

サ ビス名 サー ビスの内容 利用対象者

障がいのある児童が通 う保育所 ・ 幼稚園 ・ 小
保育所や児童が集団生活 を

学校 ・ 放課後児童ク ラ ブ （学童保育） 等を訪
営む施設に通 う 障がい児 （発

保育所等訪問支援 問 し 、 障がいのある児童以外の児童との集団
達障がい児、 その他の気にな

生活へ の適応のための専門的な支援その他
る児童）

必要な支援を行います。

◆第4期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

延べ利用 日数
1 人 日 1 人 日 1 人 日

（人 日／月 ）

利用児童数
1 人 1 人 1 人

（人／月 ）

◆第 5期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

延べ利用 日数
2 人 日 3 人 日 4 人 日

（人 日／月 ）

利用児童数
2 人 3 人 4 人

（人／月 ）

◆見込量算出の考え方

保育所等訪間支援については、 今後利用者の増加が見込まれる こ と か ら 、 第 4 期計画

期間の実績を考慮 して見込みます。

◆見込量確保のための方策

障がい児及びその保護者の意思を考慮 し、 利用者の立場に立った適切なサ
ー ビス の提

供に努めます。

第
3
部
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⑤居宅訪問型児童発達支援

サー ビス名 サー ビスの内容 利用対象者

重症心身障がい児な どの重

居宅訪問型児童発達
障がい児の居宅を訪問 し 、 日 常生活における 度の障がい児等で、 児童発達

基本的な動作の指導、 知的技能の付与等の支 支援等の障害児通所支援を
支援

援を実施 します。 受 け る た め に外出す る こ と

が著 し く 困難な障がい児

◆第 5期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (20 1 9 年度） (2020 年度）

延べ利用 日数
5 人 日 5 人 日 5 人 日

（人 日／月 ）

利用児童数
1 人 1 人 1 人

（人／月 ）

◆見込量算出の考え方

居宅訪間型児童発達支援は、 平成 3 0 ( 2 0 1 8 ) 年度か ら新たに開始されるサー ビ

スです。 市内における障がい児数の推移等を勘案して 、 利用 H 数及び利用児童数を見込

みます。

◆見込量確保のための方策

支援を必要 とする方が安心 して生活でき る よ う 、 サー ビス を提供でき る事業所の確保

に努めます。
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⑥障害児相談支援

サー ビ ス 名 サー ビ ス の 内 容 利 用 対象者
障害児通所支援等 の 利 用 を 希 望 す る 障が い
児 の解決すべ き 課題 を 踏ま え 、 総合 的 な援助
の 方 針 や最 も 適切 な サー ビ ス の組み合わせ

障害児相談支援 等 に つ い て 検討 し 、 障害児支援計画の 作成 を 障 害 児 通 所 支 援 を 申 請 し た

行 い ま す 。 計画相談後 に は一定 期 間 ご と に 計
障が い児

画の見直 し を行 い 、 計画の変更や支給決定の

申 請の
か

勧
ん し奨ょ うを 行 い ま す 。

◆第4期の実績

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度
(201 5 年度） (201 6 年度） (201 7 年度）

利 用 児童数
3 4 人 3 4 人 4 8 人

（人／ 月 ）

◆第 5期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度
(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

利 用 児童数
5 9 人 7 1 人 8 7 人

（人／ 月 ）

◆見込量算出の考え方

障害児相 談支援 に つ い て は 、 障害児通所支援 を利用 す る 全て の方 を 対象 と し て 見込み

ま す。

◆見込量確保のための方策

児章 の 心身 の 状況や生活環境 な ど を 考慮 し 、 児章ま た は そ の保護者 の サー ビ ス 利 用 の

意 向 が反 映 さ れ る よ う 、 相 談支援事業者 な ど と 連携 し 、 相 談支援 の 充 実 に努 め ま す。
第
3
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⑦医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整する コーディ ネーターの配置

サー ビス名 サー ビスの内容 利用対象者

医療的ケア児

・ 人工呼吸器を装着 している

医療的ケア児に対す 医療的ケア児に対する総合的な支援体制の 障がい児、 その他日常生活

る関連分野の支援を 構築に向けて 、 関連分野の支援を調整する コ を営むた め に 医療を要す

調整する コーディ ネ ーディ ネータ ー と して養成された相談支援 る状態にある障がい児
ーターの配置 専門員等を配置 します。 ・ 重度の知的障がいと重度の

肢体不 自 由が重複 し て い

る重症心身障がい児

◆第 5期の見込量

平成 30 年度 平成 3 1 年度 平成 32 年度

(201 8 年度） (201 9 年度） (2020 年度）

配置人数
0 人 1 人 1 人

（人）

◆見込量算出の考え方

医療的ケア児に対する コーディ ネーターの配置については、 こ の計画か ら新たに盛 り

込む数値 目標です。 医療的ケア児等 コーディ ネーター養成研修の参加等を勘案して 、 配

置人数を見込みます。

◆見込量確保のための方策

支援を必要 とする方が安心 して生活でき る よ う 、 コーディ ネーターを配置でき る事業

所の確保に努めます。
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グループホーム清久 居藤 みや字さん 資
料
編
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1 策定経過

年月 日 会議名等 審議内容

平成 28 (20 16) 年

9 月 26 日 ～ ア ンケー ト 調査 障がい者調査、 市民調査

10 月 14 日

( 1 ) 久喜市障がい者計画 ・ 障がい福祉計画について

平成 29 (20 1 7) 年 第 1 回久喜市障が い
(2) 久喜市障がい者計画 ・ 障がい福祉計画策定スケジ

ュールについて
5 月 12 日 者計画策定庁内会議

(3) 手話に関する施策を推進するための推進方針に

ついて

平成 29 (20 1 7) 年

5 月 15 日 ～ 団体ヒ ア リ ング調査 6 日 間に計 16 団体を対象に実施

5 月 26 日

( 1 ) 第 2次久喜市障がい者計画 ・ 第 5期久喜市障がい福

祉計画 ・ 第 1 期久喜市障がい児福祉計画策定のため

の団体ヒ ア リ ングの実施結果について

平成 29 (20 1 7) 年 第 1 回久喜市障が い
(2) 第 2次久喜市障がい者計画 ・ 第 5期久喜市障がい福

祉計画 ・ 第 1 期久喜市障がい児福祉計画の骨子案に
7 月 14 日 者施策推進協議会

ついて

(3) 第 4 期久喜市障がい福祉計画の進捗状況について

(4) 手話に関する施策を推進するための方針の策定に

ついて

( 1 ) 第 2 次久喜市障がい者計画 ・ 第 5 期久喜市障がい

福祉計画 ・ 第 1 期久喜市障がい児福祉計画の策定

について

(2) 第 2次久喜市障がい者計画 ・ 第 5期久喜市障がい福

平成 29 (20 1 7) 年
第 1 回久喜市障が い 祉計画 ・ 第 1 期久喜市障がい児福祉計画の策定スケ

者計画策定庁内会議 ジュールについて
7 月 28 日

検討部会 (3) 久喜市障がい者計両に掲載された施策の実施状況

及び第 2次久喜市障がい者計両施策体系 （案） につ

いて

(4) 手話に関する施策を推進するための推進方針につ

いて

平成 29 (20 1 7) 年 第 2 回久喜市障がい (1 ) 第 4 期久喜市障がい福祉計画の進捗状況について

8 月 18 日 者施策推進協議会 (2) 第 2次久喜市障がい者計画 （素案） について
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年月 日 会議名等 審議内容

(1 ) 第 2 次久喜市障がい者計画 ・ 第 5 期久喜市障がい

福祉計画 ・ 第 1 期久喜市障がい児福祉計画の素案

第 2 回久喜市障が い
について

平成 29 (20 1 7) 年 (2) 計画策定に係る今後のスケジュールについて
者計画策定庁内会議

9 月 29 日 (3) 第 2次久喜市障がい者計画 ・ 第 5 期久喜市障がい福
検討部会

祉計画 ・ 第 1 期久喜市障がい児福祉計画 （案） に対

する意見募集の実施について

(4) 久喜市手話言語懇談会からの提案について

平成 29 (20 1 7) 年 第 2 回久喜市障が い
同上

10 月 1 1 日 者計画策定庁内会議

(1 ) 第 2 次久喜市障がい者計画 ・ 第 5 期久喜市障がい

福祉計画 ・ 第 1 期久喜市障がい児福祉計画の素案

平成 29 (20 1 7) 年 第 3 回久喜市障が い
について

(2) 第 2次久喜市障がい者計両 ・ 第 5期久喜市障がい福
10 月 19 日 者施策推進協議会

祉計画 ・ 第 1 期久喜市障がい児福祉計画 （案） に対

する意見募集の実施について

(3) 久喜市手話言語懇談会からの提案について

平成 29 (20 1 7) 年 市民意見提出制度 に

1 1 月 28 日 ～ よ る意見募集 （パブ リ 意見書提出 ： 2 人 ( 12 件）

12 月 27 日 ッ ク ・ コ メ ン ト ）

( 1 ) 第 2次久喜市障がい者計両 • 第 5期久喜市障がい福

平成 30 (20 18) 年 第 3 回久喜市障が い 祉計画 ・ 第 1 期久喜市障がい児福祉計画 （案） に対

1 月 15 日 者計画策定庁内会議 する意見募集の実施結果について

(2) 久喜市手話言語懇談会からの提案について

(1 ) 第 2次久喜市障がい者計画 ・ 第 5期久喜市障がい幅

祉計画 ・ 第 1 期久喜市障がい児福祉計画 （案） に対

する意見募集の実施結呆について

平成 30 (20 18) 年 第 4 回久喜市障が い (2) 第 2 次久喜市障がい者計両 ・ 第 5 期久喜市障がい

1 月 23 日 者施策推進協議会 福祉計両 ・ 第 1 期久喜市障がい児福祉計画 （案）

について

(3) 久喜市手話に関する施策を推進するための方針

の策定について

資
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2 策定体制

( 1 ) 久喜市障がい者施策推進協議会

①久喜市障がい者施策推進協議会条例

（設置）

平成22年3月23 日

条例第13 5号

改正 平成24 年10月1 日条例第34号

第1条 本市における障がい者に関する施策の推進を図るため、 障害者基本法 （昭和45 

年法律 第84 号） 第36 条第4項の規定に基づき、 久喜市障がい者施策推進協議会 （以

下「協議会」という。 ） を置く。

（組織）

第2条 協議会は、 委員20人以内をもって組織する。

2 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。

(1) 公募による市民

(2) 障がい者の福祉の向上を H 的とする団体に属する者

(3) 障がい者の福祉に関する事業に従事する者

(4) 関係行政機関の職員

(5) 学識経験を有する者

3 委員の任期は、 2年とする。 ただし、 委員が欠 けた場合における補欠委員の任期は、

前任者の残任期間とする。

4 委員は、 再任されることができる。

（会長及び副会長）

第3条 協議会に会長及び副会長各1人を置き、 委員の互選によってこれを定める。

2 会長は、 会務を総理し、協議会を代表する。

3 副会長は、 会長を補佐し、 会長に事故があるとき、 又は会長が欠 けたときは、 その職

務を代理する。

（会議）

第4条 協議会の会議は、 会長が招集し、 その議長となる。 ただし、 第1回目の会議は、

市長が招 集する。

2 協議会の会議は、 委員の過半数が出席しなければ開くことができない。

3 協議会の会議の議事は、 出席委員の過半数で決し、 可否同数のときは、 議長の決する

ところによる。

（庶務）

第5条 協議会の庶務は、 福祉部障がい者福祉課において処理する。
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（委任）

第6条 この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協議会

に諮って定める。

附 則

この条例は、平成22年3月23 日から施行する。

附 則（平成24年10月1 日条例第34号）

この条例は、公布の日から施行する。
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②委員名簿

区 分 番号
1 号委員 1 （公募）

2 

3 

4 

5 

6 

2 号委員
7 

（障が い者団体）

8 

， 

1 0  

1 1  

3 号委員 1 2  
（福祉事業者）

1 3 

14 

1 5  

1 6  

4 号委員 1 7  
（ 関係行政機 関）

18  

19  

5 号委員 20 
（学識経験者）

氏名 （敬称略）

羹誡 富

こ小ばや林し 芽め 美み

神
じん ひ博ろた孝

か

鈴すず木き 美み 穂ほ

せ

関
き根ね 久

ひ さ夫お

奈な 良ら 千ち 鶴づ

あ赤
かい

池け 勝
かつ夫お

〇 押お し田だ け
憲
んい一ちろ郎う

桜
さ く 井らい 直な お美み

な

中
かじ

城ょ う 悪え 里り

こ小ばや林し 聖せ い司じ

や山ま路じ ひ

久
さひ

彦こ

ま

松
つ

本
も と ま

雅
さ

年と
し

と べ さ

姫
き

戸部 早
の ぐ ち ふ 美み 恵

え

野 口 扶
み

宮
やは原

ら 静し ず枝え

す

末
えよ吉

し ゆ幸
きひ

人と

久
く 保ぼ 田た ひ博ろ し

守も り屋や 晃あ き子こ

◎ 櫻
さ く 井らい 邦

く に夫お

◎会長 0 副会長
所属 ・ 役職

公募 に よ る 市民

久喜市久喜身体障害者福祉会 会長

久喜市菖蒲町身体障害者福祉会 会長

久喜市栗橋手 を つ な ぐ育成会 会長

わ か ち あ い る 一む 共 同 世話人

久喜市聴覚 障害者協会 事業部長

社会福祉法人 み ぬ ま 福祉会
埼総北障害者生活支援セ ン タ ー き ら ら 責任者

社会福祉法人 啓和会 久喜市 ゆ う あ い 施設長

医療法人 大壮会
埼葛北障害者生活支援セ ンターベルベール 相談支援専門員
社会福祉法人 久喜市社会福祉協議会
地域福祉課課長補佐兼在宅支援係長

特定非営利活動法人 あ ん ご工房 代表理事

埼玉県立久喜特別支援学校 校長

埼玉県立騎西特別支援学校 教頭

春 日 部公共職業安定所 外国人労働者専門 官

高崎健康福祉大学講師
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( 2 ) 久喜市障がい者計画策定庁内会議

①久喜市障がい者計画策定庁内会議設置規程

平成23年4月21 S 

訓令第14号

改正 平成24 年3月9 日訓令第18号

（設置）

第1条 障害者基本法（昭和45年法律 第84号） 第11条第3項の規定に基づき策定する

久喜市障がい者計両 （次条及び 第5条において 「計画」という。 ） に関する事項を調査及

び検討するため、久喜市障がい者計両策定庁内会議（以下 「庁内会議」という。 ）を置く。

（所掌事務）

第2条 庁内会議は、次に掲げる事項を所掌する。

(1) 計画の策定に係る調査及び研究に関すること。

(2) その他障がい者施策に必要な事項に関すること。

（組織）

第3条 庁内会議は、 議長、 副 議長及び委員をもって組織する。

2 議長は、 福祉部長の職にある者を、 副 議長は、 福祉部障がい者福祉課課長 （以下「障

がい者福祉課長」という。 ） の職にある者を、委員は、別表に掲げる職にある者をもって

充てる。

（議長、 副 議長及び委員）

第4条 議長は、 会務を総理し、 庁内会議を代表する。

2 副 議長は、 議長を補佐し、 議長に事故があるとき又は議長が欠 けたときは、 その職務

を代理する。

3 委員は、 自らが庁内会議に出席することができないときは、 当該委員が属する部に所

属する職員で、 当該庁内会議の審 議事項について実質的に判 断をすることができる職員

を自己に代えて当該庁内会議に出席させることができる。

（会議）

第5条 庁内会議は、 議長が招集し、 主宰する。

2 議長は、 計画の策定に関し、 必要と認 めるときは、 委員以外の関係者を出席させ、 そ

の者から意見を聴くことができる。

（検討部会）

第6 条 第2条各号に掲げる事項について、必要な調査、研究及び課題の整理をするため、

庁内会議に検討部会を置くことができる。

2 検討部会は、 障がい者福祉課長が招集し、 その議長となる。

（庶務）

第7条 庁内会議の庶務は、 福祉部障がい者福祉課において処理する。
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（その他）

第8条 この訓令に定めるもののほか、庁内会議の運営について必要な事項は、 議長が定

める。

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

附 則（平成24年3月9 日訓令第18号）

この訓令は、公布の日から施行する。

ただし、別表の改正規定は、平成24年4月1 日から施行する。

別表（第3条関係）

総務部 人事課長

企画政策課長

人権推進課長

市民部 生活安全課長

消防防災課長

福祉部 社会福祉課長

介護福祉課長

子育て支援課長

保育課長

健康増進部 健康医療課長

中央保健センター所長

建設部 都市整備課長

教育部 学務課長

指導課長

生涯学習課長
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3 用 語解説集

用語 内容

あ 医療的ケア たんの吸引や鼻などから管を通して栄養剤を流

行 し込む経管栄養など、 在宅で家族等が 日常的に

行っている医療的介助行為 のことで、 医師が行

う 「医療行為 」 と区別してこのように呼ばれて

いる。

インク ルーシブ教育 障がいのある人と障がいのない人がともに学ぶ

仕組みのこと。 障がいのある者が一般的な教育

制度から排除されないこと、 自己 の生活する地

域において初等中等教育の機会が与えられるこ

と、 個人に必要な合理的配慮が提供されること

等が必要とされている。

エ スコートゾーン 「視覚 障害者用道路横断帯」と呼ばれ、 視覚障

がい者に横断方向を誘導するための横断歩道中

央に設けられる突起帯のこと。

N P O  Non-Profi t  Organi zat ion の略語。 営 利を目的

としないで、 福祉の増進や文化・芸術振興、 環

境保全など様 々 な課題に、 市民が自主的、 自発

的なボ ラ ンテ ィ ア活動や社会貢献活動を行う団

体のこと。

遠隔手話通訳サービス 手話を必要とする人 （聴覚障がい者） と市職員

との間で、 手話による コ ミ ュ ニ ケーシ ョ ンを行

う時、 タブ レ ット型端末のテ レ ビ電話機能を通

じて、手話通訳者と画面越しに手話通訳を行い、

コ ミ ュ ニ ケーシ ョ ンをとる仕組みのこと。

か 基幹相談支援センター 地域における相談支援の中核的な役割 を果たす

行 機関として、 障がい者の相談支援に関する業務

を総合的に行うことを目的とする施設。 市町村

または当 該業務の実施の委託を受けた者が設置

できる。
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用語

か 1 高次脳機能障がい

行

合理的配慮

雇用率 （障がい者雇用率）

さ 1 災害時要援護者

行

埼玉県福祉のまちづくり条例

内容

病気や交通事故などさまざまな原因で脳に損傷

を受けたために、 記憶や言語、 行動等に生じる

障がいのこと。 新しいことが覚えられない、 注

意力や集中力の低下、 感情や行動の抑制がきか

なくなるなどの精神・心 理的症状が出現 し、 周

囲の状況に合った適切な行動ができなくなり生

活に支障をきたすことがある。

障がいのある人が直面するさまざまな社会的障

壁を取り除くための個別の調 整や変更のこと。

障がいのある人から必要としている旨 の意思の

表明があり、実施に伴う負担が過重でないとき、

その提供は行政機関等の法的義務、 事業者の努

力義務とされている。

常用雇用者数に 占 める障がい者の割 合のこと。

障がい者が地域の一員として普通に生活できる

共生社会の実現に向けて、 全ての事業者には法

定雇用率 以上の割 合で障がい者を雇用する義務

がある。 法定雇用率は、 平成30 (2018) 

年4月から民間企業で2. 2%、 国、 地方公共

団体等で2. 5%、 都道府県等の教育委員会で

は2. 4%になる。

災害時に自力で避難することが困 難 な障がい者

や高齢者、 妊産婦、 幼 児及 び 日本語が堪能でな

い外国人のこと。

高齢者や障がい者をはじめ、 全ての県民が安全

で快適に生活できる社会環境を目指して、 平成

7 (19 9 5)年に制定された条例。 この条例

では、 高齢者、 障がい者等が円滑に利用できる

生活関連施設の整備の促進等を図るため、 県等
じゅんしゅ

の責務、整備基準の遵 守義務などを定めるとと

もに、 生活関連施設の整備にあたっての届 出な

どの手続きを定めている。
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用語 内容

さ 支援籍学級 ノ ーマ ラ イゼーシ ョ ンの理念に基づく教育を推

行 進する観点から、 障がいのある児童生徒と障が

いのない児童生徒が一緒に学ぶ機会の拡大を図

るとともに、 障がいのある児童生徒に対するよ

り適切な教育的支援を行うため、 「個別の教育支

援計両」及び 「個別の指導計画」に基づき、必要な

支援を在籍する学校または学級 以外で行うため

の仕組みのこと。 ①小 ・中学校の通常の学級で

支援を受ける場合、 ②小 ・中学校の特別支援学

級で支援を受ける場合、 ③特別支援学校で支援

を受ける場合の3 つの形態がある。

自主防災 組織 自治会などの地域住民によって構成される地域

住民組織のこと。 災害が発 生した時には、 初期

消火や避難誘導などの活動を自主的に行うとと

もに、 避難所運営の主体となる。

重度心身障がい 障がいの種別に関わらず2 つ以上の障がいのあ

る 「重複障がい」とは異なり、 重度の肢体不自由

と重度の知的障がいが重複する場合を指す。

手話 耳が聞 こえない人や聞 こえづらい人が物事を考

え会話をするときに、 手指や体の動き、 顔の表
-ゞーヤ し ‘

情を使って視覚的に表現する独自の語彙と文法

体系を持つ言語のこと。

手話言語条例 手話が言語であるとの認識に基づき、 手話を必

要とする人もしない人も全ての市民が手話への

理解を深 め、 共に支え合う地域社会を実現する

ことを目指す条例。 久喜市では、 平成29 (2 

0 1 7)年3月に 「久喜市手話言語条例」 を制定

した。

手話通訳者 久喜市では、 手話通訳士の資格を有する方、 手

話通訳者全国統一試験に合格している方、 久喜

市手話通訳者養成講習会の修了者を対象に登録

手話通訳者選考試験を実施し、 合格者を久喜市

手話通訳者として登録している。
資
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用語 内容

さ 障害支援区分 障がいの多様な特性その他の心身の状態に応じ

行 て必要とされる標準的な支援の度合を総合的に

示すもので、障がい者等に対する介護給付の必

要度を表す6段階の区分のこと。 生活や障がい

の状況についての80項Hにわたる面接調査を

市町村職員または相談支援事業者が行い、その

結果に基づいてコンピュータによる一次判定、

市町村審査会による二次判定を行って決定され

る。

障がい者就業・生活支援センター 雇用、保険、 福祉、教育等の関係機関と連携し

ながら、障がい者の就業及びそれに伴う生活に

関する指導・助言、職業準備訓錬のあっせんな

ど、障がい者の職業生活における自立を図るた

めに必要な支援をする施設のこと。

障がい者就労支援センター 障がい者の一般就労の機会の拡大を図るととも

に、障がい者が安心して働き続けられるよう、

身近な地域において就労面と生活面の支援を一

体的に提供し、障がい者の自立と社会参加の一

層の促進を図るよう支援する施設のこと。

ジ ョブコーチ （職場適応援助者） 就職または職場への定着に際して課題がある障

がい者に対して、事業所ヘ一定期間ジ ョブコー

チ （職場適応援助者）を派遣して、引き続き職

場で安定して働くことができるよう、障がい者

本人だけでなく家族や事業主、同僚に対して支

援を行う人のこと。

自立支援協議会 地域生活支援事業の一つで、相談支援事業をは

じめとする地域の障がい者福祉に関するシステ

ムづくりの中核的な役割を果たす協議の場のこ

と。 久喜市では、埼葛北地区4市2町（久喜市、

蓮田市、幸手市、 白 岡市、宮代町、杉戸町） 共

同で設置していたが、平成30 (2018)年

4月から久喜市単独の協議会を設置する予定。

スクールソーシャルワーカー 教育と福祉の両面に関して、専門的な知識・技

術を有し、学校と家庭と福祉関係機関との連携

を図るために配置される職員のこと。
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用語 内容

さ 成年後見制度 知的障がい、精神障がい、認知症などのために

行 判断能力が十分ではない人の権利を守り、支援

するための制度のこと。 本人が契約を結ぶ場合

などに本人に代わってそれらの行為を行うなど

の後見的役割 を務める成年後見人を家庭裁判所

が選任することによって、本人の判断能力を補

うなどの支援を行う。

ソーシャルインクルージ ョ ン 人と人との新しいつながりを求めて、障がいの

ある人もない人も全ての人が社会の構成員とし

て互いに包み支え合う社会をつくるという考え

方のこと。

ソーシャルワーカー 日常生活や社会生活にさまざまな困難を抱える

人のために、間題解決のための援助を提供する

専門職のこと。

た 地域包括ケアシステム 介護や支援が必要であったり、疾患を抱えてい

行 ても、 住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続

けることができるよう、住まい ・ 医療 ・ 介護 ·

生活支援等を一体的に提供する仕組みのこと。

地域生活支援拠点 障がい者の重度化 ・ 高齢化や「親亡き後」を見

据え、居住支援のための機能（相談、体験の機

会 ・ 場、緊急時の受け入れ ・ 対応、専門性、地

域の体制づくり）を、地域の実情に応じた創意

工夫により整備し、障がい者の生活を地域全体

で支えるための施設。 さまざまな機能を集約し

て整備する「多機能拠点整備型」（グループホー

ム併設型、単独型）と地域において機能を分担

して担う「面的整備型」などがある。

地域生活支援事業 市町村の創意工夫によって利用者の状況に応じ

て柔軟に実施される事業のこと。 相談支援事業、

意思疎通支援事業、 日常生活用具給付等事業な

どの必須事業と、 社会参加支援など地域の実情

に合わせて実施する任意事業がある。
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用語 内容

た 点字 紙面等に突起した点を一定の方式で組み合わせ

行 て表した、 視覚障がい者用の記号文字のこと。

縦3 点、 横2 点 の6 点の各点の組み合わせによ

ってできる63種類を基本に点字組織を形成す

る。 点字に対して、 印刷された文字や手書きの

文字は
す

畢
み

字
じ

と言い、 墨字で書かれたものを点字

に翻訳することを点訳という。

特別支援教育 障がいのある幼児・児童 • 生徒の自立や社会参加

に向けた主体的な取 組を支援するという視 点に

立ち、幼児・児童 • 生徒一人ひとりの教育的ニー

ズを把握し、その持てる力を高め、生活や学習上

の困難を改善又は克服するため、適切な指導及び

必要な支援を行うもの。 特別支援学校だけでな

く、幼稚園、小学校、 中学校、 高等学校等の通常

の学級に在籍する発達障がいの子どもも含 め、障

がいにより特別な支援を必要とする子どもが在

籍する全ての学校において実施される。

な 難病 発病の機構が明らかでなく、 治療方法が確 立し

行 ていない希少な疾病であって、 当該疾病にかか

ることにより長期にわたり療養を必要とするこ

ととなるもののこと。 33 0の疾病が指定難病

に指定され、医療費助成等の対象となっている。

ノ ーマ ラ イゼーシ ョ ン 障がい者を特別視するのではなく、一般社会で

普通の生活を送れるような条件を整え、 共に生

きる社会こそがノ ーマルであるという考え方。

ノ ンステ ップバス 車両の一部分あるいは全体について、 床の高さ

を下げ、 床面までのステ ップをなくしたバス。

歩道をかさ上げすることにより、 ほぼ平面移動

でバスに乗降可能となる。

は 発達障がい 自閉症、 アスペルガー症候群その他の広汎性発

行 達障がい、 学習 障がい ( L D)、 注意欠陥 ・多動

性障がい(AD H D)、その他これに類する脳機

能の障がいであってその症状が通常低年齢にお

いて発 生する障がいのこと。 平成22 (201 

0)年の障害者自立支援法改正により障がい者

の範囲に含まれることが明文化された。
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用語 内容

は バリアフリー 障壁となるものを取り除き、生活しやすくする

行 ことを意味する用語。 建築内の段差など、物理

的な障壁の除去と言う意味合いから、最近では

より広い意味で用いられてきている。

ピア ・ カ ウンセリング ピア (Peer)とは社会的、法的に同等 ・ 対等な

人、仲間、同僚などの意味。 ピア ・ カ ウンセリ

ングとは、障がいのある人など課題や間題を抱

える当事者自身がカ ウンセラーとなり、同じ障

がいのある人など同じ立場や状況にある人に対

して相談援助活動をすること。

ピア ・ サポート 同じ課題や間題、不安があり、同じような立場

にある人が互いに支え合う活動のこと。

福祉オンブズパー ソン サービス利用者の権利を守り、より良いサー ビ

スの提供を目指すために、利用者等からの苦情

申し立てを受け、調査により必要と判断したと

きは、市または事業者に対し、意見表明や是正

勧告 ・ 制度の改善について提言する専門家のこ

と。 久喜市では、健康 • 福祉関係の専門家 （学

識経験者）と法律の専門家 （弁護士）に委嘱し

ている。

フレン ドシップ学級 就労している知的障がい者の余暇活動を支援す

るとともに、 相互の交流を深め、自主的な社会

参加を図るため、市が実施している事業のこと。

ほじょ 犬 身体障害者補助犬法に基づき、障がい者の生活

を補助するため特別に訓練された犬のこと。 視

覚障がい者の外出を支援する 「盲導犬」、肢体不

自由者の生活動作をサポートする「介助犬」、聴

覚障がい者に音を知らせる「聴導犬」がいる。

ボランテ ィ アセンター ボランテ ィ ア活動の地域における拠点として、

①ボランテ ィ ア活動の相談、登録、あっせん、

②ボランテ ィ ア活動に関する調杏研究、情報提

供、啓発、③ボランテ ィ アの研修、機材の貸与

などを行い、総合的にボランテ ィ ア活動を促進

する機関のこと。 久喜市では、久喜市社会福祉

協議会内に設置されている。
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用語 内容

や ユニバーサルデザイン 障がいのある人をはじめ、誰にでも使いやすい

行 ように製品や生活環境をデザインする考え方の

こと。 ハンディ のある人にとって便利なものは、

万人にとっても便利なものになり得るという考

え方を前提として、普遍性を強調した概念のこ

と。

要約筆記 聴覚障がい者のためのコ ミ ュ ニケーシ ョ ン手段

の一つであり、話し手の発言内容を要約して筆

記することで聴覚障がい者に伝えるもの。 紙に

手書きで要約した内容を記載するノ ートテイク

や、パ ソ コンで要約文を入力してビデオプロ ジ

ェク ターで投影する方法などがある。

ら ライフステージ 出生から、学校卒業、就職、結婚、出産、子育

行 て、定年退職などの人生の節目によって変わる

生活（ライフサイクル）に着目した区分のこと。

リハビリテーシ ョン 能力低下やその状態の改善を図ることで、障が

い者の社会的統合を実現するあらゆる手段のこ

と。 障がい者が環境に適応するための訓練を行

うことだけでなく、障がい者の社会的統合を促

すために環境や社会に手を加えることも含んで

いる。

わ ワンストップ 1箇所で用事などを済ますことができること。

行 特に行政の窓 口などを一元化して、さまざまな

相談や手続等を1箇所で受け付けられるように

すること。
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本書に掲載した作品の紹介
ペー ジ 作品 氏名 利用施設 ・ 事業所

表紙 I 
冒 、．

.^ 
し
島
まむ

村
ら

利
と しか一ずさん I 久喜市あゆみの郷---�� r. 1 ·、 # .... 

1: '-'  ... 

題名 ： 『お と もだち』

1 I 胆訟如 新
あ ら

井
い た貴かみ道ちさん I 久喜市いち ょ うの木

，

 

題名 ： 『美術館の絵』

7 5 

8 5 

1 2 5 

と ね が わ み よ こ

利根川 美代子さん 久喜けいわ

扉升 賃隠さん

桝藤 みや子さん

あ ら い たかみち新井 貴道さん

久喜市いち ょ うの木

グループホーム清久

久喜市いち ょ うの木

1 2 7 
と ね が わ み よ こ

利根川 美代子さん 久喜けいわ

題名 ： 『アベ ッ ク 』

1 3 7 五藤 みや了さん グループホーム清久

※平成 2 9 年度キ ッ クオ フ展 「 う ふっ●埼玉で こんなのみつけち ゃ った P 」 及び第 8 回埼玉県障害者アー ト企画展

「 う ふっ●埼玉で こんなのみつけち ゃ っ た P 」 か ら 、 市内の福祉施設 ・ 事業所の利用者によ る作品を掲載 しま した 。
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第 2 次久 喜 市 障 が い 者 計 画

第 5 期久喜市障が い福祉計画

第 1 期久喜市障がい児福祉計画

平成30 (2018)年3月

〒346-8501 埼 玉 県 久喜市下早見 85-3

電 話 0480-22-1 1 1 1 (代）

F A X  0480-23-0699 

E-ma i I shoga i fukush i @c i ty .  kuk i .  I g .  j p 

U R L  http : //www. c i ty .  kuk i .  l g .  j p/ 
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（ リサイクル適性④）
この印刷物は、 印刷用の紙へ

リ サイクルできます。

0この印刷物は、 国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律 （グリーン購入法）

に基づく基本方針の判断基準を満たす紙を使用 しており ます。

0 リサイクル適正の表示

この印刷物はAランクの資材のみを使用 しており 、 印刷用の紙に リサイクルできます。


